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○広島大学通則 
(平成 16年 4月 1日規則第 2号) 

広島大学通則 

目次 

第 1章 総則(第 1条－第 9条) 

第 2章 入学(第 10条－第 18条) 

第 3章 教育課程(第 19条－第 27条) 

第 4章 他の大学等における授業科目の履修(第 28条－第 31条) 

第 5章 休学及び退学(第 32条－第 35条) 

第 6章 転学部，転学科及び転学(第 36条－第 38条) 

第 7章 賞罰及び除籍(第 39条－第 43条) 

第 8章 卒業及び学位の授与(第 44条－第 46条) 

第 9章 授業料(第 47条－第 51条) 

第 10章 研究生，科目等履修生，短期国際交流学生及び外国人特別学生等(第 52条－第

54条) 

第 11章 厚生施設等(第 55条・第 56条) 

附則 

 

第 1章 総則 

(趣旨) 

第 1条 この通則は，広島大学学則(平成 16年 4月 1日規則第 1号)第 18条の規定に基づ

き，広島大学(以下「本学」という。)の学部の学生の修学に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

(学科，類及びコース) 

第 2条 本学の学部に，次の学科又は類を置く。 
総合科学部  総合科学科 
   国際共創学科 
文学部  人文学科 
教育学部  第一類(学校教育系) 
   第二類(科学文化教育系) 
   第三類(言語文化教育系) 
   第四類(生涯活動教育系) 
   第五類(人間形成基礎系) 
法学部  法学科 
経済学部  経済学科 
理学部  数学科 
   物理学科 
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   化学科 
   生物科学科 
   地球惑星システム学科 
医学部  医学科 
   保健学科 
歯学部  歯学科 
   口腔健康科学科 
薬学部  薬学科 
   薬科学科 
工学部  第一類(機械・輸送・材料・エネルギー系) 
   第二類(電気電子・システム情報系) 
   第三類(応用化学・生物工学・化学工学系) 
   第四類(建設・環境系) 
生物生産学部  生物生産学科 
情報科学部  情報科学科 

2 法学部及び経済学部は昼夜開講制とし，昼間に授業を行うコース(以下「昼間コー

ス」という。)及び主として夜間に授業を行うコース(以下「夜間主コース」という。)を

置く。 

(教育研究上の目的) 

第 2条の 2 学部は，本学の理念に立脚し，それぞれ固有の教育目標を明確に掲げるととも

に，その目標を達成するための教育研究を通じて，基礎力と応用力を兼ね備えた柔軟性

に富む人材を育成することを目的とする。 

2 学部，学科，類等ごとの教育研究上の目的については，各学部細則で定める。 

(収容定員) 

第 3条 本学の収容定員は，別表のとおりとする。 

(修業年限) 

第 4条 本学の修業年限は，4年とする。ただし，医学部医学科，歯学部歯学科及び薬学部

薬学科にあっては，6年とする。 

第 5条 第 52条の 2に規定する本学の科目等履修生として，一定の単位を修得した者が本

学に入学した場合において，当該単位の修得により当該学部の教育課程の一部を履修し

たと認められるときは，修得した単位数その他の事項を勘案して学部が定める期間を修

業年限に通算することができる。ただし，その期間は，当該学部の修業年限の 2分の 1

を超えないものとする。 

(在学年限) 

第 6条 本学の学部(医学部医学科，歯学部歯学科，薬学部薬学科及び工学部を除く。)の在

学年限は，8年とする。 

2 医学部医学科，歯学部歯学科及び薬学部薬学科の在学年限は，12年とする。 

3 工学部の在学年限は，6年とする。 
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(学年) 

第 7条 学年は，4月 1日に始まり，翌年 3月 31日に終わる。 

(学期) 

第 8条 学年は，前期及び後期の 2期に分け，前期を 4月 1日から 9月 30日まで，後期を

10月 1日から翌年 3月 31日までとする。 

2 前項に定める各学期は，前半及び後半に分けることができる。 

3 前期の前半を第 1ターム，後半を第 2ターム，後期の前半を第 3ターム，後半を第 4タ

ームとする。 

(休業日) 

第 9条 学年中の定期休業日は，次のとおりとする。 

(1) 日曜日及び土曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律(昭和 23年法律第 178号)に規定する休日 

(3) 春季休業 4月 1日から 4月 7日まで 

(4) 夏季休業 8月 11日から 9月 30日まで 

(5) 冬季休業 12月 26日から翌年 1月 5日まで 

2 学長は，特別の事情があるときは，前項第 3号から第 5号までの休業日を変更すること

ができる。 

3 臨時の休業日は，その都度別に定める。 

4 特別の事情があるときは，前 3項に定める休業日に授業を実施することができる。 

第 2章 入学 

(入学の時期) 

第 10条 入学の時期は，学年の始めとする。 

2 前項の規定にかかわらず，学期の始めに入学させることができる。 

(入学資格) 

第 11条 本学に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

(2) 通常の課程による 12年の学校教育を修了した者又は通常の課程以外の課程により

これに相当する学校教育を修了した者 

(3) 外国において学校教育における 12年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文

部科学大臣の指定したもの 

(4) 専修学校の高等課程(修業年限が 3年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。)で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定

める日以後に修了した者 

(5) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育

施設の当該課程を修了した者 

(6) 文部科学大臣の指定した者 

   化学科 
   生物科学科 
   地球惑星システム学科 
医学部  医学科 
   保健学科 
歯学部  歯学科 
   口腔健康科学科 
薬学部  薬学科 
   薬科学科 
工学部  第一類(機械・輸送・材料・エネルギー系) 
   第二類(電気電子・システム情報系) 
   第三類(応用化学・生物工学・化学工学系) 
   第四類(建設・環境系) 
生物生産学部  生物生産学科 
情報科学部  情報科学科 

2 法学部及び経済学部は昼夜開講制とし，昼間に授業を行うコース(以下「昼間コー

ス」という。)及び主として夜間に授業を行うコース(以下「夜間主コース」という。)を

置く。 

(教育研究上の目的) 

第 2条の 2 学部は，本学の理念に立脚し，それぞれ固有の教育目標を明確に掲げるととも

に，その目標を達成するための教育研究を通じて，基礎力と応用力を兼ね備えた柔軟性

に富む人材を育成することを目的とする。 

2 学部，学科，類等ごとの教育研究上の目的については，各学部細則で定める。 

(収容定員) 

第 3条 本学の収容定員は，別表のとおりとする。 

(修業年限) 

第 4条 本学の修業年限は，4年とする。ただし，医学部医学科，歯学部歯学科及び薬学部

薬学科にあっては，6年とする。 

第 5条 第 52条の 2に規定する本学の科目等履修生として，一定の単位を修得した者が本

学に入学した場合において，当該単位の修得により当該学部の教育課程の一部を履修し

たと認められるときは，修得した単位数その他の事項を勘案して学部が定める期間を修

業年限に通算することができる。ただし，その期間は，当該学部の修業年限の 2分の 1

を超えないものとする。 

(在学年限) 

第 6条 本学の学部(医学部医学科，歯学部歯学科，薬学部薬学科及び工学部を除く。)の在

学年限は，8年とする。 

2 医学部医学科，歯学部歯学科及び薬学部薬学科の在学年限は，12年とする。 

3 工学部の在学年限は，6年とする。 
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(7) 高等学校卒業程度認定試験規則(平成 17年文部科学省令第 1号)による高等学校卒

業程度認定試験に合格した者(同規則附則第 2条の規定による廃止前の大学入学資格検

定規程(昭和 26年文部省令第 13号)による大学入学資格検定に合格した者を含む。) 

(8) 学校教育法(昭和 22年法律第 26号)第 90条第 2項の規定により大学に入学した者

であって，本学において，大学における教育を受けるにふさわしい学力があると認め

たもの 

(9) 本学において，個別の入学資格審査により，高等学校を卒業した者と同等以上の学

力があると認めた者で，18歳に達したもの 

(入学出願手続) 

第 12条 本学に入学を志願する者は，所定の期間内に，検定料 17,000 円(夜間主コースに

あっては 10,000 円)を納付の上，別に定める書類(以下「出願書類」という。)を本学に

提出しなければならない。 

2 第 13条に規定する入学試験において，出願書類等による選抜(以下「第 1段階目の選

抜」という。)を行い，その合格者に限り学力検査その他による選抜(以下「第 2段階目

の選抜」という。)を行う場合の検定料の額は，前項の規定にかかわらず，第 1段階目の

選抜に係る額は 4,000 円(夜間主コースにあっては 2,200 円)とし，第 2段階目の選抜に

係る額は 13,000 円(夜間主コースにあっては 7,800 円)とする。 

3 第 1項の規定は，第 14条，第 18条又は第 38条の規定により入学を志願する場合につい

て準用する。ただし，検定料の額は，30,000 円(夜間主コースにあっては 18,000 円)とす

る。 

(検定料の免除) 

第 12条の 2 前条の規定にかかわらず，特別の事情がある者には，検定料を免除すること

ができる。 

2 検定料の免除に関し必要な事項は，別に定める。 

(入学試験) 

第 13条 入学志願者に対しては，入学試験を行う。 

2 前項の入学試験については，別に定める。 

(学士入学及び再入学) 

第 14条 本学は，次の各号のいずれかに該当する者については，前条の規定にかかわら

ず，選考の上，学士入学として入学を許可することができる。 

(1) 本学の一の学部を卒業して，更に同一学部の他の学科若しくは類又は他の学部に入

学を願い出た者 

(2) 他の大学の学部を卒業し本学に入学を願い出た者 

(3) 学校教育法第 104条第 7項の規定により独立行政法人大学改革支援・学位授与機構

から学士の学位を授与され本学に入学を願い出た者 
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2 前項の規定にかかわらず，収容定員の充足状況等により，学士入学として入学を許可し

ないことがある。 

3 前条及び第 1項の規定にかかわらず，本学を退学(懲戒退学を除く。)し，又は除籍(第 4

3条第 2号による除籍を除く。)となった後，同一学部に入学を願い出た者については，

退学又は除籍後 4年以内に限り，選考の上，再入学として入学を許可することができ

る。ただし，退学又は除籍時に所属していた学部，学科又は類が改組され，退学又は除

籍時に所属していた学部に入学を願い出ることができない場合は，当該学部と関連する

学部の協議により決定した学部に願い出ることができるものとする。 

4 前項の規定にかかわらず，収容定員の充足状況等により，再入学として入学を許可しな

いことがある。 

5 第 3項の場合において，除籍となった者が選考に合格した場合は，第 16条に規定する入

学手続のほか，未納の入学料及び授業料に相当する金額を納付しなければならない。 

6 第 1項又は第 3項による入学者の既修得単位，修業年限及び在学年限の認定は，学部の

教授会の議を経て，学部長が行う。 

(合格者の決定) 

第 15条 入学を許可すべき者は，各学部の教授会の議を経て，学長が決定する。 

(入学手続) 

第 16条 入学の許可を受けようとする者は，指定の期日までに，別に定める書類(以下「入

学手続書類」という。)を提出するとともに，入学料 282,000 円(夜間主コースにあって

は 141,000 円)を納付しなければならない。 

(入学料の免除及び徴収猶予) 

第 16条の 2 前条の規定にかかわらず，特別の事情がある者には，入学料の全額又は半額

を免除し，又はその徴収を猶予することができる。 

2 前条の規定にかかわらず，別に定める広島大学フェニックス奨学制度による奨学生(以下

「フェニックス奨学生」という。)には，入学料の全額を免除することができる。 

3 前 2項に定めるもののほか，入学料の免除及び徴収猶予に関し必要な事項は，別に定め

る。 

(入学許可) 

第 16条の 3 学長は，第 16条の入学手続を完了した者(入学料の免除又は徴収猶予の許可

申請中の者及びフェニックス奨学生申請中の者を含む。)に入学を許可する。 

(検定料及び入学料の返還) 

第 17条 既納の検定料及び入学料は，返還しない。 

2 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当するときは，納付した者の申出に

より，当該各号に規定する額を返還する。 

(7) 高等学校卒業程度認定試験規則(平成 17年文部科学省令第 1号)による高等学校卒

業程度認定試験に合格した者(同規則附則第 2条の規定による廃止前の大学入学資格検

定規程(昭和 26年文部省令第 13号)による大学入学資格検定に合格した者を含む。) 

(8) 学校教育法(昭和 22年法律第 26号)第 90条第 2項の規定により大学に入学した者

であって，本学において，大学における教育を受けるにふさわしい学力があると認め

たもの 

(9) 本学において，個別の入学資格審査により，高等学校を卒業した者と同等以上の学

力があると認めた者で，18歳に達したもの 

(入学出願手続) 

第 12条 本学に入学を志願する者は，所定の期間内に，検定料 17,000 円(夜間主コースに

あっては 10,000 円)を納付の上，別に定める書類(以下「出願書類」という。)を本学に

提出しなければならない。 

2 第 13条に規定する入学試験において，出願書類等による選抜(以下「第 1段階目の選

抜」という。)を行い，その合格者に限り学力検査その他による選抜(以下「第 2段階目

の選抜」という。)を行う場合の検定料の額は，前項の規定にかかわらず，第 1段階目の

選抜に係る額は 4,000 円(夜間主コースにあっては 2,200 円)とし，第 2段階目の選抜に

係る額は 13,000 円(夜間主コースにあっては 7,800 円)とする。 

3 第 1項の規定は，第 14条，第 18条又は第 38条の規定により入学を志願する場合につい

て準用する。ただし，検定料の額は，30,000 円(夜間主コースにあっては 18,000 円)とす

る。 

(検定料の免除) 

第 12条の 2 前条の規定にかかわらず，特別の事情がある者には，検定料を免除すること

ができる。 

2 検定料の免除に関し必要な事項は，別に定める。 

(入学試験) 

第 13条 入学志願者に対しては，入学試験を行う。 

2 前項の入学試験については，別に定める。 

(学士入学及び再入学) 

第 14条 本学は，次の各号のいずれかに該当する者については，前条の規定にかかわら

ず，選考の上，学士入学として入学を許可することができる。 

(1) 本学の一の学部を卒業して，更に同一学部の他の学科若しくは類又は他の学部に入

学を願い出た者 

(2) 他の大学の学部を卒業し本学に入学を願い出た者 

(3) 学校教育法第 104条第 7項の規定により独立行政法人大学改革支援・学位授与機構

から学士の学位を授与され本学に入学を願い出た者 
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(1) 第 13条の入学試験において，第 1段階目の選抜を行い，第 2段階目の選抜を行う

場合に，検定料を納付した者が第 1段階目の選抜で不合格となったとき 13,000 円

(夜間主コースにあっては 7,800 円) 

(2) 第 12条第 1項の規定による一般選抜の出願の受付後に，検定料を納付した者が大

学入学共通テストの受験科目の不足等による出願無資格者であることが判明したとき

 13,000 円(夜間主コースにあっては 7,800 円) 

(3) 検定料を納付した者が出願書類を提出しなかったとき その検定料相当額 

(4) 入学料を納付した者が入学手続書類を提出しなかったとき その入学料相当額 

(編入学) 

第 18条 本学は，第 11条及び第 14条の規定にかかわらず，本学の第 3年次又は第 2年次

に入学を志願する者については，試験の上，編入学を許可することができる。 

2 編入学の取扱いに関し必要な事項は，別に定める。 

第 3章 教育課程 

(教育課程の編成及び履修方法等) 

第 19条 本学の教育課程は，本学の理念に基づき，学部及び学科又は類等の特色を生かし

て，教育上の到達目標を達成するために必要な授業科目を開設し，教育プログラムとし

て，体系的に編成するものとする。 

2 授業科目は，教養教育科目及び専門教育科目に区分する。 

3 前項に規定する授業科目及びその履修方法は，教養教育に関する規則及び各学部細則で

定める。 

4 教育課程の履修上の区分として，細目の区分を設ける必要があるときは，教養教育に関

する規則及び各学部細則の定めるところによる。 

5 教育プログラムに関し必要な事項は，別に定める。 

(授業の方法) 

第 19条の 2 授業は，講義，演習，実験，実習若しくは実技のいずれかにより又はこれら

の併用により行うものとする。 

2 前項の授業は，文部科学大臣が別に定めるところにより，多様なメディアを高度に利用

して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

3 第 1項の授業は，外国において履修させることができる。前項の規定により，多様なメ

ディアを高度に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合について

も，同様とする。 

(単位数の計算の基準) 

第 19条の 3 各授業科目の単位数を定めるに当たっては，1単位の授業科目を 45時間の学

修を必要とする内容をもって構成することを標準とし，授業の方法に応じ，当該授業に

よる教育効果，授業時間外に必要な学修等を考慮して，次の基準により単位数を計算す

るものとする。 
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(1) 講義及び演習については，15時間から 30時間までの範囲で規則等(教養教育科目に

あっては教養教育に関する規則，専門教育科目にあっては各学部細則をいう。以下同

じ。)で定める時間の授業をもって 1単位とする。 

(2) 実験，実習及び実技については，30時間から 45時間までの範囲で規則等で定める

時間の授業をもって 1単位とする。ただし，芸術等の分野における個人指導による実

技の授業については，規則等で定める時間の授業をもって 1単位とすることができ

る。 

(3) 一の授業科目について，講義，演習，実験，実習又は実技のうち二以上の方法の併

用により行う場合については，その組み合わせに応じ，前 2号に規定する基準を考慮

して規則等で定める時間の授業をもって 1単位とする。 

2 前項の規定にかかわらず，卒業論文，卒業研究，卒業制作等の授業科目については，こ

れらの学修の成果を評価して単位を与えることが適切と認められる場合には，これらに

必要な学修等を考慮して，単位数を定めることができる。 

(単位の授与) 

第 19条の 4 一の授業科目を履修した者に対しては，試験及び出席状況により所定の単位

を与える。ただし，前条第 2項の授業科目については，各学部の定める適切な方法によ

り学修の成果を評価して単位を与えることができる。 

(授業科目の成績評価) 

第 19条の 5 授業科目の成績の評価は，秀，優，良，可及び不可の 5段階とし，秀，優，

良及び可を合格，不可を不合格とする。 

(履修科目の登録の上限) 

第 20条 学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため，卒業の要件として学生

が修得すべき単位数について，学生が 1年間又は 1学期に履修科目として登録すること

ができる単位数の上限は，各学部細則の定めるところによる。 

2 各学部細則の定めるところにより，所定の単位を優れた成績をもって修得した学生につ

いては，次学期に単位数の上限を超えて履修科目の登録を認めることができる。 

(日本語科目及び日本事情に関する科目) 

第 21条 外国人留学生及び外国人留学生以外の学生で外国において相当の期間中等教育を

受けたもののために，日本語科目及び日本事情に関する科目を置き，これらに関する授

業科目を開設することができる。 

2 前項の授業科目は，森戸国際高等教育学院において開設するものとする。 

3 前項の規定により履修して単位を修得するときに，卒業の要件として修得すべき単位数

のうち，当該授業科目の単位で代えることができる授業科目及び単位数等については，

各学部細則の定めるところによる。 

(長期にわたる教育課程の履修) 

(1) 第 13条の入学試験において，第 1段階目の選抜を行い，第 2段階目の選抜を行う

場合に，検定料を納付した者が第 1段階目の選抜で不合格となったとき 13,000 円

(夜間主コースにあっては 7,800 円) 

(2) 第 12条第 1項の規定による一般選抜の出願の受付後に，検定料を納付した者が大

学入学共通テストの受験科目の不足等による出願無資格者であることが判明したとき

 13,000 円(夜間主コースにあっては 7,800 円) 

(3) 検定料を納付した者が出願書類を提出しなかったとき その検定料相当額 

(4) 入学料を納付した者が入学手続書類を提出しなかったとき その入学料相当額 

(編入学) 

第 18条 本学は，第 11条及び第 14条の規定にかかわらず，本学の第 3年次又は第 2年次

に入学を志願する者については，試験の上，編入学を許可することができる。 

2 編入学の取扱いに関し必要な事項は，別に定める。 

第 3章 教育課程 

(教育課程の編成及び履修方法等) 

第 19条 本学の教育課程は，本学の理念に基づき，学部及び学科又は類等の特色を生かし

て，教育上の到達目標を達成するために必要な授業科目を開設し，教育プログラムとし

て，体系的に編成するものとする。 

2 授業科目は，教養教育科目及び専門教育科目に区分する。 

3 前項に規定する授業科目及びその履修方法は，教養教育に関する規則及び各学部細則で

定める。 

4 教育課程の履修上の区分として，細目の区分を設ける必要があるときは，教養教育に関

する規則及び各学部細則の定めるところによる。 

5 教育プログラムに関し必要な事項は，別に定める。 

(授業の方法) 

第 19条の 2 授業は，講義，演習，実験，実習若しくは実技のいずれかにより又はこれら

の併用により行うものとする。 

2 前項の授業は，文部科学大臣が別に定めるところにより，多様なメディアを高度に利用

して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

3 第 1項の授業は，外国において履修させることができる。前項の規定により，多様なメ

ディアを高度に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合について

も，同様とする。 

(単位数の計算の基準) 

第 19条の 3 各授業科目の単位数を定めるに当たっては，1単位の授業科目を 45時間の学

修を必要とする内容をもって構成することを標準とし，授業の方法に応じ，当該授業に

よる教育効果，授業時間外に必要な学修等を考慮して，次の基準により単位数を計算す

るものとする。 

― 79―



第 22条 学生が，職業を有している等の事情により，修業年限を超えて一定の期間にわた

り計画的に教育課程を履修し卒業することを希望する旨を申し出たときは，当該学部に

おいて支障のない場合に限り，その計画的な履修(以下「長期履修」という。)を認める

ことができる。 

2 長期履修の取扱いに関し必要な事項は，別に定める。 

(教育課程の修了) 

第 23条 学生は，在学中所定の教育課程を修了しなければならない。 

2 教育課程の修了は，所定の授業科目を履修の上，単位を修得することによる。 

(教員の免許状授与の所要資格の取得) 

第 24条 教員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は，教育職員免許法(昭和 24

年法律第 147号)及び教育職員免許法施行規則(昭和 29年文部省令第 26号)に定める所要

の単位を修得しなければならない。 

2 本学において当該所要資格を取得できる教員の免許状の種類等については，各学部細則

の定めるところによる。 

(他学部等の授業科目の履修) 

第 25条 学生は，第 23条第 2項の所定の授業科目(学部の学生を対象とするものに限る。

以下この条において同じ。)のほか，他の学部，研究科，研究科等連係課程実施基本組

織，附置研究所，教育本部，全国共同利用施設及び学内共同教育研究施設（以下この条

において「他学部等」という。）の授業科目(学部の学生を対象とするものに限る。以下

この条において同じ。)を履修することができる。 

2 学生が他学部等の授業科目を履修しようとするときは，所属学部及び当該他学部等の定

めるところにより履修するものとする。 

(大学院授業科目の履修) 

第 26条 学生が，本学大学院に進学を志望し，所属学部が教育上有益と認めるときは，学

生が進学を志望する研究科又は研究科等連係課程実施基本組織の長の許可を得て，当該

研究科又は研究科等連係課程実施基本組織の授業科目(大学院の学生を対象とするものに

限る。以下この条において同じ。)を履修することができる。 

2 学生が，本学大学院の授業科目を履修することに関し必要な事項は，別に定める。 

(教育内容等の改善のための組織的な研修等) 

第 27条 本学は，授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施す

るものとする。 

第 4章 他の大学等における授業科目の履修 

(学生交流) 

第 28条 学生は，学長の許可を得て他の大学又は短期大学の授業科目を履修することがで

きる。 
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2 学部が教育上有益と認めるときは，学生が前項により修得した単位を，当該学部の教授

会の議を経て，本学の授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

3 前項の規定により修得したものとみなすことができる単位数は，次条第 3項及び第 4

項，第 30条第 1項並びに第 31条第 1項及び第 2項の規定により修得したものとみな

し，又は与えることができる単位数と合わせて 60単位を超えないものとする。 

4 他の大学又は短期大学の学生は，学長の許可を得て本学の授業科目を履修することがで

きる。 

5 学生交流に関し必要な事項は，別に定める。 

(留学等) 

第 29条 学生は，外国の大学又は短期大学で学修しようとするときは，学長の許可を得て

留学することができる。 

2 前項の留学の期間は，本学の在学期間に算入する。 

3 学部が教育上有益と認めるときは，学生が第 1項により修得した単位を，当該学部の教

授会の議を経て，本学の授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

4 前項の規定は，外国の大学又は短期大学が行う通信教育における授業科目を我が国にお

いて履修する場合及び外国の大学又は短期大学の教育課程を有するものとして当該外国

の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定す

るものの当該教育課程における授業科目を我が国において履修する場合について準用す

る。 

5 前 2項の規定により修得したものとみなすことができる単位数は，前条第 2項，次条第

1項並びに第 31条第 1項及び第 2項の規定により修得したものとみなし，又は与えるこ

とができる単位数と合わせて 60単位を超えないものとする。 

6 外国の大学若しくは短期大学又は外国の大学若しくは短期大学の教育課程を有するもの

として当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大

臣が別に指定するものの学生は，学長の許可を得て本学の授業科目を履修することがで

きる。 

7 留学等に関し必要な事項は，別に定める。 

(大学以外の教育施設等における学修) 

第 30条 学部が教育上有益と認めるときは，学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻

科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を，当該学部の教授会の議を経

て，本学における授業科目の履修とみなし，単位を与えることができる。 

2 前項の規定により与えることができる単位数は，第 28条第 2項，前条第 3項及び第 4項

並びに次条第 1項及び第 2項の規定により修得したものとみなし，又は与えることがで

きる単位数と合わせて 60単位を超えないものとする。 

3 短期大学又は高等専門学校の専攻科等の学生は，学長の許可を得て本学の授業科目を履

修することができる。 

第 22条 学生が，職業を有している等の事情により，修業年限を超えて一定の期間にわた

り計画的に教育課程を履修し卒業することを希望する旨を申し出たときは，当該学部に

おいて支障のない場合に限り，その計画的な履修(以下「長期履修」という。)を認める

ことができる。 

2 長期履修の取扱いに関し必要な事項は，別に定める。 

(教育課程の修了) 

第 23条 学生は，在学中所定の教育課程を修了しなければならない。 

2 教育課程の修了は，所定の授業科目を履修の上，単位を修得することによる。 

(教員の免許状授与の所要資格の取得) 

第 24条 教員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は，教育職員免許法(昭和 24

年法律第 147号)及び教育職員免許法施行規則(昭和 29年文部省令第 26号)に定める所要

の単位を修得しなければならない。 

2 本学において当該所要資格を取得できる教員の免許状の種類等については，各学部細則

の定めるところによる。 

(他学部等の授業科目の履修) 

第 25条 学生は，第 23条第 2項の所定の授業科目(学部の学生を対象とするものに限る。

以下この条において同じ。)のほか，他の学部，研究科，研究科等連係課程実施基本組

織，附置研究所，教育本部，全国共同利用施設及び学内共同教育研究施設（以下この条

において「他学部等」という。）の授業科目(学部の学生を対象とするものに限る。以下

この条において同じ。)を履修することができる。 

2 学生が他学部等の授業科目を履修しようとするときは，所属学部及び当該他学部等の定

めるところにより履修するものとする。 

(大学院授業科目の履修) 

第 26条 学生が，本学大学院に進学を志望し，所属学部が教育上有益と認めるときは，学

生が進学を志望する研究科又は研究科等連係課程実施基本組織の長の許可を得て，当該

研究科又は研究科等連係課程実施基本組織の授業科目(大学院の学生を対象とするものに

限る。以下この条において同じ。)を履修することができる。 

2 学生が，本学大学院の授業科目を履修することに関し必要な事項は，別に定める。 

(教育内容等の改善のための組織的な研修等) 

第 27条 本学は，授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施す

るものとする。 

第 4章 他の大学等における授業科目の履修 

(学生交流) 

第 28条 学生は，学長の許可を得て他の大学又は短期大学の授業科目を履修することがで

きる。 
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4 大学以外の教育施設等における学修に関し必要な事項は，別に定める。 

(第 1年次に入学した者の既修得単位等の認定) 

第 31条 学部が教育上有益と認めるときは，本学の第 1年次に入学した者が入学前に大学

又は短期大学(外国の大学若しくは短期大学又は外国の大学若しくは短期大学の教育課程

を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であっ

て，文部科学大臣が別に指定するものを含む。)において履修した授業科目について修得

した単位(科目等履修生として修得した単位を含む。)を，本学の授業科目の履修により

修得したものとみなすことができる。 

2 学部が教育上有益と認めるときは，本学の第 1年次に入学した者が入学前に行った前条

第 1項に規定する学修を，本学における授業科目の履修とみなし，単位を与えることが

できる。 

3 前 2項の規定により修得したものとみなし，又は与えることができる単位数は，本学に

おいて修得した単位(科目等履修生として修得した単位を含む。)を除き，第 28条第 2

項，第 29条第 3項及び第 4項並びに前条第 1項の規定により修得したものとみなし，又

は与えることができる単位数と合わせて 60単位を超えないものとする。 

4 前 3項の規定による既修得単位等の認定に関し必要な事項は，別に定める。 

第 5章 休学及び退学 

(休学) 

第 32条 学生が疾病その他やむを得ない事由により引き続き 3月以上修学できないとき

は，当該学部長の許可を得て，休学することができる。 

2 休学の期間は，引き続き 1年を超えることができない。ただし，特別の事情があるとき

は，更に 1年以内の休学を許可することがある。 

3 前 2項の規定にかかわらず，医学部医学科の学生であって，広島大学大学院規則(平成 2

0年 1月 15日規則第 2号)第 17条第 10号に該当する者が，大学院医系科学研究科医歯薬

学専攻の博士課程に入学するときは，当該学部長の許可を得て，休学することができ

る。 

4 前項の休学期間は，引き続き 4年を超えることができない。ただし，特別の事情がある

ときは，更に 1年以内の休学を許可することがある。 

5 第 1項及び第 2項の規定にかかわらず，文部科学省が実施する日韓共同理工系学部留学

生事業により受け入れた韓国人留学生が兵役に服するときは，当該学部長の許可を得

て，休学することができる。 

6 前項の休学期間は，兵役に服する期間とする。 

7 休学期間内であっても，その事由が消滅したときは，当該学部長の許可を得て，復学す

ることができる。 

第 33条 休学期間(前条第 4項及び第 6項に規定する休学期間を除く。)は，通算して所属

学部の修業年限を超えることができない。 
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第 34条 休学期間は，在学期間に算入しない。 

(退学) 

第 35条 学生が退学しようとするときは，学長に願い出て許可を受けなければならない。 

第 6章 転学部，転学科及び転学 

(転学部) 

第 36条 学生が他の学部に移ることを志望するときは，所属学部及び志望学部の教授会の

議を経て，学長の許可を受けなければならない。 

2 転学部の取扱いに関し必要な事項は，別に定める。 

(転学科等) 

第 37条 学生が所属学部内の他の学科又は類に移ることを志望するときは，当該学部長の

許可を受けなければならない。 

2 法学部又は経済学部の学生が所属学部内の他のコースに移ることを志望するときは，当

該学部長の許可を受けなければならない。 

(転学) 

第 38条 他の大学から転学を志願する者については，当該学部の教授会の議を経て，学長

が許可する。この場合，既修得単位，修業年限及び在学年限の認定は，当該学部の教授

会の議を経て，学部長が行う。 

2 学生が他の大学に転学しようとするときは，所属学部の教授会の議を経て，学長の許可

を受けなければならない。 

第 7章 賞罰及び除籍 

(表彰) 

第 39条 学生に表彰に値する行為があるときは，学長は，これを表彰することができる。 

2 表彰に関し必要な事項は，別に定める。 

(懲戒) 

第 40条 学生が本学の諸規則に違反し，学内の秩序を乱し，その他学生の本分に反する行

為をしたときは，学長は，これを懲戒する。 

2 懲戒の種類は，訓告，停学及び退学とする。 

3 懲戒に関し必要な事項は，別に定める。 

第 41条 学生が次の各号のいずれかに該当するときは，懲戒により退学を命ずることがで

きる。 

(1) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

(2) 学力劣等で成業の見込みがないと認められる者 

(3) 正当の理由がなくて出席常でない者 

(4) 学内の秩序を著しく乱した者 

(5) 学生の本分に著しく反した者 

第 42条 停学が 3月以上にわたるときは，その期間は，修業年限に算入しない。 

4 大学以外の教育施設等における学修に関し必要な事項は，別に定める。 

(第 1年次に入学した者の既修得単位等の認定) 

第 31条 学部が教育上有益と認めるときは，本学の第 1年次に入学した者が入学前に大学

又は短期大学(外国の大学若しくは短期大学又は外国の大学若しくは短期大学の教育課程

を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であっ

て，文部科学大臣が別に指定するものを含む。)において履修した授業科目について修得

した単位(科目等履修生として修得した単位を含む。)を，本学の授業科目の履修により

修得したものとみなすことができる。 

2 学部が教育上有益と認めるときは，本学の第 1年次に入学した者が入学前に行った前条

第 1項に規定する学修を，本学における授業科目の履修とみなし，単位を与えることが

できる。 

3 前 2項の規定により修得したものとみなし，又は与えることができる単位数は，本学に

おいて修得した単位(科目等履修生として修得した単位を含む。)を除き，第 28条第 2

項，第 29条第 3項及び第 4項並びに前条第 1項の規定により修得したものとみなし，又

は与えることができる単位数と合わせて 60単位を超えないものとする。 

4 前 3項の規定による既修得単位等の認定に関し必要な事項は，別に定める。 

第 5章 休学及び退学 

(休学) 

第 32条 学生が疾病その他やむを得ない事由により引き続き 3月以上修学できないとき

は，当該学部長の許可を得て，休学することができる。 

2 休学の期間は，引き続き 1年を超えることができない。ただし，特別の事情があるとき

は，更に 1年以内の休学を許可することがある。 

3 前 2項の規定にかかわらず，医学部医学科の学生であって，広島大学大学院規則(平成 2

0年 1月 15日規則第 2号)第 17条第 10号に該当する者が，大学院医系科学研究科医歯薬

学専攻の博士課程に入学するときは，当該学部長の許可を得て，休学することができ

る。 

4 前項の休学期間は，引き続き 4年を超えることができない。ただし，特別の事情がある

ときは，更に 1年以内の休学を許可することがある。 

5 第 1項及び第 2項の規定にかかわらず，文部科学省が実施する日韓共同理工系学部留学

生事業により受け入れた韓国人留学生が兵役に服するときは，当該学部長の許可を得

て，休学することができる。 

6 前項の休学期間は，兵役に服する期間とする。 

7 休学期間内であっても，その事由が消滅したときは，当該学部長の許可を得て，復学す

ることができる。 

第 33条 休学期間(前条第 4項及び第 6項に規定する休学期間を除く。)は，通算して所属

学部の修業年限を超えることができない。 
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(除籍) 

第 43条 学生が次の各号のいずれかに該当するときは，学長は，当該学部の教授会の議を

経てこれを除籍することができる。 

(1) 入学料の免除若しくは徴収猶予を不許可とされた者，半額免除若しくは徴収猶予を

許可された者又はフェニックス奨学生に不採用となった者であって，納付すべき入学

料を納付しないもの 

(2) 所定の在学年限に達して，なお卒業の認定を得られない者 

(3) 授業料納付の義務を怠り督促を受けてもなお納付しない者 

第 8章 卒業及び学位の授与 

(卒業の要件) 

第 44条 第 4条に規定する修業年限以上在学し，かつ，所定の授業科目を履修し，各学部

において定める卒業の要件として修得すべき単位数(124 単位以上。医学部医学科及び歯

学部歯学科にあっては 188単位以上，薬学部薬学科にあっては 186単位以上(将来の薬剤

師としての実務に必要な薬学に関する臨床に係る実践的な能力を培うことを目的として

大学の附属病院その他の病院及び薬局で行う実習に係る 20単位以上を含む。))を修得し

た者には，当該学部の教授会の議を経て，学長が卒業を認定する。 

2 前項の規定による卒業の要件として修得すべき単位数のうち，第 19条の 2第 2項の授業

の方法により修得することができる単位数は次のとおりとする。 

(1) 卒業の要件として修得すべき単位数が 124単位(医学部医学科及び歯学部歯学科に

あっては 188単位，薬学部薬学科にあっては 186単位。以下同じ。)の場合は，60単

位を超えないものとする。 

(2) 卒業の要件として修得すべき単位数が 124単位を超える場合は，第 19条の 2第 1

項の授業の方法によって 64単位(医学部医学科及び歯学部歯学科にあっては 128単

位，薬学部薬学科にあっては 126単位)以上の修得がなされていれば，60単位を超え

ることができる。 

(早期卒業) 

第 45条 本学の学生(医学部医学科，歯学部歯学科及び薬学部薬学科に在学する学生を除

く。)で当該学部に 3年以上在学したもの(これに準ずるものとして文部科学大臣の定め

るものを含む。)が，卒業の要件として修得すべき単位を優秀な成績をもって修得したと

認められ，かつ，当該学部において学校教育法施行規則(昭和 22年文部省令第 11号)第 1

47 条に定める要件を満たしている場合には，第 4条の規定にかかわらず当該学部の教授

会の議を経て，学長が卒業を認定することができる。 

(卒業証書及び学位の授与) 

第 46条 卒業の認定を受けた者には，学長が卒業証書及び学士の学位を授与する。 

2 学士の学位の授与に関し必要な事項は，別に定める。 

第 9章 授業料 
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(授業料) 

第 47条 授業料の年額は，535,800 円(夜間主コースにあっては 267,900 円)とする。ただ

し，第 22条により長期履修を認められた者については，長期履修を認められた時点にお

ける残りの修業年限に相当する年数に授業料の年額を乗じて得た額を当該長期履修の期

間の年数で除した額(その額に 10円未満の端数があるときは，これを切り上げた額)とす

る。 

2 前項に定める授業料は，前期及び後期に区分し，各期ごとに年額の 2分の 1に相当する

額を納付するものとし，前期にあっては 4月，後期にあっては 10月に納付しなければな

らない。 

3 前項の規定にかかわらず，前期に係る授業料を納付するときに，当該年度の後期に係る

授業料を併せて納付することができる。 

4 入学年度の前期又は前期及び後期に係る授業料については，前 2項の規定にかかわら

ず，入学を許可されるときに納付することができる。 

5 第 2項及び前項の規定にかかわらず，次の各号に掲げる者は，当該各号に掲げる日まで

に授業料を納付しなければならない。 

(1) 特別の事情により期の中途において入学，復学，転学，編入学又は再入学した者 

月割計算によるその期の額をそれぞれの許可日の属する月の末日 

(2) 学年の中途で卒業する者 月割計算によるその期の額を，第 2項に定める各期の納

付期日 

(3) 月割分納を許可された者 その月の末日。ただし，末日が休業期間中にある場合

は，当該休業期間の開始する日の前日 

(4) 免除，徴収猶予及び月割分納の許可を取り消され，又は猶予期間満了の者 許可の

取消し，又は猶予期間満了の日の属する月の末日 

6 前項各号に定める月割の計算による額は，第 1項に定める授業料の年額の 12分の 1に相

当する額(その額に 10円未満の端数があるときは，これを切り上げた額)とする。 

7 既に長期履修を認められている者が長期履修の期間を短縮することを認められたとき

は，当該短縮後の期間に応じて第 1項ただし書の規定により定められた授業料に当該者

が在学した期間の年数(その期間に 1年に満たない端数があるときは，これを切り上げた

年数。以下同じ。)を乗じて得た額から当該者が在学した期間(学年の中途にあっては，

当該学年の終了までの期間とする。以下同じ。)に納付すべき授業料の総額を控除した額

を，長期履修の期間の短縮を認められた時に納付するものとする。ただし，当該短縮後

の期間が修業年限に相当する期間のときは，第 1項本文に定める授業料に当該者が在学

した期間の年数を乗じて得た額から当該者が在学した期間に納付すべき授業料の総額を

控除した額を納付するものとする。 

8 所定の期日までに授業料を納付しないときは，掲示等により本人及び父母等に督促す

る。 

(除籍) 

第 43条 学生が次の各号のいずれかに該当するときは，学長は，当該学部の教授会の議を

経てこれを除籍することができる。 

(1) 入学料の免除若しくは徴収猶予を不許可とされた者，半額免除若しくは徴収猶予を

許可された者又はフェニックス奨学生に不採用となった者であって，納付すべき入学

料を納付しないもの 

(2) 所定の在学年限に達して，なお卒業の認定を得られない者 

(3) 授業料納付の義務を怠り督促を受けてもなお納付しない者 

第 8章 卒業及び学位の授与 

(卒業の要件) 

第 44条 第 4条に規定する修業年限以上在学し，かつ，所定の授業科目を履修し，各学部

において定める卒業の要件として修得すべき単位数(124 単位以上。医学部医学科及び歯

学部歯学科にあっては 188単位以上，薬学部薬学科にあっては 186単位以上(将来の薬剤

師としての実務に必要な薬学に関する臨床に係る実践的な能力を培うことを目的として

大学の附属病院その他の病院及び薬局で行う実習に係る 20単位以上を含む。))を修得し

た者には，当該学部の教授会の議を経て，学長が卒業を認定する。 

2 前項の規定による卒業の要件として修得すべき単位数のうち，第 19条の 2第 2項の授業

の方法により修得することができる単位数は次のとおりとする。 

(1) 卒業の要件として修得すべき単位数が 124単位(医学部医学科及び歯学部歯学科に

あっては 188単位，薬学部薬学科にあっては 186単位。以下同じ。)の場合は，60単

位を超えないものとする。 

(2) 卒業の要件として修得すべき単位数が 124単位を超える場合は，第 19条の 2第 1

項の授業の方法によって 64単位(医学部医学科及び歯学部歯学科にあっては 128単

位，薬学部薬学科にあっては 126単位)以上の修得がなされていれば，60単位を超え

ることができる。 

(早期卒業) 

第 45条 本学の学生(医学部医学科，歯学部歯学科及び薬学部薬学科に在学する学生を除

く。)で当該学部に 3年以上在学したもの(これに準ずるものとして文部科学大臣の定め

るものを含む。)が，卒業の要件として修得すべき単位を優秀な成績をもって修得したと

認められ，かつ，当該学部において学校教育法施行規則(昭和 22年文部省令第 11号)第 1

47 条に定める要件を満たしている場合には，第 4条の規定にかかわらず当該学部の教授

会の議を経て，学長が卒業を認定することができる。 

(卒業証書及び学位の授与) 

第 46条 卒業の認定を受けた者には，学長が卒業証書及び学士の学位を授与する。 

2 学士の学位の授与に関し必要な事項は，別に定める。 

第 9章 授業料 
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(授業料の免除及び徴収猶予) 

第 48条 経済的理由により納付が困難であり，かつ，学業優秀と認められる学生又は特別

の事情により授業料の納付が著しく困難であると認められる学生に対しては，授業料の

全額若しくは半額を免除し，又はその徴収を猶予し，若しくは月割分納を許可すること

ができる。 

2 前項に定めるもののほか，フェニックス奨学生に対しては，授業料の全額を免除するこ

とができる。 

3 前 2項に定めるもののほか，別に定める広島大学光り輝く奨学制度による奨学生に対し

ては，授業料の全額を免除することができる。 

4 前 3項に定めるもののほか，授業料の免除及び徴収猶予に関し必要な事項は，別に定め

る。 

(休学者の授業料) 

第 49条 休学中は，授業料を免除する。 

(退学者等の授業料) 

第 50条 退学又は懲戒退学の者もその期の授業料は，納付しなければならない。 

2 停学を命ぜられた者は，その期間中も授業料を納付しなければならない。 

(授業料の返還) 

第 51条 既納の授業料は，返還しない。 

2 前項の規定にかかわらず，授業料を納付した者が次の各号のいずれかに該当するとき

は，納付した者(第 4号にあっては父母等)の申出により，当該各号に規定する授業料に

相当する額を返還する。 

(1) 入学の時期までに入学を辞退したとき 授業料の全額 

(2) 休学を許可されたとき その許可された期間の授業料に相当する額 

(3) 9 月 30日以前に退学を許可されたとき 後期分の授業料に相当する額 

(4) 死亡したとき 死亡した日の属する月の翌月以降の授業料に相当する額 

第 10章 研究生，科目等履修生，短期国際交流学生及び外国人特別学生等 

(研究生) 

第 52条 本学の学生以外の者で，本学において特定の事項について研究することを志願す

るものがあるときは，教育研究に支障のない場合に限り，選考の上，研究生として入学

を許可することができる。 

2 研究生に関し必要な事項は，別に定める。 

(科目等履修生) 

第 52条の 2 本学の学生以外の者で，本学において一又は複数の授業科目を履修すること

を志願するものがあるときは，教育研究に支障のない場合に限り，選考の上，科目等履

修生として入学を許可することができる。 

2 科目等履修生に関し必要な事項は，別に定める。 
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(短期国際交流学生) 

第 52条の 3 外国の大学等の学生で，外国の大学等の教育課程の一環として，本学が実施

する研修を受けることを志願するものがあるときは，教育研究に支障のない場合に限

り，選考の上，短期国際交流学生として入学を許可することができる。 

2 外国の大学等とは，次の各号に掲げるものとする。 

(1) 外国の大学又は短期大学(大学以外の高等教育機関を含む。) 

(2) 外国の大学又は短期大学の教育課程を有するものとして当該外国の学校教育制度に

おいて位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するもの 

(3) 国際連合大学(国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に

伴う特別措置法(昭和 51年法律第 72号)第 1条第 2項に規定する 1972 年 12月 11日の

国際連合総会決議に基づき設立されたものをいう。) 

3 短期国際交流学生に関し必要な事項は，別に定める。 

(外国人特別学生) 

第 53条 第 13条，第 14条及び第 18条の規定によらないで入学を志願する外国人は，外国

人特別学生として選考の上，入学を許可することができる。 

(履修証明プログラム) 

第 53条の 2 本学の教育研究上の資源を活かし，社会人等への学習の機会を積極的に提供

するため，本学に学校教育法第 105条に規定する特別の課程として履修証明プログラム

を開設することができる。 

2 履修証明プログラムに関し必要な事項は，別に定める。 

(公開講座) 

第 54条 本学の教育研究を広く社会に開放し，地域住民への学習の機会を積極的に提供す

るため，本学に公開講座を開設することができる。 

2 公開講座に関し必要な事項は，別に定める。 

第 11章 厚生施設等 

(厚生施設) 

第 55条 本学に，学生宿舎その他の厚生施設を設ける。 

2 前項の施設に関し必要な事項は，別に定める。 

(雑則) 

第 56条 学部長は，学部細則を改正したときは，学長に報告するものとする。 

2 この通則に定めるもののほか，学部の学生の修学に関し必要な事項は，別に定める。 

附 則 

1 この通則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

2 法学部夜間主コース及び学部の収容定員並びに全学部の収容定員は，別表の規定にかか

わらず，平成 16年度から平成 18年度までにあっては，次の表のとおりとする。 
学部名 学科等名 収容定員 

(授業料の免除及び徴収猶予) 

第 48条 経済的理由により納付が困難であり，かつ，学業優秀と認められる学生又は特別

の事情により授業料の納付が著しく困難であると認められる学生に対しては，授業料の

全額若しくは半額を免除し，又はその徴収を猶予し，若しくは月割分納を許可すること

ができる。 

2 前項に定めるもののほか，フェニックス奨学生に対しては，授業料の全額を免除するこ

とができる。 

3 前 2項に定めるもののほか，別に定める広島大学光り輝く奨学制度による奨学生に対し

ては，授業料の全額を免除することができる。 

4 前 3項に定めるもののほか，授業料の免除及び徴収猶予に関し必要な事項は，別に定め

る。 

(休学者の授業料) 

第 49条 休学中は，授業料を免除する。 

(退学者等の授業料) 

第 50条 退学又は懲戒退学の者もその期の授業料は，納付しなければならない。 

2 停学を命ぜられた者は，その期間中も授業料を納付しなければならない。 

(授業料の返還) 

第 51条 既納の授業料は，返還しない。 

2 前項の規定にかかわらず，授業料を納付した者が次の各号のいずれかに該当するとき

は，納付した者(第 4号にあっては父母等)の申出により，当該各号に規定する授業料に

相当する額を返還する。 

(1) 入学の時期までに入学を辞退したとき 授業料の全額 

(2) 休学を許可されたとき その許可された期間の授業料に相当する額 

(3) 9 月 30日以前に退学を許可されたとき 後期分の授業料に相当する額 

(4) 死亡したとき 死亡した日の属する月の翌月以降の授業料に相当する額 

第 10章 研究生，科目等履修生，短期国際交流学生及び外国人特別学生等 

(研究生) 

第 52条 本学の学生以外の者で，本学において特定の事項について研究することを志願す

るものがあるときは，教育研究に支障のない場合に限り，選考の上，研究生として入学

を許可することができる。 

2 研究生に関し必要な事項は，別に定める。 

(科目等履修生) 

第 52条の 2 本学の学生以外の者で，本学において一又は複数の授業科目を履修すること

を志願するものがあるときは，教育研究に支障のない場合に限り，選考の上，科目等履

修生として入学を許可することができる。 

2 科目等履修生に関し必要な事項は，別に定める。 
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平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 
法学部 法学科夜間主コース 270 240 210 

計 850 820 790 
総 計 9,840 9,790 9,760 

3 経済学部夜間主コース及び学部の収容定員，生物生産学部の収容定員並びに全学部の

収容定員は，別表の規定にかかわらず，平成 16年度にあっては，次の表のとおりとす

る。 
学部名 学科等名 収容定員 

経済学部 経済学科夜間主コース 270 
計 890 

生物生産学部 生物生産学科 390 
計 390 

総  計 9,840 
4 平成 15年度以前に入学した学生の教育課程及び卒業要件等については，この通則の

規定にかかわらず，なお従前の例による。 

5 平成 16年 4月 1日以降において在学者の属する年次に編入学，学士入学，転入学又は再

入学する者の教育課程における旧広島大学通則(昭和 26年 10月 1日制定。以下「旧規

程」という。)については，この通則の施行後もなおその効力を有する。 

6 この通則の施行の際旧規程附則により存続するものとされた学部，学科及び課程につい

ては，なお存続するものとする。 

7 医学部の医学科及び学部並びに全学部の入学定員並びにその収容定員は，別表の規定に

かかわらず，令和 2年度から令和 8年度までにあっては，次の表のとおりとする。 

年度 
入学定員 収容定員 

医学科 医学部計 総計 医学科 医学部計 総計 
令和 2年度 118 238 2,336 718 1,198 9,922 
令和 3年度 118 238 2,336 716 1,196 9,930 
令和 4年度       701 1,181 9,915 
令和 5年度       686 1,166 9,900 
令和 6年度       671 1,151 9,885 
令和 7年度       656 1,136 9,870 
令和 8年度       643 1,123 9,857 

8 医学部の医学科及び学部並びに全学部の入学定員並びにその収容定員は，別表の規定

にかかわらず，令和 4年度から令和 9年度までにあっては，次の表のとおりとする。 

年度 
入学定員 収容定員 

医学科 医学部計 総計 医学科 医学部計 総計 
令和 4年度 118 238 2,336 714 1,194 9,928 
令和 5年度       699 1,179 9,913 
令和 6年度       684 1,164 9,898 
令和 7年度       669 1,149 9,883 
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平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 
法学部 法学科夜間主コース 270 240 210 

計 850 820 790 
総 計 9,840 9,790 9,760 

3 経済学部夜間主コース及び学部の収容定員，生物生産学部の収容定員並びに全学部の

収容定員は，別表の規定にかかわらず，平成 16年度にあっては，次の表のとおりとす

る。 
学部名 学科等名 収容定員 

経済学部 経済学科夜間主コース 270 
計 890 

生物生産学部 生物生産学科 390 
計 390 

総  計 9,840 
4 平成 15年度以前に入学した学生の教育課程及び卒業要件等については，この通則の

規定にかかわらず，なお従前の例による。 

5 平成 16年 4月 1日以降において在学者の属する年次に編入学，学士入学，転入学又は再

入学する者の教育課程における旧広島大学通則(昭和 26年 10月 1日制定。以下「旧規

程」という。)については，この通則の施行後もなおその効力を有する。 

6 この通則の施行の際旧規程附則により存続するものとされた学部，学科及び課程につい

ては，なお存続するものとする。 

7 医学部の医学科及び学部並びに全学部の入学定員並びにその収容定員は，別表の規定に

かかわらず，令和 2年度から令和 8年度までにあっては，次の表のとおりとする。 

年度 
入学定員 収容定員 

医学科 医学部計 総計 医学科 医学部計 総計 
令和 2年度 118 238 2,336 718 1,198 9,922 
令和 3年度 118 238 2,336 716 1,196 9,930 
令和 4年度       701 1,181 9,915 
令和 5年度       686 1,166 9,900 
令和 6年度       671 1,151 9,885 
令和 7年度       656 1,136 9,870 
令和 8年度       643 1,123 9,857 

8 医学部の医学科及び学部並びに全学部の入学定員並びにその収容定員は，別表の規定

にかかわらず，令和 4年度から令和 9年度までにあっては，次の表のとおりとする。 

年度 
入学定員 収容定員 

医学科 医学部計 総計 医学科 医学部計 総計 
令和 4年度 118 238 2,336 714 1,194 9,928 
令和 5年度       699 1,179 9,913 
令和 6年度       684 1,164 9,898 
令和 7年度       669 1,149 9,883 

令和 8年度       656 1,136 9,870 
令和 9年度       643 1,123 9,857 

9 医学部の医学科及び学部並びに全学部の入学定員並びにその収容定員は，別表の規定

にかかわらず，令和 6年度から令和 11年度までにあっては，次の表のとおりとする。 

年度 
入学定員 収容定員 

医学科 医学部計 総計 医学科 医学部計 総計 
令和 6年度 118 238 2,386 710 1,190 10,024 
令和 7年度       695 1,175 10,059 
令和 8年度       682 1,162 10,096 
令和 9年度       669 1,149 10,083 
令和 10年度       656 1,136 10,070 
令和 11年度       643 1,123 10,057 

 

(略) 

 

附 則 

1 この規則は，令和 7年 4月 1日から施行する。 

2 医学部の医学科及び学部の入学定員並びに全学部の入学定員並びに法学部の法学科昼間

コース，法学科夜間主コース及び学部の収容定員，経済学部の経済学科夜間主コース及

び学部の収容定員，医学部の医学科及び学部の収容定員，工学部の第二類(電気電子・シ

ステム情報系)及び学部の収容定員，情報科学部の情報科学科及び学部の収容定員並びに

全学部の収容定員は，この規則による改正後の広島大学通則別表の規定にかかわらず，

令和 7年度から令和 12年度までにあっては，次の表のとおりとする。 
学部名 学科等名 入学定

員 収容定員 

令和 7
年度 

令和 7
年度 

令和 8
年度 

令和 9
年度 

令和 10
年度 

令和 11
年度 

令和 12
年度 

法学部 法学科昼間コース   575           
法学科夜間主コース   135           

計   710           
経済学
部 

経済学科夜間主コース   185           
計   795           

医学部 医学科 120 710 697 684 671 658 645 
計 240 1,190 1,177 1,164 1,151 1,138 1,125 

工学部 第二類(電気電子・シ
ステム情報系)   376 386 396       

計   1,820 1,830 1,840       
情報科
学部 

情報科学科   585 700 730       
計   585 700 730       
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総 計 2,428 10,114 10,191 10,218 10,245 10,232 10,219 

別表(第 3条関係) 
収容定員 

学部名 学科等名 入学定員 編入学定員 収容定員 
総合科学部 総合科学科 120   480 

国際共創学科 40   160 
計 160   640 

文学部 人文学科 130 10 540 
計 130 10 540 

教育学部 第一類(学校教育系) 137   548 
第二類(科学文化教育系) 82   328 
第三類(言語文化教育系) 73   292 
第四類(生涯活動教育系) 81   324 
第五類(人間形成基礎系) 52   208 

計 425   1,700 
法学部 法学科 昼間コース 140 5 570 

夜間主コース 30 5 130 
計 170 10 700 

経済学部 経済学科 昼間コース 150 5 610 
夜間主コース 45 

 
180 

計 195 5 790 
理学部           

数学科 47   10 188 
物理学科 66 264 
化学科 59 236 
生物科学科 34 136 
地球惑星システム学科 24 96 
          

計 230 10 940 
医学部 医学科 105   630 

保健学科 120 
 

480 
計 225 

 
1,110 

歯学部 歯学科 53 
 

318 
口腔健康科学科 40   160 

計 93 
 

478 
薬学部 薬学科 38   228 

薬科学科 22   88 
計 60   316 

工学部           
第一類(機械・輸送・材料・エネルギー系) 150   5 610 
第二類(電気電子・システム情報系) 100   3 406 
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総 計 2,428 10,114 10,191 10,218 10,245 10,232 10,219 

別表(第 3条関係) 
収容定員 

学部名 学科等名 入学定員 編入学定員 収容定員 
総合科学部 総合科学科 120   480 

国際共創学科 40   160 
計 160   640 

文学部 人文学科 130 10 540 
計 130 10 540 

教育学部 第一類(学校教育系) 137   548 
第二類(科学文化教育系) 82   328 
第三類(言語文化教育系) 73   292 
第四類(生涯活動教育系) 81   324 
第五類(人間形成基礎系) 52   208 

計 425   1,700 
法学部 法学科 昼間コース 140 5 570 

夜間主コース 30 5 130 
計 170 10 700 

経済学部 経済学科 昼間コース 150 5 610 
夜間主コース 45 

 
180 

計 195 5 790 
理学部           

数学科 47   10 188 
物理学科 66 264 
化学科 59 236 
生物科学科 34 136 
地球惑星システム学科 24 96 
          

計 230 10 940 
医学部 医学科 105   630 

保健学科 120 
 

480 
計 225 

 
1,110 

歯学部 歯学科 53 
 

318 
口腔健康科学科 40   160 

計 93 
 

478 
薬学部 薬学科 38   228 

薬科学科 22   88 
計 60   316 

工学部           
第一類(機械・輸送・材料・エネルギー系) 150   5 610 
第二類(電気電子・システム情報系) 100   3 406 

第三類(応用化学・生物工学・化学工学系) 115   4 468 
第四類(建設・環境系) 90   3 366 
          

計 455 15 1,850 
生物生産学部 生物生産学科 90 10 380 

計 90 10 380 

情報科学部 
情報科学科 180 20 760 

計 180 20 760 
総   計 2,413 80 10,204 
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○広島大学大学院規則 
(平成 20年 1月 15日規則第 2号) 

(平成 16年 4月 1日規則第 3号) 

 (全部改正) 

 広島大学大学院規則 

目次 

第 1章 総則(第 1条－第 13条) 

第 2章 入学(第 14条－第 24条) 

第 3章 教育課程(第 25条－第 36条) 

第 4章 休学，退学及び転学(第 37条－第 39条) 

第 5章 賞罰及び除籍(第 40条－第 42条) 

第 6章 課程の修了及び学位の授与(第 43条－第 48条) 

第 7章 授業料(第 49条) 

第 8章 特別研究学生(第 50条－第 52条) 

第 9章 研究生及び科目等履修生等(第 53条－第 54条の 4) 

第 10章 教員組織(第 55条) 

第 11章 国際連携専攻(第 55条の 2－第 55条の 6) 

第 12章 雑則(第 56条・第 57条) 

附則 

 

第 1章 総則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学学則(平成 16年 4月 1日規則第 1号)第 18条の規定に基づ

き，広島大学大学院(以下「本学大学院」という。)の学生の修学に関し必要な事項を定

めるものとする。 

(本学大学院の目的) 

第 2条 本学大学院は，広島大学の理念に立脚し，学術の基盤的研究を推進してその深奥を

究めるとともに諸学問の総合的研究及び先端的研究を推進して新しい学問を切り開くこ

と並びにこれらを通じて高度の研究・応用能力と豊かな学識を有する研究者及び高度専

門職業人を養成することにより，世界の学術文化の進展と人類の福祉の向上に寄与する

ことを目的とする。 

(本学大学院の課程) 

第 3条 本学大学院に，修士課程，博士課程及び専門職学位課程を置く。 

2 博士課程(医系科学研究科医歯薬学専攻を除く。)は，前期の課程(以下「博士課程前期」

という。)及び後期の課程(以下「博士課程後期」という。)に区分する。 

3 博士課程前期は，修士課程として取り扱うものとする。 
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○広島大学大学院規則 
(平成 20年 1月 15日規則第 2号) 

(平成 16年 4月 1日規則第 3号) 

 (全部改正) 

 広島大学大学院規則 

目次 

第 1章 総則(第 1条－第 13条) 

第 2章 入学(第 14条－第 24条) 

第 3章 教育課程(第 25条－第 36条) 

第 4章 休学，退学及び転学(第 37条－第 39条) 

第 5章 賞罰及び除籍(第 40条－第 42条) 

第 6章 課程の修了及び学位の授与(第 43条－第 48条) 

第 7章 授業料(第 49条) 

第 8章 特別研究学生(第 50条－第 52条) 

第 9章 研究生及び科目等履修生等(第 53条－第 54条の 4) 

第 10章 教員組織(第 55条) 

第 11章 国際連携専攻(第 55条の 2－第 55条の 6) 

第 12章 雑則(第 56条・第 57条) 

附則 

 

第 1章 総則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学学則(平成 16年 4月 1日規則第 1号)第 18条の規定に基づ

き，広島大学大学院(以下「本学大学院」という。)の学生の修学に関し必要な事項を定

めるものとする。 

(本学大学院の目的) 

第 2条 本学大学院は，広島大学の理念に立脚し，学術の基盤的研究を推進してその深奥を

究めるとともに諸学問の総合的研究及び先端的研究を推進して新しい学問を切り開くこ

と並びにこれらを通じて高度の研究・応用能力と豊かな学識を有する研究者及び高度専

門職業人を養成することにより，世界の学術文化の進展と人類の福祉の向上に寄与する

ことを目的とする。 

(本学大学院の課程) 

第 3条 本学大学院に，修士課程，博士課程及び専門職学位課程を置く。 

2 博士課程(医系科学研究科医歯薬学専攻を除く。)は，前期の課程(以下「博士課程前期」

という。)及び後期の課程(以下「博士課程後期」という。)に区分する。 

3 博士課程前期は，修士課程として取り扱うものとする。 

4 専門職学位課程は，人間社会科学研究科教職開発専攻を教職大学院の課程として取り扱

い，人間社会科学研究科実務法学専攻を法科大学院の課程として取り扱うものとする。 

5 第 2項の規定にかかわらず，教育研究上必要がある場合においては，博士課程後期のみ

の博士課程を置くことができる。 

(課程及び専攻等) 

第 4条 本学大学院の各研究科に課程及び専攻を，研究科等連係課程実施基本組織に課程を

次のとおり置く。 

人間社会科学研究科(博士課程) 
 人文社会科学専攻 
 教育科学専攻 
 教職開発専攻(専門職学位課程) 
 実務法学専攻(専門職学位課程) 
 広島大学・グラーツ大学国際連携サステイナビリティ学専攻(修士課程) 
先進理工系科学研究科(博士課程) 
 先進理工系科学専攻 
 広島大学・ライプツィヒ大学国際連携サステイナビリティ学専攻(修士課程) 
統合生命科学研究科(博士課程) 
 統合生命科学専攻 
医系科学研究科(博士課程) 
 医歯薬学専攻 
 総合健康科学専攻 
スマートソサイエティ実践科学研究院(博士課程) 

2 前項の人間社会科学研究科広島大学・グラーツ大学国際連携サステイナビリティ学専

攻及び先進理工系科学研究科広島大学・ライプツィヒ大学国際連携サステイナビリティ

学専攻は，大学院設置基準(昭和 49年文部省令第 28号)第 35条に規定する国際連携専攻

(以下「国際連携専攻」という。)とする。 

(収容定員) 

第 5条 本学大学院の収容定員は，別表のとおりとする。 

(修士課程及び博士課程前期の標準修業年限) 

第 6条 修士課程及び博士課程前期の標準修業年限は，2年とする。ただし，教育研究上の

必要があると認められる場合は，研究科又は研究科等連係課程実施基本組織(以下「研究

科等」という。)の定めるところにより，研究科等，専攻又は学生の履修上の区分に応

じ，標準修業年限は，2年を超えるものとすることができる。 

2 前項の規定にかかわらず，主として実務の経験を有する者に対して教育を行う場合であ

って，教育研究上の必要があり，かつ，昼間と併せて夜間その他特定の時間又は時期に

おいて授業又は研究指導を行う等の適切な方法により教育上支障を生じないときは，研
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究科等の定めるところにより，研究科等，専攻又は学生の履修上の区分に応じ，標準修

業年限を 1年以上 2年未満の期間とすることができる。 

(博士課程後期の標準修業年限) 

第 7条 博士課程後期の標準修業年限は，3年とする。 

(医系科学研究科医歯薬学専攻の標準修業年限) 

第 8条 医系科学研究科医歯薬学専攻の標準修業年限は，4年とする。 

(専門職学位課程の標準修業年限) 

第 9条 人間社会科学研究科教職開発専攻の標準修業年限は 2年，人間社会科学研究科実務

法学専攻の標準修業年限は 3年とする。 

(在学年限) 

第 10条 本学大学院における同一研究科等に在学し得る年限は，修士課程若しくは博士課

程前期又は人間社会科学研究科教職開発専攻は 4年(2年以外の標準修業年限を定める研

究科等，専攻又は学生の履修上の区分にあっては，当該標準修業年限の 2倍の年数)，博

士課程後期及び人間社会科学研究科実務法学専攻は 6年，医系科学研究科医歯薬学専攻

は 8年とする。 

(学年) 

第 11条 学年は，4月 1日に始まり，翌年 3月 31日に終わる。 

(学期) 

第 12条 学年は，前期及び後期の 2期に分け，前期を 4月 1日から 9月 30日まで，後期を

10月 1日から翌年 3月 31日までとする。 

2 前項に定める各学期は，前半及び後半に分けることができる。 

3 前期の前半を第 1ターム，後半を第 2ターム，後期の前半を第 3ターム，後半を第 4タ

ームとする。 

(休業日) 

第 13条 学年中の定期休業日は，次のとおりとする。 

(1) 日曜日及び土曜日(人間社会科学研究科人文社会科学専攻マネジメントプログラム

にあっては日曜日及び月曜日) 

(2) 国民の祝日に関する法律(昭和 23年法律第 178号)に規定する休日 

(3) 春季休業 4月 1日から 4月 7日まで 

(4) 夏季休業 8月 11日から 9月 30日まで 

(5) 冬季休業 12月 26日から翌年 1月 5日まで 

2 学長は，特別の事情があるときは，前項第 3号から第 5号までの休業日を変更すること

ができる。 

3 臨時の休業日は，その都度別に定める。 

4 特別の事情があるときは，前 3項に定める休業日に授業を実施することができる。 

第 2章 入学 
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究科等の定めるところにより，研究科等，専攻又は学生の履修上の区分に応じ，標準修

業年限を 1年以上 2年未満の期間とすることができる。 

(博士課程後期の標準修業年限) 

第 7条 博士課程後期の標準修業年限は，3年とする。 

(医系科学研究科医歯薬学専攻の標準修業年限) 

第 8条 医系科学研究科医歯薬学専攻の標準修業年限は，4年とする。 

(専門職学位課程の標準修業年限) 

第 9条 人間社会科学研究科教職開発専攻の標準修業年限は 2年，人間社会科学研究科実務

法学専攻の標準修業年限は 3年とする。 

(在学年限) 

第 10条 本学大学院における同一研究科等に在学し得る年限は，修士課程若しくは博士課

程前期又は人間社会科学研究科教職開発専攻は 4年(2年以外の標準修業年限を定める研

究科等，専攻又は学生の履修上の区分にあっては，当該標準修業年限の 2倍の年数)，博

士課程後期及び人間社会科学研究科実務法学専攻は 6年，医系科学研究科医歯薬学専攻

は 8年とする。 

(学年) 

第 11条 学年は，4月 1日に始まり，翌年 3月 31日に終わる。 

(学期) 

第 12条 学年は，前期及び後期の 2期に分け，前期を 4月 1日から 9月 30日まで，後期を

10月 1日から翌年 3月 31日までとする。 

2 前項に定める各学期は，前半及び後半に分けることができる。 

3 前期の前半を第 1ターム，後半を第 2ターム，後期の前半を第 3ターム，後半を第 4タ

ームとする。 

(休業日) 

第 13条 学年中の定期休業日は，次のとおりとする。 

(1) 日曜日及び土曜日(人間社会科学研究科人文社会科学専攻マネジメントプログラム

にあっては日曜日及び月曜日) 

(2) 国民の祝日に関する法律(昭和 23年法律第 178号)に規定する休日 

(3) 春季休業 4月 1日から 4月 7日まで 

(4) 夏季休業 8月 11日から 9月 30日まで 

(5) 冬季休業 12月 26日から翌年 1月 5日まで 

2 学長は，特別の事情があるときは，前項第 3号から第 5号までの休業日を変更すること

ができる。 

3 臨時の休業日は，その都度別に定める。 

4 特別の事情があるときは，前 3項に定める休業日に授業を実施することができる。 

第 2章 入学 

(入学の時期) 

第 14条 入学の時期は，学年の始めとする。 

2 前項の規定にかかわらず，学期の始めに入学させることができる。 

(入学資格) 

第 15条 修士課程若しくは博士課程前期又は専門職学位課程に入学することのできる者

は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 大学を卒業した者 

(2) 学校教育法(昭和 22年法律第 26号。以下「法」という。)第 104条第 7項の規定に

より独立行政法人大学改革支援・学位授与機構から学士の学位を授与された者 

(3) 外国において，学校教育における 16年の課程を修了した者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における 16年の課程を修了した者 

(5) 我が国において，外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育における 16

年の課程を修了したとされるものに限る。)を有するものとして当該外国の学校教育制

度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当

該課程を修了した者 

(6) 外国の大学その他の学校(その教育研究活動等の総合的な状況について，当該外国

の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるもの

として文部科学大臣が別に指定するものに限る。)において，修業年限が 3年以上であ

る課程を修了すること(当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国にお

いて履修することにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制度におい

て位置付けられた教育施設であって前号の指定を受けたものにおいて課程を修了する

ことを含む。)により，学士の学位に相当する学位を授与された者 

(7) 専修学校の専門課程(修業年限が 4年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。)で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定

める日以後に修了した者 

(8) 文部科学大臣の指定した者 

(9) 法第 102条第 2項の規定により大学院に入学した者であって，その後に入学させる

本学大学院において，大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めた

もの 

(10) 本学大学院において，個別の入学資格審査により，大学を卒業した者と同等以上

の学力があると認めた者であって，22歳に達したもの 

(11) 大学に 3年以上在学した者(これに準ずる者として文部科学大臣が定める者を含

む。)であって，本学大学院が定める単位を優秀な成績で修得したと認めるもの 

第 16条 博士課程後期に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者と

する。 

― 95―



(1) 修士の学位又は専門職学位(法第 104条第 3項の規定に基づき学位規則(昭和 28年

文部省令第 9号)第 5条の 2に規定する専門職学位をいう。以下同じ。)を有する者 

(2) 外国において，修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し，修士の学位

又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(4) 我が国において，外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該

課程を修了し，修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(5) 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特別措置法

(昭和 51年法律第 72号)第 1条第 2項に規定する 1972 年 12 月 11日の国際連合総会決

議に基づき設立された国際連合大学(以下「国際連合大学」という。)の課程を修了

し，修士の学位に相当する学位を授与された者 

(6) 外国の学校，第 4号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を履修

し，大学院設置基準第 16条の 2に規定する試験及び審査に相当するものに合格し，修

士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者 

(7) 文部科学大臣の指定した者 

(8) 本学大学院において，個別の入学資格審査により，修士の学位又は専門職学位を有

する者と同等以上の学力があると認めた者であって，24歳に達したもの 

第 17条 医系科学研究科医歯薬学専攻に入学することのできる者は，次の各号のいずれか

に該当する者とする。 

(1) 大学の医学，歯学，薬学又は獣医学の学部において医学，歯学又は修業年限 6年の

薬学若しくは獣医学を履修してこれらの学部を卒業した者 

(2) 法第 104条第 7項の規定により独立行政法人大学改革支援・学位授与機構から学士

の学位(専攻分野が医学，歯学又は獣医学)を授与された者 

(3) 外国において，学校教育における 18年の課程(最終の課程は，医学，歯学，薬学又

は獣医学)を修了した者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における 18年の課程(最終の課程は，医学，歯学，薬学又は獣医

学)を修了した者 

(5) 我が国において，外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育における 18

年の課程(最終の課程は，医学，歯学，薬学又は獣医学)を修了したとされるものに限

る。)を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設で

あって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

(6) 外国の大学その他の学校(その教育研究活動等の総合的な状況について，当該外国

の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるもの

として文部科学大臣が別に指定するものに限る。)において，修業年限が 5年以上であ
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(1) 修士の学位又は専門職学位(法第 104条第 3項の規定に基づき学位規則(昭和 28年

文部省令第 9号)第 5条の 2に規定する専門職学位をいう。以下同じ。)を有する者 

(2) 外国において，修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し，修士の学位

又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(4) 我が国において，外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該

課程を修了し，修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(5) 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特別措置法

(昭和 51年法律第 72号)第 1条第 2項に規定する 1972 年 12 月 11日の国際連合総会決

議に基づき設立された国際連合大学(以下「国際連合大学」という。)の課程を修了

し，修士の学位に相当する学位を授与された者 

(6) 外国の学校，第 4号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を履修

し，大学院設置基準第 16条の 2に規定する試験及び審査に相当するものに合格し，修

士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者 

(7) 文部科学大臣の指定した者 

(8) 本学大学院において，個別の入学資格審査により，修士の学位又は専門職学位を有

する者と同等以上の学力があると認めた者であって，24歳に達したもの 

第 17条 医系科学研究科医歯薬学専攻に入学することのできる者は，次の各号のいずれか

に該当する者とする。 

(1) 大学の医学，歯学，薬学又は獣医学の学部において医学，歯学又は修業年限 6年の

薬学若しくは獣医学を履修してこれらの学部を卒業した者 

(2) 法第 104条第 7項の規定により独立行政法人大学改革支援・学位授与機構から学士

の学位(専攻分野が医学，歯学又は獣医学)を授与された者 

(3) 外国において，学校教育における 18年の課程(最終の課程は，医学，歯学，薬学又

は獣医学)を修了した者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における 18年の課程(最終の課程は，医学，歯学，薬学又は獣医

学)を修了した者 

(5) 我が国において，外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育における 18

年の課程(最終の課程は，医学，歯学，薬学又は獣医学)を修了したとされるものに限

る。)を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設で

あって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

(6) 外国の大学その他の学校(その教育研究活動等の総合的な状況について，当該外国

の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるもの

として文部科学大臣が別に指定するものに限る。)において，修業年限が 5年以上であ

る課程(最終の課程は，医学，歯学，薬学又は獣医学)を修了すること(当該外国の学校

が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該課程を修

了すること及び当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって前

号の指定を受けたものにおいて課程を修了することを含む。)により，学士の学位に相

当する学位を授与された者 

(7) 文部科学大臣の指定した者 

(8) 法第 102条第 2項の規定により大学院(医学，歯学，薬学又は獣医学を履修する課

程に限る。)に入学した者であって，その後に入学させる本学大学院において，大学院

における教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの 

(9) 本学大学院において，個別の入学資格審査により，大学を卒業した者と同等以上の

学力があると認めた者であって，24歳に達したもの 

(10) 大学の医学，歯学若しくは獣医学を履修する課程又は薬学を履修する課程のうち

臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするものに 4年以上在学した者(こ

れに準ずる者として文部科学大臣が定める者を含む。)であって，本学大学院が定める

単位を優秀な成績で修得したと認めるもの 

(入学出願手続) 

第 18条 本学大学院に入学を志願する者は，所定の期間内に，検定料 30,000 円を納付の

上，別に定める書類(以下「出願書類」という。)を本学大学院に提出しなければならな

い。 

2 人間社会科学研究科実務法学専攻における第 19条に規定する入学試験において，出願書

類等による選抜(以下「第 1段階目の選抜」という。)を行い，その合格者に限り学力検

査その他による選抜(以下「第 2段階目の選抜」という。)を行う場合の検定料の額は，

前項の規定にかかわらず，第 1段階目の選抜に係る額は 7,000 円とし，第 2段階目の選

抜に係る額は 23,000 円とする。 

3 第 1項の規定は，第 39条第 1項の規定により入学を志願する場合について準用する。 

(検定料の免除) 

第 18条の 2 前条の規定にかかわらず，特別の事情がある者には，検定料を免除すること

ができる。 

2 前条の規定にかかわらず，本学をホーム大学(学生が入学手続をする大学をいう。以下同

じ。)として人間社会科学研究科広島大学・グラーツ大学国際連携サステイナビリティ学

専攻又は先進理工系科学研究科広島大学・ライプツィヒ大学国際連携サステイナビリテ

ィ学専攻に入学を志願する者には，検定料を免除する。 

3 第 1項に定めるもののほか，検定料の免除に関し必要な事項は，別に定める。 

(入学試験) 

第 19条 入学志願者に対しては，入学試験を行う。 

2 前項の入学試験については，別に定める。 
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(再入学) 

第 19条の 2 前条の規定にかかわらず，本学大学院を退学(懲戒退学を除く。)し，又は除

籍(第 42条において準用する通則第 43条第 2号による除籍を除く。)となった後，同一

研究科等に入学を願い出た者については，退学又は除籍後 5年以内に限り，選考の上，

再入学として入学を許可することができる。ただし，退学又は除籍時に所属していた研

究科，専攻又は研究科等連係課程実施基本組織が改組され，退学又は除籍時に所属して

いた研究科等に入学を願い出ることができない場合は，当該研究科等と関連する研究科

等の協議により決定した研究科等に願い出ることができるものとする。 

2 前項の規定にかかわらず，収容定員の充足状況等により，再入学として入学を許可しな

いことがある。 

3 第 1項の場合において，除籍となった者が選考に合格した場合は，第 21条に規定する入

学手続のほか，未納の入学料及び授業料に相当する金額を納付しなければならない。 

4 第 1項による入学者の既修得単位，標準修業年限及び在学年限の認定は，研究科等の教

授会の議を経て，研究科等の長が行う。 

(合格者の決定) 

第 20条 入学を許可すべき者は，研究科等の教授会の議を経て，学長が決定する。 

(入学手続) 

第 21条 入学の許可を受けようとする者は，指定の期日までに，別に定める書類(以下「入

学手続書類」という。)を提出するとともに，入学料 282,000 円を納付しなければならな

い。 

(入学料の免除，徴収猶予及び不徴収) 

第 22条 前条の規定にかかわらず，特別の事情がある者には，入学料の全額若しくは半額

を免除し，若しくはその徴収を猶予し，又は入学料を徴収しないこととすることができ

る。 

2 前条の規定にかかわらず，別に定める広島大学フェニックス奨学制度による奨学生に

は，入学料の全額を免除することができる。 

3 前条の規定にかかわらず，別に定める広島大学光り輝く奨学制度による奨学生には，入

学料の全額を免除することができる。 

4 前条の規定にかかわらず，人間社会科学研究科広島大学・グラーツ大学国際連携サステ

イナビリティ学専攻及び先進理工系科学研究科広島大学・ライプツィヒ大学国際連携サ

ステイナビリティ学専攻の学生のうち，本学をホーム大学とする学生には，入学料の全

額を免除する。 

5 前条の規定にかかわらず，統合生命科学研究科統合生命科学専攻の博士課程後期の学生

のうちベトナムサテライトキャンパスで修学する学生で成績優秀なものには，入学料の

全額を免除することができる。 
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(再入学) 

第 19条の 2 前条の規定にかかわらず，本学大学院を退学(懲戒退学を除く。)し，又は除

籍(第 42条において準用する通則第 43条第 2号による除籍を除く。)となった後，同一

研究科等に入学を願い出た者については，退学又は除籍後 5年以内に限り，選考の上，

再入学として入学を許可することができる。ただし，退学又は除籍時に所属していた研

究科，専攻又は研究科等連係課程実施基本組織が改組され，退学又は除籍時に所属して

いた研究科等に入学を願い出ることができない場合は，当該研究科等と関連する研究科

等の協議により決定した研究科等に願い出ることができるものとする。 

2 前項の規定にかかわらず，収容定員の充足状況等により，再入学として入学を許可しな

いことがある。 

3 第 1項の場合において，除籍となった者が選考に合格した場合は，第 21条に規定する入

学手続のほか，未納の入学料及び授業料に相当する金額を納付しなければならない。 

4 第 1項による入学者の既修得単位，標準修業年限及び在学年限の認定は，研究科等の教

授会の議を経て，研究科等の長が行う。 

(合格者の決定) 

第 20条 入学を許可すべき者は，研究科等の教授会の議を経て，学長が決定する。 

(入学手続) 

第 21条 入学の許可を受けようとする者は，指定の期日までに，別に定める書類(以下「入

学手続書類」という。)を提出するとともに，入学料 282,000 円を納付しなければならな

い。 

(入学料の免除，徴収猶予及び不徴収) 

第 22条 前条の規定にかかわらず，特別の事情がある者には，入学料の全額若しくは半額

を免除し，若しくはその徴収を猶予し，又は入学料を徴収しないこととすることができ

る。 

2 前条の規定にかかわらず，別に定める広島大学フェニックス奨学制度による奨学生に

は，入学料の全額を免除することができる。 

3 前条の規定にかかわらず，別に定める広島大学光り輝く奨学制度による奨学生には，入

学料の全額を免除することができる。 

4 前条の規定にかかわらず，人間社会科学研究科広島大学・グラーツ大学国際連携サステ

イナビリティ学専攻及び先進理工系科学研究科広島大学・ライプツィヒ大学国際連携サ

ステイナビリティ学専攻の学生のうち，本学をホーム大学とする学生には，入学料の全

額を免除する。 

5 前条の規定にかかわらず，統合生命科学研究科統合生命科学専攻の博士課程後期の学生

のうちベトナムサテライトキャンパスで修学する学生で成績優秀なものには，入学料の

全額を免除することができる。 

6 第 1項から第 3項まで及び第 5項に定めるもののほか，入学料の免除，徴収猶予及び不

徴収に関し必要な事項は，別に定める。 

(入学許可) 

第 23条 学長は，第 21条の入学手続を完了した者(入学料の免除又は徴収猶予の許可申請

中の者を含む。)に入学を許可する。 

(検定料及び入学料の返還) 

第 24条 既納の検定料及び入学料は，返還しない。 

2 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当するときは，納付した者の申出に

より，当該各号に規定する額を返還する。 

(1) 人間社会科学研究科実務法学専攻における第 19条に規定する入学試験において，

第 1段階目の選抜を行い，第 2段階目の選抜を行う場合に，検定料を納付した者が第

1段階目の選抜で不合格となったとき 23,000 円 

(2) 検定料を納付した者が出願書類を提出しなかったとき その検定料相当額 

(3) 入学料を納付した者が入学手続書類を提出しなかったとき その入学料相当額 

第 3章 教育課程 

(教育課程の編成及び履修方法等) 

第 25条 本学大学院の教育課程は，教育研究上の目的を達成するために必要な授業科目を

開設し，体系的に編成するものとする。 

2 授業科目は，研究科等の学生が共通に履修する授業科目(次項において「大学院共通科

目」という。)及び本学大学院研究科等の授業科目に区分する。 

3 大学院共通科目に関し必要な事項は，別に定める。 

4 本学大学院研究科等の授業科目及びその履修方法は，研究科細則又は研究科等連係課程

実施基本組織細則(以下「研究科等細則」という。)において定める。 

5 第 2項に定めるもののほか，本学大学院の授業科目のうち，全ての研究科等の学生がス

キル向上を目的として履修できる授業科目(次条に定める卓越大学院プログラム又は第 25

条の 3に定める博士課程リーダー育成プログラムを履修する学生に限り履修できるもの

を除く。)については，別に定める。 

6 広い視野と社会への関心や問題意識の涵養，特定の分野に関する高度な専門的知識等の

蓄積により，新たな価値を創造し，社会を先導できる力を備えた人材の育成に資するこ

とを目的として，本学大学院に特定プログラムを開設する。 

7 特定プログラムに関し必要な事項は，別に定める。 

(卓越大学院プログラム) 

第 25条の 2 新たな知の創造と活用を主導し，時代を牽引する価値を創造するとともに，

社会的課題の解決に挑戦して，社会にイノベーションをもたらすことができる博士人

材，高度な知のプロフェッショナルを育成することを目的として，卓越大学院プログラ

ムを開設する。 
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2 卓越大学院プログラムに関し必要な事項は，別に定める。 

(博士課程リーダー育成プログラム) 

第 25条の 3 独創的に課題に挑み，幅広い知識をもとに物事の本質を見抜く力等を備えた

リーダーを育成するため，従来の学問分野・研究領域の枠組みを超えた学位プログラム

として，博士課程リーダー育成プログラムを開設する。 

2 博士課程リーダー育成プログラムに関し必要な事項は，別に定める。 

(授業の方法及び単位数の計算の基準) 

第 26条 本学大学院の授業の方法については通則第 19条の 2の規定を，単位数の計算の基

準については通則第 19条の 3の規定を準用する。 

(研究指導) 

第 27条 本学大学院の学生(専門職学位課程の学生を除く。)は，その在学期間中に，研究

科等細則において定められた授業科目を履修し，修了に必要な単位を修得し，かつ，学

位論文の作成等に対する指導(以下「研究指導」という。)を受けなければならない。た

だし，第 16条第 2号から第 8号までの規定により，大学院への入学資格に関し修士の学

位又は専門職学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者が，博士課程後期

に入学した場合の授業科目の履修及び単位の修得については，この限りでない。 

2 研究科等は，教育上有益と認めるときは，あらかじめ他の大学院若しくは研究所等又は

外国の大学院等と協議の上，学生(専門職学位課程の学生を除く。)が，当該他の大学院

若しくは研究所等において，又は休学することなく当該外国の大学院等に留学し，必要

な研究指導(第 55条の 2に規定する国際連携教育課程を編成する専攻の学生が当該国際

連携教育課程を編成する大学院において受けるものを除く。以下この項において同じ。)

を受けることを認めることができる。ただし，修士課程及び博士課程前期の学生につい

て認める場合は，当該研究指導を受ける期間は，1年を超えないものとする。 

(教育方法の特例) 

第 28条 本学大学院の課程においては，教育上特別の必要があると認められる場合は，夜

間その他特定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教

育を行うことができる。 

(単位の授与) 

第 29条 単位の授与については，通則第 19条の 4の規定を準用する。この場合において，

「及び出席状況」とあるのは，「又は研究報告」と読み替えるものとする。 

(授業科目の成績評価) 

第 30条 授業科目の成績の評価は，秀，優，良，可及び不可の 5段階とし，秀，優，良及

び可を合格，不可を不合格とする。 

(履修科目の登録の上限) 

第 31条 専門職学位課程の学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため，修了

の要件として学生が修得すべき単位数について，学生が 1年間又は 1学期に履修科目と
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2 卓越大学院プログラムに関し必要な事項は，別に定める。 

(博士課程リーダー育成プログラム) 

第 25条の 3 独創的に課題に挑み，幅広い知識をもとに物事の本質を見抜く力等を備えた

リーダーを育成するため，従来の学問分野・研究領域の枠組みを超えた学位プログラム

として，博士課程リーダー育成プログラムを開設する。 

2 博士課程リーダー育成プログラムに関し必要な事項は，別に定める。 

(授業の方法及び単位数の計算の基準) 

第 26条 本学大学院の授業の方法については通則第 19条の 2の規定を，単位数の計算の基

準については通則第 19条の 3の規定を準用する。 

(研究指導) 

第 27条 本学大学院の学生(専門職学位課程の学生を除く。)は，その在学期間中に，研究

科等細則において定められた授業科目を履修し，修了に必要な単位を修得し，かつ，学

位論文の作成等に対する指導(以下「研究指導」という。)を受けなければならない。た

だし，第 16条第 2号から第 8号までの規定により，大学院への入学資格に関し修士の学

位又は専門職学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者が，博士課程後期

に入学した場合の授業科目の履修及び単位の修得については，この限りでない。 

2 研究科等は，教育上有益と認めるときは，あらかじめ他の大学院若しくは研究所等又は

外国の大学院等と協議の上，学生(専門職学位課程の学生を除く。)が，当該他の大学院

若しくは研究所等において，又は休学することなく当該外国の大学院等に留学し，必要

な研究指導(第 55条の 2に規定する国際連携教育課程を編成する専攻の学生が当該国際

連携教育課程を編成する大学院において受けるものを除く。以下この項において同じ。)

を受けることを認めることができる。ただし，修士課程及び博士課程前期の学生につい

て認める場合は，当該研究指導を受ける期間は，1年を超えないものとする。 

(教育方法の特例) 

第 28条 本学大学院の課程においては，教育上特別の必要があると認められる場合は，夜

間その他特定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教

育を行うことができる。 

(単位の授与) 

第 29条 単位の授与については，通則第 19条の 4の規定を準用する。この場合において，

「及び出席状況」とあるのは，「又は研究報告」と読み替えるものとする。 

(授業科目の成績評価) 

第 30条 授業科目の成績の評価は，秀，優，良，可及び不可の 5段階とし，秀，優，良及

び可を合格，不可を不合格とする。 

(履修科目の登録の上限) 

第 31条 専門職学位課程の学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため，修了

の要件として学生が修得すべき単位数について，学生が 1年間又は 1学期に履修科目と

して登録することのできる単位数の上限は，人間社会科学研究科の定めるところによ

る。 

第 31条の 2 研究科等は，博士課程前期の学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修

するため，修了の要件として学生が修得すべき単位数について，学生が 1年間又は 1学

期に履修科目として登録することのできる単位数の上限を定めることができる。 

2 研究科等は，所定の単位を優れた成績をもって修得した博士課程前期の学生について

は，次学期に単位数の上限を超えて履修科目の登録を認めることができる。 

(長期にわたる教育課程の履修) 

第 32条 学生が，職業を有している等の事情により，標準修業年限を超えて一定の期間に

わたり計画的に教育課程を履修し課程を修了することを希望する旨を申し出たときは，

当該研究科等において支障のない場合に限り，その計画的な履修(以下「長期履修」とい

う。)を認めることができる。 

2 長期履修の取扱いに関し必要な事項は，別に定める。 

(教員の免許状授与の所要資格の取得) 

第 33条 教員の免許状授与の所要資格の取得については，通則第 24条の規定を準用する。 

(教育内容等の改善のための組織的な研修等) 

第 34条 本学大学院は，授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図るための組織的な研

修及び研究を実施するものとする。 

(学生交流及び留学等) 

第 35条 研究科等が教育上有益と認めるときは，他の大学院(外国の大学院及び国際連合大

学を含む。)の教育課程において履修した授業科目について修得した単位を，当該研究科

等の教授会の議を経て，15単位(人間社会科学研究科教職開発専攻にあっては修了要件と

して定める単位数の 2分の 1を超えない範囲とする。人間社会科学研究科実務法学専攻

にあっては 30単位とする。ただし，93単位を超える単位の修得を人間社会科学研究科実

務法学専攻の修了の要件とする場合は，その超える部分の単位数に限り 30単位を超えて

修得したものとみなすことができる。)を超えない範囲で本学大学院における授業科目の

履修により修得したものとみなすことができる。 

2 前項の規定は，学生(人間社会科学研究科教職開発専攻の学生を除く。)が，外国の大学

院が行う通信教育における授業科目を我が国において履修する場合について準用する。 

3 前 2項の規定により修得したものとみなすことができる単位数は，合わせて 15単位(人

間社会科学研究科教職開発専攻にあっては，修了要件として定める単位数の 2分の 1を

超えない範囲とする。人間社会科学研究科実務法学専攻にあっては，30単位(第 1項ただ

し書の規定により 30単位を超えて修得したものとみなす単位数を除く。)とする。)を超

えないものとする。 

4 学生交流及び留学に関し必要な事項は，別に定める。 

(入学前の既修得単位の認定) 
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第 36条 研究科等が教育上有益と認めるときは，本学大学院に入学する前に大学院(外国の

大学院及び国際連合大学を含む。) の教育課程において履修した授業科目について修得

した単位(科目等履修生として修得した単位を含む。)を，本学大学院における授業科目

の履修により修得したものとみなすことができる。 

2 前項の規定により修得したものとみなすことができる単位数は，転学の場合を除き，本

学大学院において修得した単位(科目等履修生として修得した単位を含む。)以外のもの

については，15単位(人間社会科学研究科教職開発専攻にあっては，前条第 1項及び第 4

4条の 2第 2項の規定により修得したものとみなすことができる単位数と合わせて修了要

件として定める単位数の 2分の 1を超えない範囲とする。人間社会科学研究科実務法学

専攻にあっては，前条第 1項及び第 2項の規定により修得したものとみなすことができ

る単位数と合わせて 30単位(前条第 1項ただし書の規定により 30単位を超えて修得した

ものとみなす単位数を除く。)とする(ただし，認定連携法曹基礎課程(人間社会科学研究

科実務法学専攻以外の法科大学院のみと認定法曹養成連携協定を締結している大学の課

程を含む。第 45条第 4項において同じ。)を修了して人間社会科学研究科実務法学専攻

に入学した者又はこれらの者と同等の学識を有すると人間社会科学研究科が認める者が

その入学前に人間社会科学研究科実務法学専攻以外の認定連携法科大学院において履修

した授業科目について修得した単位については，前条第 1項及び第 2項の規定により修

得したものとみなすことができる単位数と合わせて 46単位(前条第 1項ただし書の規定

により 30単位を超えて修得したものとみなす単位数を除く。)とする。)。)を超えない

ものとする。 

3 前条及び前項の規定に基づき本学大学院(人間社会科学研究科の教職開発専攻及び実務法

学専攻を除く。)において修得したものとみなすことができる単位数は，合わせて 20単

位を超えないものとする。 

4 前 3項の規定による既修得単位の認定に関し必要な事項は，別に定める。 

第 4章 休学，退学及び転学 

(休学) 

第 37条 休学については，通則第 32条から第 34条までの規定を準用する。 

(退学) 

第 38条 退学については，通則第 35条の規定を準用する。 

(転学) 

第 39条 他の大学院及び国際連合大学の課程から転学を志願する者については，各学期の

始めに限り，試験の上，許可することがある。 

2 本学大学院の学生が他の大学院に転学しようとするときは，所定の手続を経て，願い出

なければならない。 

第 5章 賞罰及び除籍 

(表彰) 
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第 36条 研究科等が教育上有益と認めるときは，本学大学院に入学する前に大学院(外国の

大学院及び国際連合大学を含む。) の教育課程において履修した授業科目について修得

した単位(科目等履修生として修得した単位を含む。)を，本学大学院における授業科目

の履修により修得したものとみなすことができる。 

2 前項の規定により修得したものとみなすことができる単位数は，転学の場合を除き，本

学大学院において修得した単位(科目等履修生として修得した単位を含む。)以外のもの

については，15単位(人間社会科学研究科教職開発専攻にあっては，前条第 1項及び第 4

4条の 2第 2項の規定により修得したものとみなすことができる単位数と合わせて修了要

件として定める単位数の 2分の 1を超えない範囲とする。人間社会科学研究科実務法学

専攻にあっては，前条第 1項及び第 2項の規定により修得したものとみなすことができ

る単位数と合わせて 30単位(前条第 1項ただし書の規定により 30単位を超えて修得した

ものとみなす単位数を除く。)とする(ただし，認定連携法曹基礎課程(人間社会科学研究

科実務法学専攻以外の法科大学院のみと認定法曹養成連携協定を締結している大学の課

程を含む。第 45条第 4項において同じ。)を修了して人間社会科学研究科実務法学専攻

に入学した者又はこれらの者と同等の学識を有すると人間社会科学研究科が認める者が

その入学前に人間社会科学研究科実務法学専攻以外の認定連携法科大学院において履修

した授業科目について修得した単位については，前条第 1項及び第 2項の規定により修

得したものとみなすことができる単位数と合わせて 46単位(前条第 1項ただし書の規定

により 30単位を超えて修得したものとみなす単位数を除く。)とする。)。)を超えない

ものとする。 

3 前条及び前項の規定に基づき本学大学院(人間社会科学研究科の教職開発専攻及び実務法

学専攻を除く。)において修得したものとみなすことができる単位数は，合わせて 20単

位を超えないものとする。 

4 前 3項の規定による既修得単位の認定に関し必要な事項は，別に定める。 

第 4章 休学，退学及び転学 

(休学) 

第 37条 休学については，通則第 32条から第 34条までの規定を準用する。 

(退学) 

第 38条 退学については，通則第 35条の規定を準用する。 

(転学) 

第 39条 他の大学院及び国際連合大学の課程から転学を志願する者については，各学期の

始めに限り，試験の上，許可することがある。 

2 本学大学院の学生が他の大学院に転学しようとするときは，所定の手続を経て，願い出

なければならない。 

第 5章 賞罰及び除籍 

(表彰) 

第 40条 表彰については，通則第 39条の規定を準用する。 

(懲戒) 

第 41条 懲戒については，通則第 40条から第 42条までの規定を準用する。 

(除籍) 

第 42条 除籍については，通則第 43条の規定を準用する。 

第 6章 課程の修了及び学位の授与 

(修了要件) 

第 43条 修士課程及び博士課程前期の修了の要件は，大学院に 2年(2年以外の標準修業年

限を定める研究科等，専攻又は学生の履修上の区分にあっては，当該標準修業年限)以上

在学し，30単位以上を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，修士論文を在学期間

中に提出してその審査及び最終試験に合格することとする。ただし，在学期間に関して

は，当該研究科等の教授会の議を経て研究科等の長が優れた業績を上げたと認める者に

ついては，大学院に 1年以上在学すれば足りるものとする。 

2 前項の場合において，当該研究科等の教授会の議を経て研究科等の長がその修士課程及

び博士課程前期の目的に応じ適当と認めるときは，特定の課題についての研究の成果の

審査をもって修士論文の審査に代えることができる。 

3 博士課程前期については，当該博士課程の目的を達成するために必要と認められる場合

には，前 2項に規定する修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び試験

に合格することに代えて，当該研究科等が行う次に掲げる試験及び審査に合格すること

とすることができる。 

(1) 専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力並びに当該専攻分野に関連する分野の

基礎的素養であって当該博士課程前期において修得し，又は涵養すべきものについて

の試験 

(2) 博士論文に係る研究を主体的に遂行するために必要な能力であって当該博士課程前

期において修得すべきものについての審査 

第 44条 博士課程の修了の要件は，大学院に 5年(修士課程(標準修業年限を 1年以上 2年

未満とした修士課程を除く。以下この項において同じ。)に 2年(2年を超える標準修業年

限を定める研究科等，専攻又は学生の履修上の区分にあっては，当該標準修業年限。以

下この条本文において同じ。)以上在学し，当該課程を修了した者にあっては，当該課程

における 2年の在学期間を含む。医系科学研究科医歯薬学専攻においては 4年)以上在学

し，30単位以上を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，博士論文を提出してその

審査及び最終試験に合格することとする。ただし，在学期間に関しては，当該研究科等

の教授会の議を経て研究科等の長が優れた研究業績を上げたと認める者については，大

学院に 3年(医系科学研究科医歯薬学専攻以外の博士課程の学生で修士課程に 2年以上在

学し，当該課程を修了した者にあっては，当該課程における 2年の在学期間を含む。)以

上在学すれば足りるものとする。 
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2 標準修業年限を 1年以上 2年未満とした修士課程を修了した者及び大学院設置基準第 16

条第 1項ただし書の規定による在学期間をもって修士課程を修了した者の博士課程(医系

科学研究科医歯薬学専攻を除く。)の修了の要件は，大学院に修士課程における在学期間

に 3年を加えた期間以上在学し，30単位以上を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた

上，博士論文を提出してその審査及び最終試験に合格することとする。ただし，在学期

間に関しては，当該研究科等の教授会の議を経て研究科等の長が優れた研究業績を上げ

たと認める者については，大学院に 3年(標準修業年限を 1年以上 2年未満とした修士課

程を修了した者にあっては，当該 1年以上 2年未満の期間を，大学院設置基準第 16条第

1項ただし書の規定による在学期間をもって修士課程を修了した者にあっては，当該課程

における在学期間(2年を限度とする。)を含む。)以上在学すれば足りるものとする。 

3 前 2項の規定にかかわらず，修士の学位若しくは専門職学位を有する者又は第 16条第 2

号から第 8号までの規定により大学院への入学資格に関し修士の学位若しくは専門職学

位を有する者と同等以上の学力があると認められた者が，博士課程後期に入学した場合

の博士課程の修了の要件は，大学院(専門職大学院を除く。以下この項において同じ。)

に 3年以上在学し，当該研究科等に定めがあるときはその単位を修得し，かつ，必要な

研究指導を受けた上，博士論文を提出してその審査及び最終試験に合格することとす

る。ただし，在学期間に関しては，当該研究科等の教授会の議を経て研究科等の長が優

れた研究業績を上げたと認める者については，大学院に 1年(標準修業年限を 1年以上 2

年未満とした修士課程を修了した者及び標準修業年限を 1年以上 2年未満とした専門職

学位課程を修了した者にあっては 3年から当該 1年以上 2年未満の期間を減じた期間と

し，大学院設置基準第 16条第 1項ただし書の規定による在学期間をもって修士課程を修

了した者にあっては 3年から当該課程における在学期間(2年を限度とする。)を減じた期

間とする。)以上在学すれば足りるものとする。 

第 44条の 2 人間社会科学研究科教職開発専攻の修了の要件は，2年以上在学し，かつ，45

単位以上(高度の専門的な能力及び優れた資質を有する教員に係る実践的な能力を培うこ

とを目的として小学校等(専門職大学院設置基準(平成 15年 3月 31日文部科学省令第 16

号)第 26条第 1項に規定する小学校等をいう。以下同じ。)その他の関係機関で行う実習

に係る 10単位以上を含む。)で人間社会科学研究科が定める単位以上を修得することと

する。 

2 人間社会科学研究科が教育上有益と認めるときは，当該専攻に入学する前の小学校等の

教員としての実務の経験を有する者について，10単位を超えない範囲で，前項に規定す

る実習により修得する単位の全部又は一部を免除することができる。 

3 第 1項の規定にかかわらず第 36条第 1項の規定により当該専攻に入学する前に修得した

単位を当該専攻において修得したものとみなす場合であって，当該単位の修得により教

育課程の一部を修得したと認めるときは，当該単位数，その修得に要した期間その他を

勘案して 1年を超えない範囲で人間社会科学研究科が定める期間在学したものとみなす
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2 標準修業年限を 1年以上 2年未満とした修士課程を修了した者及び大学院設置基準第 16

条第 1項ただし書の規定による在学期間をもって修士課程を修了した者の博士課程(医系

科学研究科医歯薬学専攻を除く。)の修了の要件は，大学院に修士課程における在学期間

に 3年を加えた期間以上在学し，30単位以上を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた

上，博士論文を提出してその審査及び最終試験に合格することとする。ただし，在学期

間に関しては，当該研究科等の教授会の議を経て研究科等の長が優れた研究業績を上げ

たと認める者については，大学院に 3年(標準修業年限を 1年以上 2年未満とした修士課

程を修了した者にあっては，当該 1年以上 2年未満の期間を，大学院設置基準第 16条第

1項ただし書の規定による在学期間をもって修士課程を修了した者にあっては，当該課程

における在学期間(2年を限度とする。)を含む。)以上在学すれば足りるものとする。 

3 前 2項の規定にかかわらず，修士の学位若しくは専門職学位を有する者又は第 16条第 2

号から第 8号までの規定により大学院への入学資格に関し修士の学位若しくは専門職学

位を有する者と同等以上の学力があると認められた者が，博士課程後期に入学した場合

の博士課程の修了の要件は，大学院(専門職大学院を除く。以下この項において同じ。)

に 3年以上在学し，当該研究科等に定めがあるときはその単位を修得し，かつ，必要な

研究指導を受けた上，博士論文を提出してその審査及び最終試験に合格することとす

る。ただし，在学期間に関しては，当該研究科等の教授会の議を経て研究科等の長が優

れた研究業績を上げたと認める者については，大学院に 1年(標準修業年限を 1年以上 2

年未満とした修士課程を修了した者及び標準修業年限を 1年以上 2年未満とした専門職

学位課程を修了した者にあっては 3年から当該 1年以上 2年未満の期間を減じた期間と

し，大学院設置基準第 16条第 1項ただし書の規定による在学期間をもって修士課程を修

了した者にあっては 3年から当該課程における在学期間(2年を限度とする。)を減じた期

間とする。)以上在学すれば足りるものとする。 

第 44条の 2 人間社会科学研究科教職開発専攻の修了の要件は，2年以上在学し，かつ，45

単位以上(高度の専門的な能力及び優れた資質を有する教員に係る実践的な能力を培うこ

とを目的として小学校等(専門職大学院設置基準(平成 15年 3月 31日文部科学省令第 16

号)第 26条第 1項に規定する小学校等をいう。以下同じ。)その他の関係機関で行う実習

に係る 10単位以上を含む。)で人間社会科学研究科が定める単位以上を修得することと

する。 

2 人間社会科学研究科が教育上有益と認めるときは，当該専攻に入学する前の小学校等の

教員としての実務の経験を有する者について，10単位を超えない範囲で，前項に規定す

る実習により修得する単位の全部又は一部を免除することができる。 

3 第 1項の規定にかかわらず第 36条第 1項の規定により当該専攻に入学する前に修得した

単位を当該専攻において修得したものとみなす場合であって，当該単位の修得により教

育課程の一部を修得したと認めるときは，当該単位数，その修得に要した期間その他を

勘案して 1年を超えない範囲で人間社会科学研究科が定める期間在学したものとみなす

ことができる。ただし，この場合においても，当該専攻に 1年以上在学するものとす

る。 

第 45条 人間社会科学研究科実務法学専攻の修了の要件は，3年以上在学し，かつ，93単

位以上で人間社会科学研究科が定める単位以上を修得することとする。ただし，在学期

間に関しては，入学前の既修得単位(法第 102条第 1項の規定により入学資格を有した

後，修得したものに限る。)について認定された者については 1年を超えない範囲で当該

単位の数に相当する期間在学期間を短縮することができるものとする。 

2 前項の規定にかかわらず人間社会科学研究科実務法学専攻において必要とされる法律学

の基礎的な学識を有すると認められる者(以下「法学既修者」という。)については，30

単位を超えない範囲の単位を修得したものとみなし，1年を超えない範囲で当該単位の数

に相当する期間在学期間を短縮することができるものとする。ただし，93単位を超える

単位の修得を修了の要件とする場合は，その超える部分の単位数に限り 30単位を超えて

修得したものとみなすことができる。 

3 前項の規定により法学既修者について修得したものとみなすことができる単位数(前項た

だし書の規定により 30単位を超えて修得したものとみなす単位を除く。)は，第 35条第

1項及び第 2項並びに第 36条第 1項の規定により修得したものとみなすことができる単

位数と合わせて 30単位(第 35条第 1項ただし書の規定により 30単位を超えて修得した

ものとみなす単位数を除く。)を超えないものとする。 

4 認定連携法曹基礎課程を修了して人間社会科学研究科実務法学専攻に入学した者又はこ

れらの者と同等の学識を有すると人間社会科学研究科が認める者に関する第 2項及び前

項の規定の適用については，第 2項中「30単位」とあるのは「46単位」と，前項中「前

項ただし書の規定により 30単位」とあるのは「前項ただし書の規定により 46単位」

と，「合わせて 30単位」とあるのは「合わせて 46単位」とする。 

(大学院における在学期間の短縮) 

第 45条の 2 研究科等は，第 36条第 1項の規定により本学大学院に入学する前に修得した

単位(法第 102条第 1項の規定により入学資格を有した後，修得したものに限る。)を本

学大学院における授業科目の履修により修得したものとみなす場合であって，当該単位

の修得により本学大学院の修士課程又は博士課程(博士課程後期を除く。)の教育課程の

一部を履修したと認めるときは，当該単位数，その修得に要した期間その他を勘案して 1

年を超えない範囲で当該研究科等が定める期間在学したものとみなすことができる。た

だし，この場合においても，修士課程については，当該課程に少なくとも 1年以上在学

するものとする。 

2 前項の規定は，修士課程を修了した者の第 44条第 1項及び第 2項に規定する博士課程に

おける在学期間(同条第 1項及び第 2項の規定により博士課程における在学期間に含む修

士課程における在学期間を除く。)については，適用しない。 

(学位の授与) 
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第 46条 学長は，本学大学院を修了した者に，修士若しくは博士の学位又は専門職学位を

授与する。 

2 博士の学位は，本学大学院の博士課程を経ない者であっても学位論文を提出してその審

査に合格し，かつ，試問に合格したときにも授与する。 

3 修士及び博士の学位並びに専門職学位の授与に関し必要な事項は，別に定める。 

(学位論文，最終試験) 

第 47条 第 43条及び第 44条の最終試験は，学位論文を中心として，これに関連ある科目

について行うものとする。 

第 48条 学位論文及び最終試験の合格又は不合格は，当該研究科等の教授会の審査を経

て，研究科等の長が決定する。 

2 審査決定の方法は，研究科等が定める。 

第 7章 授業料 

(授業料) 

第 49条 授業料の年額は，535,800 円(人間社会科学研究科実務法学専攻にあっては 804,00

0 円)とする。ただし，第 32条により長期履修を認められた者については，長期履修を認

められた時点における残りの標準修業年限に相当する年数に授業料の年額を乗じて得た

額を当該長期履修の期間の年数で除した額(その額に 10円未満の端数があるときは，こ

れを切り上げた額)とする。 

2 成績優秀学生に対しては，後期分の授業料の全額を免除することができる。 

3 授業料を納付した者が成績優秀学生として授業料免除対象者となったときは，納付した

者の申出により，後期分の授業料に相当する額を返還する。 

4 第 2項に定めるもののほか，別に定める広島大学入学前奨学制度による奨学生に対して

は，授業料の全額を免除することができる。 

5 第 2項及び前項に定めるもののほか，人間社会科学研究科広島大学・グラーツ大学国際

連携サステイナビリティ学専攻及び先進理工系科学研究科広島大学・ライプツィヒ大学

国際連携サステイナビリティ学専攻の学生のうち本学をホーム大学とする学生で成績優

秀なものに対しては，各期の授業料の全額を免除することができる。 

6 第 2項及び前 2項に定めるもののほか，統合生命科学研究科統合生命科学専攻の博士課

程後期の学生のうちベトナムサテライトキャンパスで修学する学生で成績優秀なものに

対しては，各期の授業料の全額を免除することができる。 

7 前各項に定めるもののほか，授業料の納付手続等については，通則第 47条第 2項から第

51条までの規定を準用する。 

第 8章 特別研究学生 

(特別研究学生) 

第 50条 研究科等は，他の大学院又は外国の大学院等又は国際連合大学の学生で，本学大

学院において研究指導を受けることを志願する者があるときは，当該他の大学院又は外
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第 46条 学長は，本学大学院を修了した者に，修士若しくは博士の学位又は専門職学位を

授与する。 

2 博士の学位は，本学大学院の博士課程を経ない者であっても学位論文を提出してその審

査に合格し，かつ，試問に合格したときにも授与する。 

3 修士及び博士の学位並びに専門職学位の授与に関し必要な事項は，別に定める。 

(学位論文，最終試験) 

第 47条 第 43条及び第 44条の最終試験は，学位論文を中心として，これに関連ある科目

について行うものとする。 

第 48条 学位論文及び最終試験の合格又は不合格は，当該研究科等の教授会の審査を経

て，研究科等の長が決定する。 

2 審査決定の方法は，研究科等が定める。 

第 7章 授業料 

(授業料) 

第 49条 授業料の年額は，535,800 円(人間社会科学研究科実務法学専攻にあっては 804,00

0 円)とする。ただし，第 32条により長期履修を認められた者については，長期履修を認

められた時点における残りの標準修業年限に相当する年数に授業料の年額を乗じて得た

額を当該長期履修の期間の年数で除した額(その額に 10円未満の端数があるときは，こ

れを切り上げた額)とする。 

2 成績優秀学生に対しては，後期分の授業料の全額を免除することができる。 

3 授業料を納付した者が成績優秀学生として授業料免除対象者となったときは，納付した

者の申出により，後期分の授業料に相当する額を返還する。 

4 第 2項に定めるもののほか，別に定める広島大学入学前奨学制度による奨学生に対して

は，授業料の全額を免除することができる。 

5 第 2項及び前項に定めるもののほか，人間社会科学研究科広島大学・グラーツ大学国際

連携サステイナビリティ学専攻及び先進理工系科学研究科広島大学・ライプツィヒ大学

国際連携サステイナビリティ学専攻の学生のうち本学をホーム大学とする学生で成績優

秀なものに対しては，各期の授業料の全額を免除することができる。 

6 第 2項及び前 2項に定めるもののほか，統合生命科学研究科統合生命科学専攻の博士課

程後期の学生のうちベトナムサテライトキャンパスで修学する学生で成績優秀なものに

対しては，各期の授業料の全額を免除することができる。 

7 前各項に定めるもののほか，授業料の納付手続等については，通則第 47条第 2項から第

51条までの規定を準用する。 

第 8章 特別研究学生 

(特別研究学生) 

第 50条 研究科等は，他の大学院又は外国の大学院等又は国際連合大学の学生で，本学大

学院において研究指導を受けることを志願する者があるときは，当該他の大学院又は外

国の大学院等又は国際連合大学との協議に基づき，特別研究学生として受け入れること

を認めることができる。 

(特別研究学生の授業料等) 

第 51条 特別研究学生に係る授業料は，広島大学研究生規則(平成 16年 4月 1日規則第 10

号)第 8条に規定する額と同額とする。ただし，国立大学の大学院学生であるとき，又は

次の各号のいずれかに該当するときは，授業料を徴収しない。 

(1) 公立又は私立の大学との間で締結した大学間特別研究学生交流協定において，当該

学生の授業料が相互に不徴収とされているとき。 

(2) 外国の大学院等との間で締結した大学間交流協定，部局間交流協定又はこれらに準

ずるものにおいて，当該学生の授業料が相互に不徴収とされているとき。 

2 特別研究学生は，前項に規定する額を，研究指導を受けようとする期間に応じ 6月分ず

つ(研究指導を受けようとする期間が 6月未満のときはその期間分)指定の期日までに納

付しなければならない。 

3 既納の授業料は，返還しない。 

4 特別研究学生に係る検定料及び入学料は，徴収しない。 

(規則の準用) 

第 52条 この章に定めるもののほか，特別研究学生には，本学大学院の学生に関する規定

を準用する。 

第 9章 研究生及び科目等履修生等 

(研究生) 

第 53条 本学大学院の学生以外の者で，本学大学院において特定の事項について研究する

ことを志願するものがあるときは，教育研究に支障のない場合に限り，選考の上，研究

生として入学を許可することができる。 

2 研究生に関し必要な事項は，別に定める。 

(科目等履修生) 

第 54条 本学大学院の学生以外の者で，本学大学院において一又は複数の授業科目を履修

することを志願するものがあるときは，教育研究に支障のない場合に限り，選考の上，

科目等履修生として入学を許可することができる。 

2 科目等履修生に関し必要な事項は，別に定める。 

(短期国際交流学生) 

第 54条の 2 外国の大学等の学生で，外国の大学等の教育課程の一環として，本学が実施

する研修を受けることを志願するものがあるときは，教育研究に支障のない場合に限

り，選考の上，短期国際交流学生として入学を許可することができる。 

2 外国の大学等とは，次の各号に掲げるものとする。 

(1) 外国の大学又は短期大学(大学以外の高等教育機関を含む。) 
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(2) 外国の大学又は短期大学の教育課程を有するものとして当該外国の学校教育制度に

おいて位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するもの 

(3) 国際連合大学(国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に

伴う特別措置法(昭和 51年法律第 72号)第 1条第 2項に規定する 1972 年 12月 11日の

国際連合総会決議に基づき設立されたものをいう。) 

3 短期国際交流学生に関し必要な事項は，別に定める。 

(法務研修生) 

第 54条の 3 人間社会科学研究科実務法学専攻を修了した者で，修了後引き続き人間社会

科学研究科実務法学専攻において自己学習をすることを志願するものがあるときは，教

育研究に支障のない場合に限り，法務研修生として受け入れることができる。 

2 法務研修生に関し必要な事項は，人間社会科学研究科が定める。 

(履修証明プログラム) 

第 54条の 4 本学の教育研究上の資源を活かし，社会人等への学習の機会を積極的に提供

するため，本学に法第 105条に規定する特別の課程として履修証明プログラムを開設す

ることができる。 

2 履修証明プログラムに関し必要な事項は，別に定める。 

第 10章 教員組織 

(教員組織) 

第 55条 研究科等における授業は，教授又は准教授が担当する。ただし，必要があるとき

は，講師又は助教に担当又は分担させることがある。 

2 研究科等における研究指導は，教授が担当する。ただし，必要があるときは，准教授，

講師又は助教に担当又は分担させることがある。 

3 第 1項の規定にかかわらず，人間社会科学研究科実務法学専攻における授業は，教授が

担当する。ただし，必要があるときは，准教授，講師又は助教に担当又は分担させるこ

とがある。 

第 11章 国際連携専攻 

(国際連携教育課程) 

第 55条の 2 国際連携専攻における連携外国大学院(国際連携専攻を設ける研究科と連携し

て教育研究を実施する外国の大学院をいう。以下同じ。)と連携した教育課程(以下「国

際連携教育課程」という。)については，研究科細則において定める。 

(国際連携教育課程に係る単位の認定等) 

第 55条の 3 国際連携専攻を設ける研究科は，学生が連携外国大学院において履修した国

際連携教育課程に係る授業科目について修得した単位を，当該国際連携教育課程に係る

授業科目の履修により修得したものとみなすものとする。 

2 国際連携専攻を設ける研究科は，学生が連携外国大学院において受けた国際連携教育課

程に係る研究指導を，当該国際連携教育課程に係るものとみなすものとする。 

― 108―



(2) 外国の大学又は短期大学の教育課程を有するものとして当該外国の学校教育制度に

おいて位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するもの 

(3) 国際連合大学(国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に

伴う特別措置法(昭和 51年法律第 72号)第 1条第 2項に規定する 1972 年 12月 11日の

国際連合総会決議に基づき設立されたものをいう。) 

3 短期国際交流学生に関し必要な事項は，別に定める。 

(法務研修生) 

第 54条の 3 人間社会科学研究科実務法学専攻を修了した者で，修了後引き続き人間社会

科学研究科実務法学専攻において自己学習をすることを志願するものがあるときは，教

育研究に支障のない場合に限り，法務研修生として受け入れることができる。 

2 法務研修生に関し必要な事項は，人間社会科学研究科が定める。 

(履修証明プログラム) 

第 54条の 4 本学の教育研究上の資源を活かし，社会人等への学習の機会を積極的に提供

するため，本学に法第 105条に規定する特別の課程として履修証明プログラムを開設す

ることができる。 

2 履修証明プログラムに関し必要な事項は，別に定める。 

第 10章 教員組織 

(教員組織) 

第 55条 研究科等における授業は，教授又は准教授が担当する。ただし，必要があるとき

は，講師又は助教に担当又は分担させることがある。 

2 研究科等における研究指導は，教授が担当する。ただし，必要があるときは，准教授，

講師又は助教に担当又は分担させることがある。 

3 第 1項の規定にかかわらず，人間社会科学研究科実務法学専攻における授業は，教授が

担当する。ただし，必要があるときは，准教授，講師又は助教に担当又は分担させるこ

とがある。 

第 11章 国際連携専攻 

(国際連携教育課程) 

第 55条の 2 国際連携専攻における連携外国大学院(国際連携専攻を設ける研究科と連携し

て教育研究を実施する外国の大学院をいう。以下同じ。)と連携した教育課程(以下「国

際連携教育課程」という。)については，研究科細則において定める。 

(国際連携教育課程に係る単位の認定等) 

第 55条の 3 国際連携専攻を設ける研究科は，学生が連携外国大学院において履修した国

際連携教育課程に係る授業科目について修得した単位を，当該国際連携教育課程に係る

授業科目の履修により修得したものとみなすものとする。 

2 国際連携専攻を設ける研究科は，学生が連携外国大学院において受けた国際連携教育課

程に係る研究指導を，当該国際連携教育課程に係るものとみなすものとする。 

(国際連携専攻に係る修了要件) 

第 55条の 4 国際連携教育課程である修士課程の修了の要件は，第 43条第 1項及び第 2項

に定めるもののほか，国際連携専攻を設ける研究科及びそれぞれの連携外国大学院にお

いて国際連携教育課程に係る授業科目の履修により 10単位以上を修得するものとする。 

2 前項の規定により国際連携専攻を設ける研究科及びそれぞれの連携外国大学院において

国際連携教育課程に係る授業科目の履修により修得する単位数には，第 35条，第 36条

又は前条第 1項の規定により修得したものとみなすことができ，又はみなすものとする

単位を含まないものとする。ただし，第 36条の規定により修得したものとみなす単位に

ついて，国際連携教育課程を編成し，及び実施するために特に必要と認められる場合

は，この限りでない。 

(国際連携専攻の学生の授業料等) 

第 55条の 5 国際連携専攻の学生のうち，連携外国大学院をホーム大学とする学生の本学

における検定料，入学料及び授業料については，第 18条第 1項，第 21条及び第 49条第

1項の規定にかかわらず，徴収しない。 

(その他) 

第 55条の 6 この規則に定めるもののほか，国際連携専攻に係る次の各号に掲げる事項に

ついては，連携外国大学院と協議の上，別に定める。 

(1) 教育課程の編成に関する事項 

(2) 教育組織の編成に関する事項 

(3) 入学者の選抜及び学位の授与に関する事項 

(4) 学生の在籍の管理及び安全に関する事項 

(5) 学生の奨学及び厚生補導に関する事項 

(6) 教育研究活動等の状況の評価に関する事項 

(7) その他国際連携専攻に関する事項 

第 12章 雑則 

(雑則) 

第 56条 研究科等の長は，研究科等細則を改正したときは，学長に報告するものとする。 

2 この規則に定めるもののほか，本学大学院の学生の修学に関し必要な事項は，通則の規

定を準用する。 

第 57条 通則をこの規則に準用する場合は，「学部長」とあるのは「研究科等の長」と読

み替えるものとする。 

附 則 

1 この規則は，平成 20年 4月 1日から施行する。 

2 教育学研究科の障害児教育学専攻は，第 4条及び別表の規定にかかわらず，平成 20年 3

月 31日に当該専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなる日までの間，存続するもの

とする。 
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(略) 

 

附 則 

1 この規則は，令和 7年 4月 1日から施行する。 

2 先進理工系科学研究科の先進理工系科学専攻博士課程前期及び研究科の収容定員並びに

全研究科の収容定員は，この規則による改正後の広島大学大学院規則別表の規定にかか

わらず，令和 7年度にあっては，次の表のとおりとする。 
研究科等名 専攻名 修士課程，博士課程前期又は専門職学位課程 

収容定員 
令和 7年度 

先進理工系科学研究科 先進理工系科学専攻 932 
【26】 

計 936 
【26】 

総計 2,392 

別表(第 5条関係) 

収容定員 
研究科等名 専攻名 修士課程，博士課程前期

又は専門職学位課程 
博士課程又は博士
課程後期 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 
人間社会科学研
究科 人文社会科学専攻 257 

【15】 
514 

【30】 
85 

【3】 
255 

【9】 
教育科学専攻 163 326 50 150 
教職開発専攻 30 60 － － 
実務法学専攻 20 60 － － 
広島大学・グラーツ大学国
際連携サステイナビリティ
学専攻 

2 4 － － 

計 472 
【15】 

964 
【30】 

135 
【3】 

405 
【9】 

先進理工系科学
研究科 先進理工系科学専攻 483 

【13】 
966 

【26】 
128 

【7】 
384 

【21】 
広島大学・ライプツィヒ大
学国際連携サステイナビリ
ティ学専攻 

2 4 － － 

計 485 
【13】 

970 
【26】 

128 
【7】 

384 
【21】 

統合生命科学研
究科 

統合生命科学専攻 170 
【6】 

 340 
【12】 

70 
【6】 

210 
【18】 
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(略) 

 

附 則 

1 この規則は，令和 7年 4月 1日から施行する。 

2 先進理工系科学研究科の先進理工系科学専攻博士課程前期及び研究科の収容定員並びに

全研究科の収容定員は，この規則による改正後の広島大学大学院規則別表の規定にかか

わらず，令和 7年度にあっては，次の表のとおりとする。 
研究科等名 専攻名 修士課程，博士課程前期又は専門職学位課程 

収容定員 
令和 7年度 

先進理工系科学研究科 先進理工系科学専攻 932 
【26】 

計 936 
【26】 

総計 2,392 

別表(第 5条関係) 

収容定員 
研究科等名 専攻名 修士課程，博士課程前期

又は専門職学位課程 
博士課程又は博士
課程後期 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 
人間社会科学研
究科 人文社会科学専攻 257 

【15】 
514 

【30】 
85 

【3】 
255 

【9】 
教育科学専攻 163 326 50 150 
教職開発専攻 30 60 － － 
実務法学専攻 20 60 － － 
広島大学・グラーツ大学国
際連携サステイナビリティ
学専攻 

2 4 － － 

計 472 
【15】 

964 
【30】 

135 
【3】 

405 
【9】 

先進理工系科学
研究科 先進理工系科学専攻 483 

【13】 
966 

【26】 
128 

【7】 
384 

【21】 
広島大学・ライプツィヒ大
学国際連携サステイナビリ
ティ学専攻 

2 4 － － 

計 485 
【13】 

970 
【26】 

128 
【7】 

384 
【21】 

統合生命科学研
究科 

統合生命科学専攻 170 
【6】 

 340 
【12】 

70 
【6】 

210 
【18】 

計 170 
【6】 

340 
【12】 

70 
【6】 

210 
【18】 

医系科学研究科 医歯薬学専攻 ― ― 97 388 

総合健康科学専攻 76 
【2】 

152 
【4】 

25 
【1】 

75 
【3】 

計 76 
【2】 

152 
【4】 

122 
【1】 

463 
【3】 

スマートソサイ
エティ実践科学
研究院 

― 
(36) (72) (17) (51) 

総計 1,203 2,426 455 1,462 
(※) スマートソサイエティ実践科学研究院の入学定員及び収容定員は，人間社会科学
研究科人文社会科学専攻，先進理工系科学研究科先進理工系科学専攻，統合生命科学研
究科統合生命科学専攻及び医系科学研究科総合健康科学専攻の入学定員及び収容定員の
内数とする。当該内数は隅付き括弧で示す。 
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○広島大学大学院特定プログラム規則 
(令和 5年 2月 21日規則第 22号) 

広島大学大学院特定プログラム規則 
(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号。以
下「規則」という。)第 25条第 7項の規定に基づき，広島大学大学院における
特定プログラムに関し必要な事項を定めるものとする。 
(開設及び編成) 

第 2条 特定プログラムは，単一の研究科等(研究科，附置研究所，教育本部，
全国共同利用施設又は学内共同教育研究施設をいう。以下同じ。)で，又は研
究科等をまたがって開設することができる。 

2 特定プログラムを新規に開設しようとするときは，第 4条に規定する担当教
員会又は責任者は，原則として開設する前年度の 7月末までに特定プログラ
ム説明書(別記様式)を作成し，特定プログラムを開設しようとする研究科等を
通じて，理事(教育担当)の承認を得るものとする。 

第 3条 特定プログラムは，規則第 25条第 2項又は第 5項に規定する授業科目
により編成するものとし，修了要件単位は 10単位程度を目安とする。 

2 特定プログラムの履修に関し必要な事項は，別に定める。 
(実施体制) 

第 4条 特定プログラムの責任ある実施体制を保証するための教員組織として，
担当教員会を置く。 

2 前項の規定にかかわらず，特定プログラムを開設する研究科等が支障がない
と判断したときは，責任者を置き担当教員会を置かないことができるものと
する。 

第 5条 担当教員会は，特定プログラムの授業科目担当教員で組織するものと
し，その業務を総括するため，主任を置く。 
(シラバス) 

第 6条 教員は，担当する授業科目について，履修する上で必要な情報をまとめ
たものとして，シラバスを作成するものとする。 
(点検・評価) 

第 7条 担当教員会は，特定プログラムの実施状況等を基に，特定プログラムの
点検・評価を行うものとする。 
(改善) 

第 8条 担当教員会は，前条の点検・評価を基に，特定プログラムの改善を行う
ものとする。 

2 担当教員会が，特定プログラムの改善を実施しようとするときは，軽微な改
善を除き，当該研究科等を通じて理事(教育担当)の承認を得るものとする。 
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○広島大学大学院特定プログラム規則 
(令和 5年 2月 21日規則第 22号) 

広島大学大学院特定プログラム規則 
(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号。以
下「規則」という。)第 25条第 7項の規定に基づき，広島大学大学院における
特定プログラムに関し必要な事項を定めるものとする。 
(開設及び編成) 

第 2条 特定プログラムは，単一の研究科等(研究科，附置研究所，教育本部，
全国共同利用施設又は学内共同教育研究施設をいう。以下同じ。)で，又は研
究科等をまたがって開設することができる。 

2 特定プログラムを新規に開設しようとするときは，第 4条に規定する担当教
員会又は責任者は，原則として開設する前年度の 7月末までに特定プログラ
ム説明書(別記様式)を作成し，特定プログラムを開設しようとする研究科等を
通じて，理事(教育担当)の承認を得るものとする。 

第 3条 特定プログラムは，規則第 25条第 2項又は第 5項に規定する授業科目
により編成するものとし，修了要件単位は 10単位程度を目安とする。 

2 特定プログラムの履修に関し必要な事項は，別に定める。 
(実施体制) 

第 4条 特定プログラムの責任ある実施体制を保証するための教員組織として，
担当教員会を置く。 

2 前項の規定にかかわらず，特定プログラムを開設する研究科等が支障がない
と判断したときは，責任者を置き担当教員会を置かないことができるものと
する。 

第 5条 担当教員会は，特定プログラムの授業科目担当教員で組織するものと
し，その業務を総括するため，主任を置く。 
(シラバス) 

第 6条 教員は，担当する授業科目について，履修する上で必要な情報をまとめ
たものとして，シラバスを作成するものとする。 
(点検・評価) 

第 7条 担当教員会は，特定プログラムの実施状況等を基に，特定プログラムの
点検・評価を行うものとする。 
(改善) 

第 8条 担当教員会は，前条の点検・評価を基に，特定プログラムの改善を行う
ものとする。 

2 担当教員会が，特定プログラムの改善を実施しようとするときは，軽微な改
善を除き，当該研究科等を通じて理事(教育担当)の承認を得るものとする。 

(廃止) 
第 9条 研究科等は，第 7条の点検・評価を基に特定プログラムを廃止しようと
するときは，理事(教育担当)の承認を得なければならない。 
(雑則) 

第 10条 この規則に定めるもののほか，特定プログラムの実施に関し必要な事
項は，研究科等の定めるところによる。 

附 則 
この規則は，令和 5年 4月 1日から施行する。 

 
 
 
 
別記様式(第2条第2項関係) 
 

特定プログラム説明書 
  

開設研究科等名〔             〕 
プログラム
の名称 

（和文）  
（英文）  

1 プログラムの目的（概要等） 
 
 
2 登録時期 
 
 
3 登録要件 
 
 
4 受入上限数 
 
 
5 授業科目及び授業内容 
 
 
6 修了要件 
 
 
7 実施体制 
 
 

 
 

― 113―



○広島大学大学院特定プログラム履修細則 
(令和 5年 3月 8日理事(教育担当)決裁) 

広島大学大学院特定プログラム履修細則 

(趣旨) 

第 1 条 この細則は，広島大学大学院特定プログラム規則(令和 5 年 2 月 21 日規則第 22 号。

以下「規則」という。)第 3条第 2項の規定に基づき，広島大学大学院(以下「本学大学

院」という。)における特定プログラムの履修に関し必要な事項を定めるものとする。 

(名称及び開設研究科等) 

第 2条 特定プログラムの名称及び開設する研究科等(研究科，研究科等連係課程実施基本

組織，附置研究所，教育本部，国際高等研究所，全国共同利用施設又は学内共同教育研

究施設をいう。以下同じ。)(以下「開設研究科等」という。)は，別表のとおりとする。 

(授業科目及び履修方法) 

第 3条 特定プログラムの授業科目及び履修方法は，規則第 2条第 2項に定める特定プログ

ラム説明書(以下「説明書」という。)に明記するものとする。 

(登録) 

第 4条 学生は，特定プログラムが定める基準を満たしている場合は，当該プログラムを登

録することができる。 

2 前項の登録に関する手続は，所定の時期に行うものとし，登録時期及び登録の可否は当

該プログラムの担当教員会又は責任者が決定するものとする。 

3 学生は，第 1項の登録をする前に修得した特定プログラムの授業科目の単位を当該プロ

グラムの修了要件単位に算入することができる。 

4 特定プログラムの登録に関し必要な事項は，当該プログラムの担当教員会又は責任者が

定める。 

(履修手続) 

第 5条 各学期に開講する授業科目及びその担当教員名等は，開設研究科等がその学期の始

めに公示する。 

第 6条 学生は，履修しようとする授業科目について，各学期の開設研究科等が指定する期

間内に所定の手続を行わなければならない。 

(修了の判定等) 

第 7条 特定プログラムの担当教員会又は責任者は，当該プログラムに係る説明書に記載し

た授業科目の単位を修得した者について，修了の判定を行う。 

2 開設研究科等の長は，特定プログラムを修了した者に，特定プログラム修了証書(別記様

式)を授与することができる。 

(単位の取扱い) 

第 8条 学生が特定プログラムで修得した単位は，当該学生の所属する研究科の履修基準に

より，当該研究科の修了要件単位に重複して算入することができる。 
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(雑則) 

第 9条 この細則に定めるもののほか，特定プログラムの履修に関し必要な事項は，それぞ

れの担当教員会又は責任者の定めるところによる。 

附 則 

この細則は，令和 5年 4月 1日から施行する。 

 

(略) 

 

附 則(令和 5年 9月 29日 一部改正) 

この細則は，令和 5年 10月 1日から施行する。 

別表(第 2条関係) 

特定プログラムの名称及び開設する研究科等 
特定プログラムの名称 開設研究科等 
AIOps エンジニア育成特定プログラ
ム AI・データイノベーション教育研究センター 

未来共創科学国際プログラム 持続可能性に寄与するキラルノット超物質国際研究
所 
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別記様式(第6条第2項関係) 
 
 

第    号
 
 

特定プログラム 修了証書 
 
 
  
                 所  属 
                 氏  名 
                 生年月日 
 
 
 
     本学大学院の○○特定プログラムを修了したことを認める 
 
 
 
           年 月 日 
 
         広島大学    長       □印 
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○広島大学大学院共通科目履修規則 
(平成 31年 3月 29日規則第 31号) 

広島大学大学院共通科目履修規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号)第 25条第 3項

の規定に基づき，広島大学大学院における大学院共通科目の履修等に関し必要な事項を

定めるものとする。 

(科目区分及び教育目標) 

第 2条 博士課程前期の大学院共通科目の科目区分及び教育目標は，次の表に揚げるとおり

とする。 
科目区分 教育目標 

持続可能な発展科
目 

国際的目標である持続可能な開発目標(Sustainable Development Go
als: SDGs)を理解し，持続可能な発展を導く科学を創出する能力を
身につける。 

キャリア開発・デ
ータリテラシー科
目 

最近の社会システムの進展を知り，また，これからの時代に必須な
知識を身につける。 

2 博士課程後期並びに博士課程の大学院共通科目の科目区分及び教育目標は，次の表に

揚げるとおりとする。 
科目区分 教育目標 

持続可能な発展科目 
国際的目標である持続可能な開発目標(Sustainable Development Go
als: SDGs)を理解し，社会の様々な課題を解決する能力を身につけ
る。 

キャリア開発・デー
タリテラシー科目 

現代社会の課題に具体的に取り組み，また，これからの時代に必須
な知識・技術を使うことができる能力を身につける。 

(授業科目及び単位数等) 

第 3条 大学院共通科目として開設する授業科目(以下「授業科目」という。)，単位数等

は，別表のとおりとする。 

2 授業時間割は，学年の始めに発表する。 

(履修方法) 

第 4条 大学院共通科目の履修方法については，研究科細則又は研究科等連係課程実施基本

組織細則の定めるところによる。 

(単位数の計算の基準) 

第 5条 授業科目の単位数は，授業の方法に応じ，次の基準により計算するものとする。 

(1) 講義は，15時間の授業をもって 1単位とする。 

(2) 演習は，15時間又は 30時間の授業をもって 1単位とする。 

(3) 実験及び実習は，30時間又は 45時間の授業をもって 1単位とする。 

 
別記様式(第6条第2項関係) 
 
 

第    号
 
 

特定プログラム 修了証書 
 
 
  
                 所  属 
                 氏  名 
                 生年月日 
 
 
 
     本学大学院の○○特定プログラムを修了したことを認める 
 
 
 
           年 月 日 
 
         広島大学    長       □印 
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2 一の授業科目について，講義，演習，実験又は実習のうち二以上の方法の併用により行

う場合については，その組み合わせに応じ，前項に規定する基準を考慮して理事(教育・

平和担当)が定める時間の授業をもって 1単位とする。 

(履修手続) 

第 6条 学生は，授業科目を履修しようとする場合は，毎学期指定する期間に所定の手続を

しなければならない。ただし，受講者数の制限等を行う授業科目にあっては，所定の手

続を経た場合であっても履修が認められない場合がある。 

2 前項本文の規定による手続をしない者は，履修を認めない。ただし，特別の事由がある

場合に限り，当該授業科目担当教員の承認を得て，履修を認めることがある。 

3 既に単位を修得した授業科目については，原則として履修することができない。 

(雑則) 

第 7条 この規則に定めるもののほか，大学院共通科目に関し必要な事項は，教育本部が定

める。 

附 則 

この規則は，平成 31年 4月 1日から施行する。 

 

(略) 

 

附 則 

1 この規則は，令和 7年 4月 1日から施行する。 

2 令和 6年度以前に入学した学生の大学院共通科目の授業科目については，この規則によ

る改正後の広島大学大学院共通科目履修規則(以下「新規則」という。)の規定にかかわ

らず，なお従前の例による。 

3 前項の規定にかかわらず，教育上有益と認めるときは，教育本部の定めるところによ

り，新規則に規定する授業科目の履修を認める場合がある。 

 

別表(第 3条第 1項関係) 

 

(略) 
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2 一の授業科目について，講義，演習，実験又は実習のうち二以上の方法の併用により行

う場合については，その組み合わせに応じ，前項に規定する基準を考慮して理事(教育・

平和担当)が定める時間の授業をもって 1単位とする。 

(履修手続) 

第 6条 学生は，授業科目を履修しようとする場合は，毎学期指定する期間に所定の手続を

しなければならない。ただし，受講者数の制限等を行う授業科目にあっては，所定の手

続を経た場合であっても履修が認められない場合がある。 

2 前項本文の規定による手続をしない者は，履修を認めない。ただし，特別の事由がある

場合に限り，当該授業科目担当教員の承認を得て，履修を認めることがある。 

3 既に単位を修得した授業科目については，原則として履修することができない。 

(雑則) 

第 7条 この規則に定めるもののほか，大学院共通科目に関し必要な事項は，教育本部が定

める。 

附 則 

この規則は，平成 31年 4月 1日から施行する。 

 

(略) 

 

附 則 

1 この規則は，令和 7年 4月 1日から施行する。 

2 令和 6年度以前に入学した学生の大学院共通科目の授業科目については，この規則によ

る改正後の広島大学大学院共通科目履修規則(以下「新規則」という。)の規定にかかわ

らず，なお従前の例による。 

3 前項の規定にかかわらず，教育上有益と認めるときは，教育本部の定めるところによ

り，新規則に規定する授業科目の履修を認める場合がある。 

 

別表(第 3条第 1項関係) 

 

(略) 

 

○広島大学大学院スキルアップ科目に関する細則 
(令和 2年 3月 25日理事(教育担当)決裁) 

広島大学大学院スキルアップ科目に関する細則 

(趣旨) 

第 1条 この細則は，広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号)第 25条第 5項

の規定に基づき，広島大学大学院の授業科目のうち，研究科又は研究科等連係課程実施

基本組織(以下「研究科等」という。)の学生がスキル向上を目的として履修できる授業

科目(以下「スキルアップ科目」という。)に関し必要な事項を定めるものとする。 

(授業科目及び単位数等) 

第 2条 スキルアップ科目として開設する授業科目，単位数等は，別表のとおりとする。 

2 授業時間割及び履修方法等は，学年の始めに発表する。 

(単位数の計算の基準) 

第 3条 各スキルアップ科目の単位数は，授業の方法に応じ，次の基準により計算するもの

とする。 

(1) 講義及び演習は，15時間の授業をもって 1単位とする。 

(2) 実験及び実習については，30時間の授業をもって 1単位とする。 

2 一の授業科目について，講義，演習，実験又は実習のうち二以上の方法の併用により行

う場合については，その組み合わせに応じ，前項に規定する基準を考慮して理事(教育・

平和担当)が定める時間の授業をもって 1単位とする。 

(開設) 

第 4条 スキルアップ科目は，センター等(附置研究所，教育本部，国際高等研究所，全国

共同利用施設，学内共同教育研究施設又は理事室に置くセンター若しくは室をいう。以

下同じ。)が開設できるものとする。 

2 スキルアップ科目を開設しようとするセンター等は，その授業計画を作成し，理事(教

育・平和担当)の承認を得るものとする。 

(履修手続) 

第 5条 学生は，スキルアップ科目を履修しようとする場合は，毎学期指定する期間に所定

の手続をしなければならない。 

2 前項の規定による手続をしない者は，履修を認めない。ただし，特別の事由がある場合

に限り，当該スキルアップ科目担当教員の承認を得て，履修を認めることがある。 

(単位の取扱い) 

第 6条 学生が修得したスキルアップ科目の単位は，所属する研究科等の履修基準により，

当該研究科等の修了要件単位に算入することができる。 

(雑則) 

第 7条 この細則に定めるもののほか，スキルアップ科目に関し必要な事項は，理事(教

育・平和担当)が定める。 
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附 則 

この細則は，令和 2年 4月 1日から施行する。 

 

(略) 

 

附 則 

1 この細則は，令和 7年 4月 1日から施行する。 

2 令和 6年度以前に入学した学生のスキルアップ科目の授業科目については，この細則に

よる改正後の広島大学大学院スキルアップ科目に関する細則の規定にかかわらず，なお

従前の例による。 

別表(第 2条第 1項関係) 

 

(略) 
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附 則 

この細則は，令和 2年 4月 1日から施行する。 

 

(略) 

 

附 則 

1 この細則は，令和 7年 4月 1日から施行する。 

2 令和 6年度以前に入学した学生のスキルアップ科目の授業科目については，この細則に

よる改正後の広島大学大学院スキルアップ科目に関する細則の規定にかかわらず，なお

従前の例による。 

別表(第 2条第 1項関係) 

 

(略) 

○広島大学学生交流規則 
(平成 16年 4月 1日規則第 7号) 

広島大学学生交流規則 

目次 

第 1章 総則(第 1条・第 2条) 

第 2章 派遣学生(第 3条－第 10条) 

第 3章 特別聴講学生(第 11条－第 18条) 

第 4章 雑則(第 19条) 

附則 

 

第 1章 総則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号)第 28条第 5項，第 29

条第 7項，第 30条第 4項及び広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号)第 35

条第 4項の規定に基づき，広島大学(以下「本学」という。)における派遣学生及び特別

聴講学生の取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第 2条 この規則において「派遣学生」とは，本学に在学中の学生で，本学の教育課程の一

環として他の大学等の授業科目を履修するもの(外国の大学又は短期大学(大学以外の高

等教育機関を含む。以下「外国の大学等」という。)へ留学するもの，外国の大学又は短

期大学の教育課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた

教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該教育課程における授業科目

を我が国において履修するもの及び国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間

の協定の実施に伴う特別措置法(昭和 51年法律第 72号)第 1条第 2項に規定する 1972 年

12月 11日の国際連合総会決議に基づき設立された国際連合大学(以下「国際連合大学」

という。)の教育課程における授業科目を履修するものを含む。)をいう。 

2 この規則において「特別聴講学生」とは，他の大学等に在学中の学生で，その大学等の

教育課程の一環として本学の授業科目を履修するものをいう。 

3 この規則において「他の大学等」とは，次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

(1) 本学と学生の交流を行う大学，短期大学(専攻科を含む。以下同じ。)又は高等専門

学校(専攻科を含む。以下同じ。) 

(2) 外国の大学等又は外国の大学若しくは短期大学の教育課程を有するものとして当該

外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に

指定するもの 

(3) 国際連合大学 

― 121―



4 この規則において「大学間協議」とは，学生を交流するに当たって，あらかじめ本学と

他の大学等との間で，履修できる授業科目の範囲，対象となる学生数，単位の認定方

法，授業料等の費用の取扱い方法，その他必要とされる具体的な措置に関して行う協議

をいう。 

5 この規則において「部局間協議」とは，学生を交流するに当たって，あらかじめ本学の

学部，研究科又は研究科等連係課程実施基本組織(以下「学部等」という。)と他の大学

等との間で，履修できる授業科目の範囲，対象となる学生数，単位の認定方法，授業料

等の費用の取扱い方法，その他必要とされる具体的な措置に関して行う協議をいう。 

第 2章 派遣学生 

(取扱いの要件) 

第 3条 派遣学生の取扱いは，原則として大学間協議又は部局間協議が成立したものについ

て行う。 

2 前項の大学間協議は，学部等の教授会(以下「当該教授会」という。)の議を経て，学長

が行う。 

3 第 1項の部局間協議は，当該教授会の議を経て，当該学部等の長が行う。 

(出願手続) 

第 4条 派遣学生を志願する者は，所定の願書に大学間協議又は部局間協議により決定した

事項を記載した書類を添えて，学長に願い出なければならない。 

2 出願の時期は，大学間協議又は部局間協議の定めるところによる。 

(派遣の許可) 

第 5条 派遣学生の願い出があったときは，当該教授会の議を経て，学長が派遣を許可す

る。 

2 学長は，他の大学等の授業科目を履修することを認めたときは，当該他の大学等の長に

必要書類を添えて学生の受入れを依頼するものとする。ただし，部局間協議によるもの

については，当該学部等の長が当該他の大学等の長に依頼するものとする。 

(履修期間) 

第 6条 派遣学生の履修期間は，1学期又は 1学年間とする。 

2 前項の規定にかかわらず，学長が事情やむを得ないと認めたときは，当該他の大学等の

長と協議の上(部局間協議によるものについては，当該学部等の長が当該他の大学等の長

と協議の上)，履修期間を変更することができる。ただし，履修期間は，通算して 2年を

超えることができない。 

(在学期間への算入) 

第 7条 前条に規定する履修期間は，本学の在学期間に算入する。 

(履修報告書の提出) 
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第 8条 派遣学生は，履修期間が終了したときは，直ちに(外国の大学等へ留学する学生に

ついては，帰国の日から 1月以内に)所属の学部等の長を経て，学長に履修報告書を提出

しなければならない。 

(授業料等) 

第 9条 派遣学生は，本学に正規の授業料を納付するものとする。 

2 派遣学生の受入大学等における授業料等の費用の取扱いは，大学間協議又は部局間協議

により定めるものとする。 

3 前項の規定により，派遣学生が受入大学等における授業料等の費用を負担する場合は，

第 1項の規定にかかわらず，当該大学間協議又は部局間協議ごとに理事(グローバル化担

当)が定める期間，本学の授業料を徴収しないことができる。 

(派遣の許可の取消し) 

第 10条 学長は，派遣学生がその履修の実が上がらないと認められるとき，その本分に反

する行為があると認められるとき，又は授業料等の納付の義務を怠ったときは，当該他

の大学等の長と協議の上(部局間協議によるものについては，当該学部等の長が当該他の

大学等の長と協議の上)，派遣の許可を取り消すことがある。 

第 3章 特別聴講学生 

(取扱いの要件等の準用) 

第 11条 第 3条，第 5条第 1項，第 6条及び第 10条の規定は，特別聴講学生に準用する。

この場合において，第 3条，第 5条第 1項，第 6条及び第 10条中「派遣学生」とあるの

は「特別聴講学生」と，第 5条中「派遣」とあるのは「受入れ」と，第 10条中「派遣の

許可」とあるのは「受入れの許可」と読み替えるものとする。 

2 前項の場合において，特別聴講学生が歯学部と外国の大学との間で成立した部局間協議

に基づき受入れる学生であるときは，第 6条第 1項中「1学期又は 1学年間」とあるのは

「4学年間」と，同条第 2項ただし書中「2年」とあるのは「5年」と読み替えるものと

する。 

3 第 1項の場合において，本学とアリゾナ州立大学との間で成立した大学間協議に基づき

アリゾナ州立大学サンダーバードグローバル経営学部広島大学グローバル校に入学する

学生を特別聴講学生として受け入れるときは，第 6条第 1項中「1学期又は 1学年間」と

あるのは「2学年間」と読み替えるものとする。 

(出願手続) 

第 12条 特別聴講学生を志願する者(広島大学 3+1プログラム若しくは広島大学森戸国際高

等教育学院日本語・日本文化オンラインプログラムに志願する者又はアリゾナ州立大学

サンダーバードグローバル経営学部広島大学グローバル校に入学する者を除く。)は，次

の各号(第 4号にあっては，外国籍を有する者に限る。)に掲げる書類を，履修を希望す

る学期の始まる 2月前(外国の大学等の学生の場合は，原則として 6月前。ただし，外国
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の大学等との大学間協議又は部局間協議において定めのある場合は，その期日)までに，

所属大学等の長を通じて学長に提出しなければならない。 

(1) 本学所定の特別聴講学生願 

(2) 在学証明書及び成績証明書 

(3) 所属大学等の長の推薦書 

(4) 旅券の写し(旅券を有しない場合は，外国籍であることを証明する公的書類) 

(受入れの通知) 

第 13条 学長は，特別聴講学生の受入れを許可したときは，その所属大学等の長を経て本

人にその旨を通知するものとする。 

第 14条 削除 

(学業成績証明書の交付) 

第 15条 学部等の長は，特別聴講学生の学業成績証明書を交付するものとする。 

(学生証) 

第 16条 特別聴講学生は，所定の学生証の交付を受け，常に携帯しなければならない。 

(検定料，入学料及び授業料) 

第 17条 特別聴講学生に係る検定料及び入学料は，徴収しない。 

2 特別聴講学生が国立の大学，短期大学又は高等専門学校の学生であるときは，本学での

授業料は，徴収しない。 

3 特別聴講学生が公立若しくは私立の大学，短期大学若しくは高等専門学校，外国の大学

等又は国際連合大学の学生であるときは，履修するそれぞれの学期(前期又は後期)ごと

に 1単位に相当する授業について 14,800 円の授業料を所定の期日までに納付しなければ

ならない。ただし，次の各号のいずれかに該当するときは，授業料の納付を要しない。 

(1) 公立又は私立の大学，短期大学又は高等専門学校との間で締結した大学間相互単位

互換協定において，当該学生の授業料が相互に不徴収とされているとき。 

(2) 外国の大学等又は国際連合大学との間で締結した大学間交流協定，部局間交流協定

又はこれらに準ずるものにおいて，当該学生の授業料が相互に不徴収とされていると

き。 

4 前項の規定にかかわらず，特別聴講学生が広島大学 3+1プログラムの大学間交流協定に

基づき受入れる学生であるときは，履修する期間に応じ次の各号に掲げる授業料を所定

の期日までに納付しなければならない。 

(1) 3 ターム 399,600 円 

(2) 4 ターム 532,800 円 

5 第 3項の規定にかかわらず，特別聴講学生が広島大学森戸国際高等教育学院日本語・日

本文化オンラインプログラムの学生であるときは，207,200 円の授業料を所定の期日まで

に納付しなければならない。 
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6 第 3項の規定にかかわらず，特別聴講学生がアリゾナ州立大学サンダーバードグローバ

ル経営学部広島大学グローバル校の学生であるときは，授業料は徴収しない。 

7 既納の授業料は，返還しない。 

(費用の負担) 

第 18条 実験，実習に要する費用は，必要に応じ特別聴講学生の負担とする。 

第 4章 雑則 

(雑則) 

第 19条 この規則に定めるもののほか，この規則の実施に関し必要な事項は，学部等が定

める。 

2 この規則に定めるもののほか，広島大学 3+1プログラムに関し必要な事項は，別に定め

る。 

3 この規則に定めるもののほか，広島大学森戸国際高等教育学院日本語・日本文化オンラ

インプログラムの特別聴講学生の取扱いに関し必要な事項は，別に定める。 

4 この規則に定めるもののほか，アリゾナ州立大学サンダーバードグローバル経営学部広

島大学グローバル校に入学する学生を特別聴講学生として受け入れる際の取扱いに関し

必要な事項は，別に定める。 

附 則 

1 この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

2 この規則の施行の際現に旧広島大学学生交流規程(昭和 47年広島大学規程第 32号)に基

づき許可されている派遣学生及び特別聴講学生については，この規則により許可された

派遣学生及び特別聴講学生とみなす。 

 

(略) 

 

附 則(令和 6年 6月 18日規則第 46号) 

この規則は，令和 6年 6月 18日から施行する。 
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○広島大学学位規則 
(平成 16年 4月 1日規則第 8号) 

広島大学学位規則 

目次 

第 1章 総則(第 1条) 

第 2章 学位授与の要件及び専攻分野(第 2条・第 3条) 

第 3章 博士の学位授与の申請及び学位論文の審査方法等(第 4条－第 10条) 

第 4章 博士の学位授与等(第 11条－第 14条) 

第 5章 雑則(第 15条－第 17条) 

附則 

 

第 1章 総則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，学位規則(昭和 28年文部省令第 9号)第 13条第 1項，広島大学通則

(平成 16年 4月 1日規則第 2号)第 46条第 2項及び広島大学大学院規則(平成 20年 1月 1

5日規則第 2号)第 46条第 3項の規定に基づき，広島大学(以下「本学」という。)が行う

学位の授与に関し必要な事項を定めるものとする。 

第 2章 学位授与の要件及び専攻分野 

(学位授与の要件) 

第 2条 本学を卒業した者には，学士の学位を授与する。 

2 本学大学院の課程を修了した者には，修士若しくは博士の学位又は専門職学位を授与す

る。 

3 前 2項に定めるもののほか，博士の学位は，本学大学院の博士課程を経ない者であって

も学位論文を提出してその審査に合格し，かつ，試問に合格したときにも授与する。 

(専攻分野の名称) 

第 3条 学士の学位を授与するに当たっては，別表第 1に掲げる専攻分野の名称を付記する

ものとする。 

2 修士及び博士の学位を授与するに当たっては，別表第 2に掲げる専攻分野の名称を付記

するものとする。 

3 専門職学位を授与するに当たっては，別表第 3に掲げる学位の名称を付記するものとす

る。 

第 3章 博士の学位授与の申請及び学位論文の審査方法等 

(博士の学位授与の申請及び受理) 

第 4条 博士の学位の授与の申請に要する学位論文は 1編とし，2通を提出するものとす

る。ただし，別に参考論文を添付することができる。 
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2 前項の学位論文の審査のため必要があるときは，論文の訳文，模型及び標本等を提出さ

せることができる。 

3 第 2条第 3項に該当する者が，博士の学位の授与を申請する場合は，学位申請書に学位

論文，論文目録，論文の要旨，履歴書及び審査手数料 57,000 円を添え，学位に付記する

専攻分野の名称を指定し，研究科又は研究科等連係課程実施基本組織(以下「研究科等」

という。)の長を経て学長に提出するものとする。ただし，本学大学院の博士課程に所定

の修業年限以上在学し，所定の単位を修得し(博士課程の後期の課程に単位の修得の定め

がない場合は，単位の修得を要しない。)，かつ，学位論文の作成等に対する指導を受け

た後退学した者(以下「本学大学院博士課程の教育課程を終えて退学した者」という。)

が，再入学しないで，退学したときから 1年以内に博士の学位の授与を申請するとき

は，審査手数料を免除することができる。 

4 前項により学位論文の提出があったときは，学長は，学位に付記する専攻分野の名称に

より，適当と認める研究科等の教授会(以下「教授会」という。)に審査を付託する。 

5 受理した学位論文及び審査手数料は，いかなる理由があってもこれを返還しない。 

(審査委員会・試問委員会) 

第 5条 教授会は，博士の学位論文の審査及び試験を行うため，審査委員 3人以上からなる

審査委員会を設ける。 

2 教授会は，第 2条第 3項に定める試問を行うため，試問委員 3人以上からなる試問委員

会を設ける。 

3 教授会において必要と認めたときは，当該研究科等若しくは他の研究科等の教員又は他

の大学院若しくは研究所等の教員等を審査委員又は試問委員に加えることができる。 

(試験及び試問の方法) 

第 6条 試験は，博士の学位論文を中心として，これに関連ある科目について行うものとす

る。 

2 試問は，筆答試問及び口頭試問により，専攻分野に関し本学大学院において博士課程を

修了した者と同等以上の学力を有することを確認するために行う。 

3 前項の試問については，外国語は 2種類を課することを原則とする。ただし，教授会が

特別な事由があると認めたときは，1種類のみとすることができる。 

4 本学大学院博士課程の教育課程を終えて退学した者から研究科等が定める年限内に学位

論文を受理したときは，第 2条第 3項の規定にかかわらず，試問に代えて試験とする。 

(審査期間) 

第 7条 博士の学位論文の審査及び試験又は試問は，学位論文を受理したときから 1年以内

に終了するものとする。ただし，特別の事由があるときは，教授会の議を経て，その期

間を 1年以内に限り延長することができる。 

(審査委員会・試問委員会の報告) 
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第 8条 審査委員会は，学位論文の審査及び試験を終了したときは，直ちに論文の内容の要

旨，論文審査の要旨及び試験の結果の要旨を，文書をもって教授会に報告しなければな

らない。 

2 試問委員会は，試問を終了したときは，直ちにその結果の要旨を，文書をもって教授会

に報告しなければならない。 

(教授会の審議決定) 

第 9条 教授会は，前条の報告に基づいて審議の上，博士の学位を授与すべきかどうかを議

決する。 

2 前項の議決をするには，教授会の構成員(海外出張中及び長期療養中の者を除く。)の 3

分の 2以上の出席を必要とし，かつ，出席者の 3分の 2以上の賛成がなければならな

い。 

3 教授会において必要と認めたときは，当該研究科等若しくは他の研究科等の教員又は他

の大学院若しくは研究所等の教員等を，この審議に出席させることができる。ただし，

その出席者は，議決に加わることはできない。 

(教授会の報告) 

第 10条 教授会が博士の学位を授与できるものとしたときは，研究科等の長は，学位論文

とともに論文の内容の要旨，論文審査の結果の要旨及び試験又は試問の結果の要旨を，

文書をもって学長に報告しなければならない。 

2 教授会が博士の学位を授与できないものとしたときは，研究科等の長は，その旨を文書

をもって学長に報告しなければならない。 

第 4章 博士の学位授与等 

(博士の学位授与) 

第 11条 学長は，前条の報告を踏まえ，博士の学位を授与すべき者には，学位記を授与

し，博士の学位を授与できない者には，学位不授与通知書を交付する。 

(博士の学位登録) 

第 12条 本学が博士の学位を授与したときは，学長は，学位簿に登録し，文部科学大臣に

報告するものとする。 

(学位論文要旨の公表) 

第 13条 本学が博士の学位を授与したときは，当該博士の学位を授与した日から 3月以内

に，当該博士の学位の授与に係る論文の内容の要旨及び論文審査の結果の要旨をインタ

ーネットの利用により公表するものとする。 

(学位論文の公表) 

第 14条 本学において博士の学位を授与された者は，当該博士の学位を授与された日から

1年以内に，当該博士の学位の授与に係る論文の全文を公表しなければならない。ただ

し，当該博士の学位を授与される前に既に公表したときは，この限りでない。 
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2 前項の規定にかかわらず，博士の学位を授与された者は，やむを得ない事由がある場合

には，学長の承認を受けて，当該博士の学位の授与に係る論文の全文に代えてその内容

を要約したものを公表することができる。この場合において，学長は，その学位論文の

全文を求めに応じて閲覧に供するものとする。 

3 博士の学位を授与された者が行う前 2項の規定による公表は，本学の協力を得て，イン

ターネットの利用により行うものとする。 

4 前 3項の規定により当該博士の学位の授与に係る論文を公表するときは，「広島大学審

査学位論文」と明記しなければならない。 

第 5章 雑則 

(修士若しくは博士の学位又は専門職学位の授与の取消し) 

第 15条 本学において修士若しくは博士の学位又は専門職学位を授与された者が，次の各

号のいずれかに該当するときは，学長は，教育研究評議会(以下「評議会」という。)の

議を経て，修士若しくは博士の学位又は専門職学位の授与を取り消し，学位記を返還さ

せるものとする。 

(1) 不正の方法により修士若しくは博士の学位又は専門職学位を受けたことが判明した

とき。 

(2) その名誉を汚辱する行為があったとき。 

2 評議会において，前項の議決を行う場合は，評議員(海外出張中及び長期療養中の者を除

く。)の 3分の 2以上の出席を必要とし，かつ，出席者の 4分の 3以上の賛成がなければ

ならない。 

3 学位の授与を取り消したときは，その旨の理由を付して公表するものとする。 

(学位記，申請書等及び通知書の様式) 

第 16条 学位記，第 4条第 3項の申請書等及び第 11条の通知書の様式は，別記様式第 1号

から別記様式第 11号までのとおりとする。 

(その他) 

第 17条 この規則に定めるもののほか，学位の授与に関し必要な事項は，各学部又は研究

科等が定める。 

附 則 

1 この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

2 平成 15年度以前に入学した学生の学士の学位に付記する専攻分野の名称については，別

表第 1の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

3 平成 15年度以前に入学した学生の修士又は博士の学位に付記する専攻分野の名称につい

ては，別表第 2の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

4 第 2条第 3項の規定による博士の学位の授与は，本学大学院の博士課程を経た者に同種

類の学位を授与した後において取扱うものとする。 
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(略) 

 

附 則(令和 7年 3月 11日規則第 21号) 

この規則は，令和 7年 4月 1日から施行する。 

別表第 1(第 3条第 1項関係) 

学士の学位に付記する専攻分野の名称 
学部名 専攻分野の名称 備考 

総合科学部 総合科学   
文学部 文学   
教育学部 教育学 第五類(心理学系コース)を除く 

心理学 第五類(心理学系コース) 
法学部 法学   
経済学部 経済学   
理学部 理学   
医学部 医学 医学科 

看護学 保健学科(看護学専攻) 
保健学 保健学科(理学療法学専攻及び作業療法学専攻) 

歯学部 歯学 歯学科 
口腔健康科学 口腔健康科学科 

薬学部 薬学 薬学科 
薬科学 薬科学科 

工学部 工学   
生物生産学部 農学   
情報科学部 情報科学   

別表第 2(第 3条第 2項関係) 

修士及び博士の学位に付記する専攻分野の名称 
研究科等名 専攻分野の名称 

修士 博士 
人間社会科学研究科 文学 文学 

心理学 心理学 
法学 法学 
経済学 経済学 
ソーシャルデータサイエンス マネジメント 
マネジメント 経営学 
経営学 国際協力学 
国際協力学 学術 
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学術 教育学 
教育学 教育心理学 
教育心理学  

教育データサイエンス   
先進理工系科学研究科 理学 理学 

工学 工学 
情報科学 情報科学 
国際協力学 国際協力学 
学術 学術 

統合生命科学研究科 理学 理学 
工学 工学 
農学 農学 
学術 学術 

医系科学研究科 医科学 医学 
歯科学 歯学 
公衆衛生学 薬学 
薬科学 学術 
看護学 医科学 
保健学 歯科学 
口腔健康科学 薬科学 
学術 看護学 
  保健学 
  口腔健康科学 

スマートソサイエティ実践科学研究院 学術 学術 
  工学 
  情報科学 
  農学 
  保健学 
  医科学 
  経済学 

別表第 3(第 3条第 3項関係) 

専門職学位に付記する学位の名称 
研究科名 学位の名称 

人間社会科学研究科 教職修士(専門職) 
法務博士(専門職) 
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○広島大学授業料等免除及び猶予規則 
(平成 16年 4月 1日規則第 9号) 

広島大学授業料等免除及び猶予規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号)第 16条の 2第 3項及び

第 48条第 4項(広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号)第 49条第 7項及び

広島大学特別支援教育特別専攻科規則(平成 19年 3月 20日規則第 44号)第 21条第 1項

において準用する場合を含む。)並びに広島大学大学院規則第 22条第 6項の規定に基づ

き，広島大学(以下「本学」という。)の学部，研究科，研究科等連係課程実施基本組織

及び専攻科の学生の入学料及び授業料の免除及び徴収猶予に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

(高等教育の修学支援新制度による授業料の免除等) 

第 1条の 2 本学の学部に学生として入学する者に対する入学料の免除及び学部の学生に対

する授業料の免除は，大学等における修学の支援に関する法律(令和元年法律第 8号)そ

の他関係法令の定めるところによる。 

第 1条の 3 本学の学部に学生として入学する者及び学部の学生には，第 2条から第 9条ま

で(第 3条の 2，第 5条の 3及び第 5条の 5を除く。)の規定は，適用しない。ただし，大

学等における修学の支援に関する法律施行規則(令和元年文部科学省令第 6号)第 9条第 3

項の規定により本学が授業料等減免対象者としての認定を行うことができない者につい

ては，この限りでない。 

(経済的理由等に基づく入学料の免除，徴収猶予等) 

第 2条 次の各号のいずれかに該当する者には，入学料の全額又は半額を免除することがで

きる。 

(1) 本学の研究科，研究科等連係課程実施基本組織又は専攻科の学生として入学する者

であって経済的理由によって納付が困難であり，かつ，学業が優秀と認められるもの 

(2) 本学の学部，研究科，研究科等連係課程実施基本組織又は専攻科(以下「学部等」

という。)に学生として入学する者であって，入学前 1年以内において学生の学資を主

として負担している者(以下「学資負担者」という。)が死亡した場合，本人若しくは

学資負担者が災害を受けた場合又はこれらに準ずる場合であって学長が相当と認める

事由がある場合で納付が著しく困難であると認められる者 

(3) 学部等に学生として入学する者であって，入学前において本人又は学資負担者が災

害を受け(前号に該当する場合を除く。)，当該災害により居住する地域が災害救助法

(昭和 22年法律第 118号)の適用を受け,かつ，本人又は学資負担者が引き続き当該地

域に居住している場合(当該地域が災害救助法の適用日から 5年を経過する日までの期

間にある場合に限る。)で納付が著しく困難であると認められる者 
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○広島大学授業料等免除及び猶予規則 
(平成 16年 4月 1日規則第 9号) 

広島大学授業料等免除及び猶予規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号)第 16条の 2第 3項及び

第 48条第 4項(広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号)第 49条第 7項及び

広島大学特別支援教育特別専攻科規則(平成 19年 3月 20日規則第 44号)第 21条第 1項

において準用する場合を含む。)並びに広島大学大学院規則第 22条第 6項の規定に基づ

き，広島大学(以下「本学」という。)の学部，研究科，研究科等連係課程実施基本組織

及び専攻科の学生の入学料及び授業料の免除及び徴収猶予に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

(高等教育の修学支援新制度による授業料の免除等) 

第 1条の 2 本学の学部に学生として入学する者に対する入学料の免除及び学部の学生に対

する授業料の免除は，大学等における修学の支援に関する法律(令和元年法律第 8号)そ

の他関係法令の定めるところによる。 

第 1条の 3 本学の学部に学生として入学する者及び学部の学生には，第 2条から第 9条ま

で(第 3条の 2，第 5条の 3及び第 5条の 5を除く。)の規定は，適用しない。ただし，大

学等における修学の支援に関する法律施行規則(令和元年文部科学省令第 6号)第 9条第 3

項の規定により本学が授業料等減免対象者としての認定を行うことができない者につい

ては，この限りでない。 

(経済的理由等に基づく入学料の免除，徴収猶予等) 

第 2条 次の各号のいずれかに該当する者には，入学料の全額又は半額を免除することがで

きる。 

(1) 本学の研究科，研究科等連係課程実施基本組織又は専攻科の学生として入学する者

であって経済的理由によって納付が困難であり，かつ，学業が優秀と認められるもの 

(2) 本学の学部，研究科，研究科等連係課程実施基本組織又は専攻科(以下「学部等」

という。)に学生として入学する者であって，入学前 1年以内において学生の学資を主

として負担している者(以下「学資負担者」という。)が死亡した場合，本人若しくは

学資負担者が災害を受けた場合又はこれらに準ずる場合であって学長が相当と認める

事由がある場合で納付が著しく困難であると認められる者 

(3) 学部等に学生として入学する者であって，入学前において本人又は学資負担者が災

害を受け(前号に該当する場合を除く。)，当該災害により居住する地域が災害救助法

(昭和 22年法律第 118号)の適用を受け,かつ，本人又は学資負担者が引き続き当該地

域に居住している場合(当該地域が災害救助法の適用日から 5年を経過する日までの期

間にある場合に限る。)で納付が著しく困難であると認められる者 

2 前項の免除を受けようとする者は，入学手続終了の日までに所定の書類を学長に提出

し，その許可を受けなければならない。 

第 3条 本学の学部等に学生として入学する者であって，次の各号のいずれかに該当するも

のには，入学料の徴収を猶予することができる。 

(1) 経済的理由によって納付期限までに納付が困難であり，かつ，学業が優秀と認めら

れる者 

(2) 入学前 1年以内において，学資負担者が死亡した場合，本人若しくは学資負担者が

災害を受けた場合又はこれらに準ずる場合であって学長が相当と認める事由がある場

合で納付期限までに納付が困難であると認める者 

(3) 入学前において本人又は学資負担者が災害を受け(前号に該当する場合を除く。)，

当該災害により居住する地域が災害救助法の適用を受け，かつ，本人又は学資負担者

が引き続き当該地域に居住している場合(当該地域が災害救助法の適用日から 5年を経

過する日までの期間にある場合に限る。)で納付期限までに納付が困難であると認めら

れる者 

2 前項による徴収猶予を受けようとする者は，入学手続終了の日までに所定の書類を学長

に提出し，その許可を受けなければならない。ただし，入学料免除を申請し，免除を不

許可とされた者及び半額免除を許可された者が徴収猶予を受けようとする場合は，免除

の不許可及び半額免除の許可を告知された日から起算して 14日以内に提出しなければな

らない。 

3 第 1項により徴収を猶予する期間は次のとおりとし，当該期間内に納付すべき入学料を

納付しなければならない。 

(1) 4 月入学者 当該年度の 8月末日 

(2) 10 月入学者 当該年度の 2月末日 

4 免除又は徴収猶予を許可又は不許可とするまでの間は，免除又は徴収猶予を申請した者

に係る入学料の徴収を猶予する。 

5 免除若しくは徴収猶予を不許可とされた者又は半額免除を許可された者(第 2項ただし書

により徴収猶予の申請をした者を除く。)は，免除若しくは徴収猶予の不許可又は半額免

除の許可を告知された日から起算して 14日以内に，納付すべき入学料を納付しなければ

ならない。 

(フェニックス奨学生に係る入学料の免除及び徴収猶予並びに光り輝く奨学生に係る入学

料の免除) 

第 3条の 2 広島大学フェニックス奨学制度による奨学生(以下「フェニックス奨学生」と

いう。)に係る入学料の免除及び徴収猶予並びに広島大学光り輝く奨学制度による奨学生

(以下「光り輝く奨学生」という。)に係る入学料の免除については，広島大学奨学制度

に関する規則(平成 20年 1月 15日規則第 6号)の定めるところによる。 
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(大学院統合生命科学研究科統合生命科学専攻の博士課程後期の学生のうちベトナムサテ

ライトキャンパスで修学する学生に係る入学料の免除) 

第 3条の 3 大学院統合生命科学研究科統合生命科学専攻の博士課程後期の学生のうちベト

ナムサテライトキャンパスで修学する学生で成績優秀なものに係る入学料の免除につい

ては，広島大学大学院統合生命科学研究科統合生命科学専攻の博士課程後期の学生のう

ちベトナムサテライトキャンパスで修学する学生の入学料及び授業料の免除に関する要

項(令和 7年 2月 18日学長決裁)の定めるところによる。 

(死亡等による入学料の免除) 

第 4条 入学料の徴収猶予を申請した者について，第 3条第 3項に規定する期間内において

死亡した場合は，未納の入学料の全額を免除する。 

2 入学料の免除又は徴収猶予を申請した者について，第 3条第 4項の規定により徴収を猶

予している期間内において死亡した場合は，未納の入学料の全額を免除する。 

3 免除又は徴収猶予を不許可とされた者又は半額免除を許可された者について，第 3条第

5項に規定する期間内において死亡した場合は，未納の入学料の全額を免除する。 

4 免除若しくは徴収猶予を不許可とされた者又は半額免除を許可された者であって，納付

すべき入学料を納付しないことにより学籍を有しないこととなる場合は，その者に係る

未納の入学料の全額を免除する。 

(経済的理由に基づく授業料免除) 

第 5条 学資の支弁が困難であり，かつ，学業優秀と認められる場合は，各期ごとの授業料

について全額又は半額を免除することができる。 

2 前項の免除を受けようとする者は，納付期限までに所定の書類を学長に提出し，その許

可を受けなければならない。 

(成績優秀学生に対する授業料免除) 

第 5条の 2 成績優秀学生の授業料免除については，広島大学エクセレントスチューデント

スカラシップ規則(平成 18年 4月 18日規則第 91号)の定めるところによる。 

(フェニックス奨学生及び光り輝く奨学生に対する授業料免除) 

第 5条の 3 フェニックス奨学生及び光り輝く奨学生の授業料免除については，広島大学奨

学制度に関する規則の定めるところによる。 

(入学前奨学制度による奨学生に対する授業料免除) 

第 5条の 4 広島大学入学前奨学制度による奨学生の授業料免除については，広島大学入学

前奨学制度規則(平成 29年 2月 21日規則第 6号)の定めるところによる。 

(給付奨学金制度による給付奨学生に対する授業料免除) 

第 5条の 5 独立行政法人日本学生支援機構の給付奨学金制度による給付奨学生の授業料に

ついては，全額免除とする。 

(卓越大学院プログラム履修生に対する授業料免除) 
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(大学院統合生命科学研究科統合生命科学専攻の博士課程後期の学生のうちベトナムサテ

ライトキャンパスで修学する学生に係る入学料の免除) 

第 3条の 3 大学院統合生命科学研究科統合生命科学専攻の博士課程後期の学生のうちベト

ナムサテライトキャンパスで修学する学生で成績優秀なものに係る入学料の免除につい

ては，広島大学大学院統合生命科学研究科統合生命科学専攻の博士課程後期の学生のう

ちベトナムサテライトキャンパスで修学する学生の入学料及び授業料の免除に関する要

項(令和 7年 2月 18日学長決裁)の定めるところによる。 

(死亡等による入学料の免除) 

第 4条 入学料の徴収猶予を申請した者について，第 3条第 3項に規定する期間内において

死亡した場合は，未納の入学料の全額を免除する。 

2 入学料の免除又は徴収猶予を申請した者について，第 3条第 4項の規定により徴収を猶

予している期間内において死亡した場合は，未納の入学料の全額を免除する。 

3 免除又は徴収猶予を不許可とされた者又は半額免除を許可された者について，第 3条第

5項に規定する期間内において死亡した場合は，未納の入学料の全額を免除する。 

4 免除若しくは徴収猶予を不許可とされた者又は半額免除を許可された者であって，納付

すべき入学料を納付しないことにより学籍を有しないこととなる場合は，その者に係る

未納の入学料の全額を免除する。 

(経済的理由に基づく授業料免除) 

第 5条 学資の支弁が困難であり，かつ，学業優秀と認められる場合は，各期ごとの授業料

について全額又は半額を免除することができる。 

2 前項の免除を受けようとする者は，納付期限までに所定の書類を学長に提出し，その許

可を受けなければならない。 

(成績優秀学生に対する授業料免除) 

第 5条の 2 成績優秀学生の授業料免除については，広島大学エクセレントスチューデント

スカラシップ規則(平成 18年 4月 18日規則第 91号)の定めるところによる。 

(フェニックス奨学生及び光り輝く奨学生に対する授業料免除) 

第 5条の 3 フェニックス奨学生及び光り輝く奨学生の授業料免除については，広島大学奨

学制度に関する規則の定めるところによる。 

(入学前奨学制度による奨学生に対する授業料免除) 

第 5条の 4 広島大学入学前奨学制度による奨学生の授業料免除については，広島大学入学

前奨学制度規則(平成 29年 2月 21日規則第 6号)の定めるところによる。 

(給付奨学金制度による給付奨学生に対する授業料免除) 

第 5条の 5 独立行政法人日本学生支援機構の給付奨学金制度による給付奨学生の授業料に

ついては，全額免除とする。 

(卓越大学院プログラム履修生に対する授業料免除) 

第 5条の 6 卓越大学院プログラム履修生の授業料免除については，広島大学卓越大学院プ

ログラム規則(平成 31年 3月 29日規則第 30号)の定めるところによる。 

(博士課程リーダー育成プログラム履修生に対する授業料免除) 

第 5条の 7 博士課程リーダー育成プログラム履修生の授業料免除については，広島大学大

学院博士課程リーダー育成プログラム規則(平成 24年 9月 18日規則第 122号)の定める

ところによる。 

(国際連携専攻の学生のうち本学をホーム大学とする学生に対する授業料免除) 

第 5条の 8 大学院人間社会科学研究科広島大学・グラーツ大学国際連携サステイナビリテ

ィ学専攻及び大学院先進理工系科学研究科広島大学・ライプツィヒ大学国際連携サステ

イナビリティ学専攻の学生のうち本学をホーム大学とする学生で成績優秀なものの授業

料免除については，広島大学大学院人間社会科学研究科広島大学・グラーツ大学国際連

携サステイナビリティ学専攻及び広島大学大学院先進理工系科学研究科広島大学・ライ

プツィヒ大学国際連携サステイナビリティ学専攻の学生のうち広島大学をホーム大学と

する学生の授業料の免除に関する要項(令和 6年 3月 11日学長決裁)の定めるところによ

る。 

(大学院統合生命科学研究科統合生命科学専攻の博士課程後期の学生のうちベトナムサテ

ライトキャンパスで修学する学生に対する授業料免除) 

第 5条の 9 大学院統合生命科学研究科統合生命科学専攻の博士課程後期の学生のうちベト

ナムサテライトキャンパスで修学する学生で成績優秀なものの授業料免除については，

広島大学大学院統合生命科学研究科統合生命科学専攻の博士課程後期の学生のうちベト

ナムサテライトキャンパスで修学する学生の入学料及び授業料の免除に関する要項の定

めるところによる。 

(やむを得ない事情があると認められる場合の授業料免除) 

第 6条 死亡，行方不明等やむを得ない事情があると認められる場合は，次のとおり授業料

を免除することができる。 

(1) 死亡，行方不明のため学籍を除いた場合は，未納の授業料の全額 

(2) 授業料の各期ごとの納付月前 6月以内(入学した日の属する期分の免除に係る場合

は，入学前 1年以内)において，学資負担者が死亡した場合，学生若しくは学資負担者

が災害を受けた場合又はこれらに準ずる場合であって学長が相当と認める事由がある

場合で納付が著しく困難であると認められる場合は，当該事由の発生した日の属する

期の翌期に納付すべき授業料の全額又は半額。ただし，当該事由発生の時期が当該期

の授業料の納付期限以前であり，かつ，当該学生が当該期分の授業料を納付していな

い場合においては，翌期に納付すべき授業料に代えて当該期分の授業料の全額又は半

額を免除することができる。 

(3) 学生又は学資負担者が災害を受け(前号に該当する場合を除く。)，当該災害により

居住する地域が災害救助法の適用を受け，かつ，学生又は学資負担者が引き続き当該
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地域に居住している場合(当該地域が災害救助法の適用日から 5年を経過する日までの

期間にある場合に限る。)で納付が著しく困難であると認められる場合は，各期ごとの

授業料の全額又は半額 

(4) 授業料又は入学料未納のため除籍した場合は，未納の授業料の全額 

(5) 授業料の徴収猶予(月割分納による徴収猶予を含む。)を許可している者に対し，そ

の願出により退学を許可した場合は，月割計算による退学の翌月以降に納付すべき授

業料の全額 

2 休学を許可した場合は，休学当月の翌月(休学開始日が月の初日の場合は休学当月)から

復学当月の前月までの月数に授業料年額の 12分の 1に相当する額を乗じて得た額の全額

を免除する。 

3 第 1項第 2号及び第 3号の取扱手続については，第 5条第 2項の規定を準用する。 

(経済的理由等に基づく授業料の徴収猶予) 

第 7条 学生が次の各号のいずれかに該当する場合は，各期ごとの授業料の全部又は一部を

徴収猶予することができる。 

(1) 経済的理由によって納付期限までに授業料の納付が困難であり，かつ，学業優秀と

認められる場合 

(2) 行方不明の場合 

(3) 授業料の各期ごとの納付月前 6月以内(入学した月の属する期分は入学前 1年以内)

において，学生又は学資負担者が災害を受け，納付が困難であると認められる場合 

(4) 学生又は学資負担者が災害を受け(前号に該当する場合を除く。)，当該災害により

居住する地域が災害救助法の適用を受け，かつ，学生又は学資負担者が引き続き当該

地域に居住している場合(当該地域が災害救助法の適用日から 5年を経過する日までの

期間にある場合に限る。)で納付が困難であると認められる場合 

(5) その他やむを得ない事情があると認められる場合 

2 前項の取扱手続については，第 5条第 2項の規定を準用する。 

3 第 1項により徴収を猶予する期間は次のとおりとし，当該期間内に納付すべき授業料を

納付しなければならない。 

(1) 前期分 当該年度の 8月末日 

(2) 後期分 当該年度の 2月末日 

(大学院修士段階における授業料後払い制度に係る授業料の徴収猶予) 

第 7条の 2 独立行政法人日本学生支援機構が行う第一種奨学金の貸与事業である大学院修

士段階における授業料後払い制度に申請した者については，各期ごとの授業料の全部又

は一部を徴収猶予することができる。 

2 前項により徴収を猶予する期間は次のとおりとし，当該期間内に納付すべき授業料を納

付しなければならない。 

(1) 前期分 当該年度の 8月末日 
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地域に居住している場合(当該地域が災害救助法の適用日から 5年を経過する日までの

期間にある場合に限る。)で納付が著しく困難であると認められる場合は，各期ごとの

授業料の全額又は半額 

(4) 授業料又は入学料未納のため除籍した場合は，未納の授業料の全額 

(5) 授業料の徴収猶予(月割分納による徴収猶予を含む。)を許可している者に対し，そ

の願出により退学を許可した場合は，月割計算による退学の翌月以降に納付すべき授

業料の全額 

2 休学を許可した場合は，休学当月の翌月(休学開始日が月の初日の場合は休学当月)から

復学当月の前月までの月数に授業料年額の 12分の 1に相当する額を乗じて得た額の全額

を免除する。 

3 第 1項第 2号及び第 3号の取扱手続については，第 5条第 2項の規定を準用する。 

(経済的理由等に基づく授業料の徴収猶予) 

第 7条 学生が次の各号のいずれかに該当する場合は，各期ごとの授業料の全部又は一部を

徴収猶予することができる。 

(1) 経済的理由によって納付期限までに授業料の納付が困難であり，かつ，学業優秀と

認められる場合 

(2) 行方不明の場合 

(3) 授業料の各期ごとの納付月前 6月以内(入学した月の属する期分は入学前 1年以内)

において，学生又は学資負担者が災害を受け，納付が困難であると認められる場合 

(4) 学生又は学資負担者が災害を受け(前号に該当する場合を除く。)，当該災害により

居住する地域が災害救助法の適用を受け，かつ，学生又は学資負担者が引き続き当該

地域に居住している場合(当該地域が災害救助法の適用日から 5年を経過する日までの

期間にある場合に限る。)で納付が困難であると認められる場合 

(5) その他やむを得ない事情があると認められる場合 

2 前項の取扱手続については，第 5条第 2項の規定を準用する。 

3 第 1項により徴収を猶予する期間は次のとおりとし，当該期間内に納付すべき授業料を

納付しなければならない。 

(1) 前期分 当該年度の 8月末日 

(2) 後期分 当該年度の 2月末日 

(大学院修士段階における授業料後払い制度に係る授業料の徴収猶予) 

第 7条の 2 独立行政法人日本学生支援機構が行う第一種奨学金の貸与事業である大学院修

士段階における授業料後払い制度に申請した者については，各期ごとの授業料の全部又

は一部を徴収猶予することができる。 

2 前項により徴収を猶予する期間は次のとおりとし，当該期間内に納付すべき授業料を納

付しなければならない。 

(1) 前期分 当該年度の 8月末日 

(2) 後期分 当該年度の 2月末日 

(授業料の月割分納) 

第 8条 第 7条第 1項第 3号から第 5号までのいずれかに該当する特別の事情があると認め

られる場合は，授業料の月割分納を許可することができる。この場合の月割分納額は，

年額の 12分の 1に相当する額とする。 

2 前項の月割分納の許可を受けようとする者は，納付期限までに所定の書類を学長に提出

し，その許可を受けなければならない。 

(許可された者の義務等) 

第 9条 免除，徴収猶予及び月割分納を許可された者は，当該期間の中途においてその事由

が消滅したときは，直ちにその旨を学長に届け出なければならない。 

2 前項の者に対する許可は，届出の日からその効力を失う。 

3 許可された事由について虚偽の事実が判明したときは，その許可を取り消す。 

(雑則) 

第 10条 この規則に定めるもののほか，学生の入学料及び授業料の免除及び徴収猶予に関

し必要な事項は，別に定める。 

附 則 

この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

 

(略) 

 

附 則(令和 7年 2月 18日規則第 14号) 

この規則は，令和 7年 2月 18日から施行し，この規則による改正後の広島大学授業料等

免除及び猶予規則の規定は，令和 6年 10月 1日から適用する。 
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○広島大学長期履修の取扱いに関する細則 
(平成 16年 4月 1日副学長(教育・学生担当)決裁) 

広島大学長期履修の取扱いに関する細則 

(趣旨) 

第 1条 この細則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号。以下「通則」とい

う。)第 22条第 2項及び広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号。以下「大

学院規則」という。)第 32条第 2項の規定に基づき，広島大学(以下「本学」という。)

における長期履修の取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。 

(対象となる学生) 

第 2条 長期履修を願い出できる者は，次の各号のいずれかに該当する者で，修業年限(研

究科又は研究科等連係課程実施基本組織にあっては標準修業年限)を超えて，一定の期間

にわたり計画的に教育課程を履修することを希望したものとする。 

(1) 職業を有し，かつ，就業している者(アルバイトとして就業する者を含む。)で，学

修時間の確保が著しく困難であるもの 

(2) 家庭において家事，育児及び介護を行う者で，学修時間の確保が著しく困難である

もの 

(3) 身体障害，知的障害，精神障害(発達障害を含む。)その他の心身の機能の障害があ

る者で，学修時間の確保が著しく困難であるもの 

(4) 本学フェニックス入学制度により入学した者 

(長期履修の期間) 

第 3条 長期履修の期間の最長年限は，通則第 6条又は大学院規則第 10条に規定する在学

年限の範囲内で，学部，研究科又は研究科等連係課程実施基本組織において定める年数

とする。 

(手続) 

第 4条 長期履修を希望する者は，前期は 4月 1日から 4月 15日までに，後期は 10月 1日

から 10月 15日までに，所定の長期履修願を所属する学部，研究科又は研究科等連係課

程実施基本組織(以下「所属学部等」という。)を経て，学長に願い出なければならな

い。 

2 前項の規定による願い出があったときは，所属学部等の教授会の議を経て，学長が許可

する。 

3 学長は，前項の規定により許可したときは，所属学部等の長へ通知するとともに，本人

へ許可書を交付する。 

(履修形態の変更) 

第 5条 在学途中における長期履修への変更は，所属学部等の在学者数(長期履修学生の在

学者数は指定の算式による。)が収容定員を超えない範囲内で認めることができるものと

する。ただし，卒業又は修了予定年次の者の変更は認めないものとする。 
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○広島大学長期履修の取扱いに関する細則 
(平成 16年 4月 1日副学長(教育・学生担当)決裁) 

広島大学長期履修の取扱いに関する細則 

(趣旨) 

第 1条 この細則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号。以下「通則」とい

う。)第 22条第 2項及び広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号。以下「大

学院規則」という。)第 32条第 2項の規定に基づき，広島大学(以下「本学」という。)

における長期履修の取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。 

(対象となる学生) 

第 2条 長期履修を願い出できる者は，次の各号のいずれかに該当する者で，修業年限(研

究科又は研究科等連係課程実施基本組織にあっては標準修業年限)を超えて，一定の期間

にわたり計画的に教育課程を履修することを希望したものとする。 

(1) 職業を有し，かつ，就業している者(アルバイトとして就業する者を含む。)で，学

修時間の確保が著しく困難であるもの 

(2) 家庭において家事，育児及び介護を行う者で，学修時間の確保が著しく困難である

もの 

(3) 身体障害，知的障害，精神障害(発達障害を含む。)その他の心身の機能の障害があ

る者で，学修時間の確保が著しく困難であるもの 

(4) 本学フェニックス入学制度により入学した者 

(長期履修の期間) 

第 3条 長期履修の期間の最長年限は，通則第 6条又は大学院規則第 10条に規定する在学

年限の範囲内で，学部，研究科又は研究科等連係課程実施基本組織において定める年数

とする。 

(手続) 

第 4条 長期履修を希望する者は，前期は 4月 1日から 4月 15日までに，後期は 10月 1日

から 10月 15日までに，所定の長期履修願を所属する学部，研究科又は研究科等連係課

程実施基本組織(以下「所属学部等」という。)を経て，学長に願い出なければならな

い。 

2 前項の規定による願い出があったときは，所属学部等の教授会の議を経て，学長が許可

する。 

3 学長は，前項の規定により許可したときは，所属学部等の長へ通知するとともに，本人

へ許可書を交付する。 

(履修形態の変更) 

第 5条 在学途中における長期履修への変更は，所属学部等の在学者数(長期履修学生の在

学者数は指定の算式による。)が収容定員を超えない範囲内で認めることができるものと

する。ただし，卒業又は修了予定年次の者の変更は認めないものとする。 

2 既に長期履修を許可されている者の履修期間の短縮(長期履修の取りやめを含む。以下同

じ。)は認めることができるものとする。ただし，履修期間の延長は認めないものとす

る。 

3 在学途中における長期履修への変更及び既に長期履修を許可されている者の履修期間の

短縮(以下「履修形態の変更」という。)は 1回に限るものとする。 

4 履修形態の変更に係る手続は，前条に準じて行うものとする。 

附 則 

この細則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

 

(略) 

 

附 則(令和 7年 3月 11日 一部改正) 

この細則は，令和 7年 4月 1日から施行する。 

― 139―



○広島大学既修得単位等の認定に関する細則 
(平成 16年 4月 1日副学長(教育・学生担当)決裁) 

広島大学既修得単位等の認定に関する細則 

(趣旨) 

第 1条 この細則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号。以下「通則」とい

う。)第 31条第 4項及び広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号。以下「大

学院規則」という。)第 36条第 4項の規定に基づき，新たに広島大学(以下「本学」とい

う。)の学部の第 1年次に入学した者又は大学院に入学した者の既修得単位等の認定に関

し必要な事項を定めるものとする。 

(認定単位数等) 

第 2条 通則第 31条第 1項及び第 2項の規定による既修得単位等の認定単位数等について

は，通則第 31条第 3項又は大学院規則第 36条第 2項に規定する範囲内で，学部，研究

科又は研究科等連係課程実施基本組織がそれぞれ定める。 

2 本学における既修得単位(科目等履修生として修得した単位を含む。)の認定単位数等に

ついては，学部，研究科又は研究科等連係課程実施基本組織がそれぞれ定める。 

3 副専攻プログラム又は特定プログラムに係る既修得単位等の認定単位数等については，

広島大学副専攻プログラム履修細則(平成 18年 3月 14日副学長(教育・研究担当)決裁)

又は広島大学特定プログラム履修細則(平成 18年 3月 14日副学長(教育・研究担当)決

裁)の定めるところによる。 

(手続) 

第 3条 既修得単位等の認定を受けようとする者は，4月入学者にあっては入学した年度の

6月 30日までに，10月入学者にあっては入学した年度の 12月 28日までに，副専攻プロ

グラム又は特定プログラムを登録した者にあっては登録した年度の 6月 30日までに，別

記様式第 1号の既修得単位等認定願に成績証明書その他必要な書類を添えて，所属する

学部，研究科又は研究科等連係課程実施基本組織(以下「所属学部等」という。)の長に

申請しなければならない。 

第 4条 所属学部等の長は，前条の規定による申請があったときは，所属学部等の教授会の

審査を経て，第 2条第 1項及び第 2項の規定に基づき定めた単位数等を超えないよう既

修得単位等の認定を行うものとする。 

2 前項の場合において，認定を希望する本学の授業科目(教養教育科目を除く。)のうち，

所属学部等以外が開設するものについては，原則として関係する学部又は研究科等(研究

科，研究科等連係課程実施基本組織，附置研究所，教育本部，全国共同利用施設又は学

内共同教育研究施設をいう。以下同じ。)と事前に協議するものとする。 

第 5条 所属学部等の長は，前条第 1項の審査の結果について，既修得単位等の認定を行っ

たときは別記様式第 2号又は別記様式第 3号の既修得単位等認定通知書により，認定を

行わなかったときは適宜な方法により，速やかに申請した者に通知するものとする。 
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2 所属学部等の長は，所属学部等以外が開設する授業科目(教養教育科目を除く。)の既修

得単位等の認定を行ったときは，その旨を関係する学部又は研究科等の長に通知するも

のとする。 

(履修の指導) 

第 6条 既修得単位等の認定を行ったときは，認定した単位に代えて他の選択科目等の履修

を行わせるなど，所属学部等において適切な指導を行うものとする。 

(外国語技能検定試験等に係る認定の手続) 

第 7条 外国語技能検定試験等に係る既修得単位の認定を受けようとする者の申請に係る書

類及び認定の審査の結果に係る通知については，第 3条及び第 5条第 1項の規定にかか

わらず，外国語技能検定試験等による単位認定の取扱いについて(令和 5年 2月 7日教育

本部全学教育統括部統括会議長決裁)の定めるところによる。 

附 則 

この細則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

 

   (略) 

 

この細則は，令和 5年 6月 28日から施行し，この細則による改定後の広島大学既修得単

位等の認定に関する細則の規定は，令和 5年 4月 1日から適用する。 
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別記様式第1号(第3条関係) 

既修得単位等認定願 

令和  年  月  日 

(所属学部等の長) 

広島大学    長 殿 

所属              

学生番号            

氏名              

 

の規定により既修得単位等の認定を受けたいので， 

 

成績証明書を添付の上，下記のとおり申請します。 

記 

認定を受けようとする既修得単位等 認定を希望する広島大学の授業科
目名等 

既修得授
業科目名
等 

修得単
位数等 

単位を修得した大学(短期大
学)・学部名又は研究科名，学
修した講習名等 

区分 授業科目 

          

(注)1 「氏名」欄は，必ず本人が自署すること。 

2 区分欄には，広島大学の学部，研究科又は研究科等連係課程実施基本組織で定め
る授業科目の区分を記入すること。 

3 成績証明書のほか，認定証明書，授業内容，学修内容を記載したシラバス等必要
な書類を添付すること。 

広島大学通則第 31条 
 
広島大学大学院規則第 36条 
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別記様式第2号(第5条第1項関係) 

 

   (略) 

 
 
 
別記様式第3号(第5条第1項関係) 
 
 

既修得単位等認定通知書(大学院学生用) 

 

学生番号 

氏名 

 

広島大学大学院規則第36条の規定に基づき，下記のとおり広島大学において修得したもの

として単位を認定する。 

 

令和  年  月  日 

(所属する研究科等の長)  

広島大学                長 

認定する授業科目及び単位数等 認定の基礎となった既修得単位等 

区分 授業科目 認定単
位数 評価等 既修得授業科目名等 修得単

位数等 評価 

             

単位を修得した大学院・研究科等名 

備考 
 
※評価を含めて単位認定された場合はその評価を評価等欄に「秀」，「優」，「良」，「可」の4段階で
表記し，単位のみ認定された場合は「単位認定」と表記しています。 
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○広島大学科目等履修生規則 
(平成 16年 4月 1日規則第 12号) 

広島大学科目等履修生規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号。以下「通則」とい

う。)第 52条の 2第 2項及び広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号。以下

「大学院規則」という。)第 54条第 2項の規定に基づき，広島大学(以下「本学」とい

う。)の科目等履修生に関し必要な事項を定めるものとする。 

(履修期間) 

第 2条 科目等履修生の履修の期間は，1学年又は 1学期(前期又は後期)とする。 

(入学資格) 

第 3条 科目等履修生として学部に入学することができる者は，次の各号に掲げる者で，本

学において科目等履修生として適当と認めたものとする。 

(1) 通則第 11条各号に規定する者(第 3号に掲げる者を除く。) 

(2) 学部生を対象に開設する授業科目のうち本学が指定する授業科目の履修を希望する

高等学校又は中等教育学校後期課程に在学する者(次号に掲げる者を除く。) 

(3) 学部が実施する高大接続型プログラム又は入学前プログラムにおいて当該学部が指

定する授業科目の履修を希望する通則第 11条各号に規定する者(履修を希望する年度

の翌年度の 3月 31日までに通則第 11条各号に規定する入学資格を有することが見込

まれる者を含む。) 

2 前項第 2号及び第 3号に掲げる者の履修に関し必要な事項は，別に定める。 

第 3条の 2 科目等履修生として大学院に入学することができる者は，大学院規則第 15条

各号に規定する者で，本学において科目等履修生として適当と認めたものとする。 

第 3条の 3 第 3条第 1項第 1号及び第 3号並びに前条の規定にかかわらず，本学の科目等

履修生になることによって在留資格を得ようとする者は入学を認めない。 

(出願手続) 

第 4条 科目等履修生として入学を志願する者(以下「入学志願者」という。)は，学年又は

学期の始めの 1月前までに次に掲げる書類に検定料 9,800 円を添え，履修を希望する学

部，研究科又は研究科等連係課程実施基本組織を経て，学長に願い出なければならな

い。 

(1) 科目等履修生許可願(別記様式) 

(2) 履歴書 

(3) 最終学校の卒業証明書 

(4) 官公署又は会社等に在職している者は，その所属長の承諾書 

(5) 外国人で，既に日本に在住している者(永住者及び特別永住者は除く。)は，在留カ

ードの写し 

― 144―



○広島大学科目等履修生規則 
(平成 16年 4月 1日規則第 12号) 

広島大学科目等履修生規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号。以下「通則」とい

う。)第 52条の 2第 2項及び広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号。以下

「大学院規則」という。)第 54条第 2項の規定に基づき，広島大学(以下「本学」とい

う。)の科目等履修生に関し必要な事項を定めるものとする。 

(履修期間) 

第 2条 科目等履修生の履修の期間は，1学年又は 1学期(前期又は後期)とする。 

(入学資格) 

第 3条 科目等履修生として学部に入学することができる者は，次の各号に掲げる者で，本

学において科目等履修生として適当と認めたものとする。 

(1) 通則第 11条各号に規定する者(第 3号に掲げる者を除く。) 

(2) 学部生を対象に開設する授業科目のうち本学が指定する授業科目の履修を希望する

高等学校又は中等教育学校後期課程に在学する者(次号に掲げる者を除く。) 

(3) 学部が実施する高大接続型プログラム又は入学前プログラムにおいて当該学部が指

定する授業科目の履修を希望する通則第 11条各号に規定する者(履修を希望する年度

の翌年度の 3月 31日までに通則第 11条各号に規定する入学資格を有することが見込

まれる者を含む。) 

2 前項第 2号及び第 3号に掲げる者の履修に関し必要な事項は，別に定める。 

第 3条の 2 科目等履修生として大学院に入学することができる者は，大学院規則第 15条

各号に規定する者で，本学において科目等履修生として適当と認めたものとする。 

第 3条の 3 第 3条第 1項第 1号及び第 3号並びに前条の規定にかかわらず，本学の科目等

履修生になることによって在留資格を得ようとする者は入学を認めない。 

(出願手続) 

第 4条 科目等履修生として入学を志願する者(以下「入学志願者」という。)は，学年又は

学期の始めの 1月前までに次に掲げる書類に検定料 9,800 円を添え，履修を希望する学

部，研究科又は研究科等連係課程実施基本組織を経て，学長に願い出なければならな

い。 

(1) 科目等履修生許可願(別記様式) 

(2) 履歴書 

(3) 最終学校の卒業証明書 

(4) 官公署又は会社等に在職している者は，その所属長の承諾書 

(5) 外国人で，既に日本に在住している者(永住者及び特別永住者は除く。)は，在留カ

ードの写し 

2 前項の規定にかかわらず，入学志願者が現職教育職員で所轄庁の推薦派遣による者(以下

「現職教育職員」という。)であるときは，前項第 1号及び第 2号の書類に当該所轄庁の

推薦派遣委託書を添付するものとする。 

(入学志願者の選考及び入学の許可) 

第 5条 前条の入学志願者に対しては，当該学部，研究科又は研究科等連係課程実施基本組

織の教授会がその定める方法により，選考を行う。 

2 前項の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は，指定の期日までに誓約書を提出す

るとともに，入学料 28,200 円を納付しなければならない。 

3 学長は，前項の手続を完了した者に入学を許可する。 

(履修期間の更新) 

第 6条 前期の履修期間で入学を許可された科目等履修生が引き続き後期において履修する

ことを志願するときは，第 2条の規定にかかわらず，その期間を更新することができ

る。 

2 前項の更新手続は，前 2条の規定を準用する。この場合において，入学料は，納付を要

しない。 

(授業料) 

第 7条 科目等履修生は，履修するそれぞれの学期(前期又は後期)ごとに，指定の期日まで

に 1単位に相当する授業について 14,800 円の授業料を納付しなければならない。 

2 指定の期日までに授業料を納付しないときは，掲示等により本人及び父母等に督促す

る。 

3 第 1項の規定にかかわらず，科目等履修生が，広島大学履修証明プログラム規則(平成 2

0年 12 月 16日規則第 172号)に定める履修証明プログラム履修生であり，当該履修証明

プログラムに登録されている授業科目の単位を修得する場合は，当該授業科目に係る授

業料は納付を要しない。 

(現職教育職員の検定料等) 

第 8条 現職教育職員については，第 4条第 1項及び第 5条第 2項の規定にかかわらず，検

定料及び入学料は，納付を要しない。 

2 現職教育職員で履修した授業科目について単位の認定を受けないものについては，前項

に定めるもののほか，前条の規定にかかわらず，授業料は，納付を要しない。 

(既納の検定料，入学料及び授業料の返還) 

第 9条 既納の検定料，入学料及び授業料は，返還しない。 

(実験，実習等の費用) 

第 10条 実験，実習等に要する費用は，必要に応じ科目等履修生の負担とする。 

(単位の授与) 

第 11条 履修した授業科目について単位の認定を受けようとする者は，当該授業科目の試

験を受けなければならない。 
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2 前項の試験及び出席状況により，所定の単位を与える。 

(証明書の交付) 

第 12条 前条により授与された単位については，本人の請求により，単位を修得した旨の

証明書を交付する。 

(大学の命ずる退学) 

第 13条 学長は，科目等履修生がその本分に反する行為があると認めたときは，退学を命

ずることができる。 

(履修許可の取消し) 

第 14条 学長は，科目等履修生が履修の実が上がらないと認めたとき，又は授業料納付の

義務を怠り督促を受けてもなお納付しないときは，当該授業科目の履修の許可を取り消

すことができる。 

(雑則) 

第 15条 この規則に定めるもののほか，科目等履修生に関し必要な事項は，通則又は大学

院規則の規定を準用する。 

附 則 

この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

 

(略) 

 

附 則(令和 7年 3月 11日規則第 22号) 

この規則は，令和 7年 4月 1日から施行する。 

  

別記様式(第4条第1項関係) 

 

年  月  日  

広島大学長  殿 

ふりがな           

氏 名           

生年月日  年  月  日生 

 

科 目 等 履 修 生 許 可 願 

 

貴学科目等履修生として下記のとおり履修したいので，御許可願います。 

 

記 

 

最終卒業学校   

現 職   

履修希望学部等
(学部,研究科又
は研究科等連係
課程実施基本組
織) 

  

履 修 期 間   自    年  月  日 
  至    年  月  日 

履 修 理 由   

授 業 科 目 単 位数 
前 ・ 後
通 年 の

別 

単位認
定の
要・不
要 

承諾 

履修証明プロ
グラム履修生
としての履修
の有無 

         有・無 
         有・無 
         有・無 
         有・無 
         有・無 
         有・無 
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別記様式(第4条第1項関係) 

 

年  月  日  

広島大学長  殿 

ふりがな           

氏 名           

生年月日  年  月  日生 

 

科 目 等 履 修 生 許 可 願 

 

貴学科目等履修生として下記のとおり履修したいので，御許可願います。 

 

記 

 

最終卒業学校   

現 職   

履修希望学部等
(学部,研究科又
は研究科等連係
課程実施基本組
織) 

  

履 修 期 間   自    年  月  日 
  至    年  月  日 

履 修 理 由   

授 業 科 目 単 位数 
前 ・ 後
通 年 の

別 

単位認
定の
要・不
要 

承諾 

履修証明プロ
グラム履修生
としての履修
の有無 

         有・無 
         有・無 
         有・無 
         有・無 
         有・無 
         有・無 

― 147―



同一年度における他の学部等での履修の有無 
     □ 有        □ 無 

有の場合は学部等名〔                  〕 
同一年度における履修証明プログラム履修生としての履修の有無 

□ 有        □ 無 
  有の場合はプログラム名〔                      〕 

(注) 1 「氏名」欄は，必ず本人が自署すること。 

2 「承諾」欄は，事前に受講が可能であることを授業担当教員に確認の上，署名

又は押印を依頼すること。 

3 許可願は，学部等ごとに別葉とすること。 
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○広島大学学生表彰規則 
(平成 16年 4月 1日規則第 14号) 

広島大学学生表彰規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号)第 39条第 2項(広島大

学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号)第 40条及び広島大学特別支援教育特別専

攻科規則(平成 19年 3月 20日規則第 44号)第 16条第 1項において準用する場合を含

む。)の規定に基づき，広島大学(以下「本学」という。)の学生の表彰に関し必要な事項

を定めるものとする。 

(表彰の基準) 

第 2条 表彰は，次の各号のいずれかに該当する本学の学生又は学生を構成員とする団体に

ついて行う。 

(1) 学術研究活動において，特に顕著な業績を挙げたと認められる者 

(2) 課外活動において，特に優秀な成績をおさめ，課外活動の振興に功績があったと認

められる者 

(3) 社会活動において，特に顕著な功績を残し，社会的に高い評価を受けたと認められ

る者 

(4) その他前 3号と同等以上の表彰に値する行為等があったと認められる者 

(表彰対象者の推薦) 

第 3条 理事(教育・平和担当)，副学長(学生支援担当)，学部長，研究科長及び研究科等連

係課程実施基本組織の長は，前条各号のいずれかに該当すると認めるものがあるときは，

学長に推薦することができる。 

(表彰の審議) 

第 4条 学長は，前条の推薦があったときは，審査会を設置する。 

2 審査会の構成員は，別に定める。 

3 表彰は，審査会の意見を聴き，教育研究評議会の議を経て行う。 

(表彰の方法) 

第 5条 表彰は，学長が表彰状を授与することにより行う。 

(表彰の時期) 

第 6条 表彰は，原則として次の日に行う。 
 入学式の日 
 学位記授与式の日 

2 前項の規定にかかわらず，表彰する必要があると判断されるときは，その都度行う。 

(公表) 

第 7条 被表彰者は，学内外に公表する。 

(事務) 
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第 8条 学生の表彰に関する事務は，学生総合支援センターにおいて処理する。 

(雑則) 

第 9条 この規則に定めるもののほか，学生の表彰に関し必要な事項は，別に定める。 

附 則 

この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

 

   (略) 

 

附 則(令和 5年 7月 18日規則第 191号) 

この規則は，令和 5年 7月 18日から施行し，この規則による改正後の広島大学学生表彰

規則の規定は，令和 5年 4月 1日から適用する。 
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○広島大学学生表彰基準 
(平成 16年 4月 1日副学長(教育・学生担当)決裁) 

広島大学学生表彰基準 

1 表彰の対象者について 

表彰の時点において，死亡，卒業等により学籍を離れている者についても，その者の

在学中に行った行為が死亡，卒業等の後に高く評価されたときは，広島大学学生表彰規

則(平成 16年 4月 1日規則第 14号。以下「規則」という。)第 1条及び第 2条の規定に

かかわらず，表彰の対象として考慮するものとする。 

2 表彰候補者の推薦方法について 

規則第 3条に規定する表彰候補者の推薦は，所定の書面により行うものとし，当該学

生の行為が表彰に値することを確認できる資料を添付するものとする。 

3 審査会について 

規則第 4条に規定する審査会は，教育研究評議会の構成員を中心に，学長が指名する

者若干人をもって組織するものとする。 

4 重複表彰について 

重複表彰の制限はしないものとし，一度表彰された学生に再度表彰に値する行為等が

あった場合には，再度の表彰を行うことができるものとする。 

5 表彰の方法について 

(1) 規則第 5条の規定により授与される表彰状の様式は，別に定める。 

(2) サークル等の学生団体の活動が表彰に値するものであった場合には，その団体を表

彰するものとするが，表彰状は，その活動に従事した構成員個々に授与できるものと

する(例えば，団体競技で優秀な成績を収めたことを理由に表彰する場合は，その競技

会について出場選手登録がなされていた学生個々に表彰状を授与する。)。 

6 表彰の公表について 

規則第 7条の規定により表彰を受けた者の公表は，広島大学(以下「本学」という。)

のホームページに掲載することにより行うものとする。 

7 表彰の基準について 

(1) 学術研究活動に関する表彰について 

ア 学部生 
   

① 
 「成績優秀者」 

     各学部は，各年度において卒業する学生の中から，原則として学生 100人を目安
に 1人の「成績優秀者」を選定し，推薦することができる。 

   
② 

 その他 

     上記の「成績優秀者」とはならなかったが，所属学部の専門領域において国内外
の学界で高く評価される研究実績(学会賞の受賞又は評価の高い学術誌への発表等)
をあげた者については，別途表彰の対象者として推薦することを妨げないものとす
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る。ただし，推薦することができる人数は，学部毎に各年度において卒業する学生
の中から，原則として学生 100人を目安に 1人とする。 

イ 大学院生等 

各研究科及び研究科等連係課程実施基本組織は，研究論文，研究業績等が国内外

の学界において特に高い評価(学会賞の受賞又は評価の高い学術誌への発表等)を受

け，本学の名誉を高めた者がいる場合に表彰の対象として考慮するものとし，原則

として学生 300人を目安に 1人を選定し，推薦することができる。 

(2) 課外活動に関する表彰について 

ア 体育系 

体育系の課外活動における成績としては，「全国規模の競技会での入賞及びそれ

に準じる成績」以上の成績を収めた者を表彰候補者として考慮するものとする。 

イ 文化系 

文化系の課外活動における成績としては，「全国規模のコンクール等での高い評

価及びそれに準じる評価」以上の評価を得た者を表彰候補者として考慮するものと

する。 

(3) 社会活動に関する表彰について 

ボランティア活動，人命救助，犯罪防止，災害防止等の社会活動で特に顕著な功績

があった者を表彰候補者として考慮するものとする。 

なお，国内外の公的機関等による表彰の有無，新聞等による報道の有無は，あくま

でも参考にとどめ，表彰の絶対的基準とはしないものとする。 

(4) その他の活動による表彰について 

その行為が社会的に高く評価され，本学学生の模範となりうる者を表彰候補者とし

て考慮するものとする。 

附 則 

この基準は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

 

(略) 

 

附 則(令和 6年 4月 1日 一部改正) 

この基準は，令和 6年 4月 1日から施行する。 
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○広島大学学生懲戒規則 
(平成 28年 3月 7日規則第 20号) 

広島大学学生懲戒規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号)第 40条第 3項(広島大

学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号)第 41条において準用する場合を含む。)

の規定に基づき，学生の懲戒に関し必要な事項を定めるものとする。 

(懲戒の種類) 

第 2条 懲戒の内容は，次の各号に掲げる懲戒の種類に応じ，当該各号に定めるとおりとす

る。 

(1) 訓告 文書により注意を与え，将来を戒めること。 

(2) 停学 一定の期間又は期間を定めずに登校を停止させること。 

イ 有期の停学 3月未満の停学で，確定期限を付すもの 

ロ 無期の停学 3月以上の停学で，確定期限を付さず，指導による効果等の状況を

勘案しながらその解除の時期を決定するもの 

(3) 退学 学生としての身分を失わせること。 

(懲戒の要否等の決定) 

第 3条 懲戒に相当する行為の存否及び懲戒の処分量定は，学生による事件事故に係る原因

行為の悪質性，結果の重大性等を踏まえて，総合的に勘案して決定するものとする。 

2 原因行為の悪質性の認否に当たっては，学生の主観的態様，行為の性質，当該行為に至

る動機及び事後の対応等を勘案して判断するものとする。この場合において，過去に懲

戒を受けた者又は次条に規定する学部等の長の指導を受けた者による事件事故である場

合は，より悪質性が高いものとみなす。 

3 結果の重大性の認否に当たっては，精神的損害を含めた人身損害の有無及びその程度，

物的損害の有無及びその程度，当該行為が社会に与えた影響等を勘案して判断するもの

とする。 

(学部等の長の指導) 

第 4条 学生による事件事故が懲戒に至らない程度のものである場合は，学部，研究科又は

研究科等連係課程実施基本組織 (以下「学部等」という。)の長は，学生に対し，厳重注

意その他の指導(以下「学部等の長の指導」という。)を行うことができる。 

(懲戒の処分量定の標準例) 

第 5条 懲戒の処分量定の標準例は，別表のとおりとする。 

(事件事故の報告) 

第 6条 学生による事件事故(ハラスメント及び不正受験を除く。)が発生した場合は，当該

学生が所属する学部等の長は，速やかに学長に通報するとともに，事実関係の調査を行

い，その調査の結果を学長に報告するものとする。 
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(事実関係の調査) 

第 7条 学部等の長は，事実関係の調査並びに事件事故に係る事実の存否及び周辺事情の認

定に当たっては，原則として，学生から事情聴取を行わなければならない。 

2 学生が刑事法上の身柄拘束等をされていることにより，事情聴取を行うことができない

場合で，かつ，学部等の長が事情聴取の必要性を認めるときは，事情聴取が可能となる

までの間，前条の調査結果の報告を留保することができるものとする。 

3 事実を認定するための証拠が伝聞であり，かつ，学生が異議を述べている場合は，当該

学生の供述よりも信用するに足るべき他者の供述が得られた場合など，特別な情況があ

るときに限り，当該事実があったと認定できるものとする。 

(審査会) 

第 8条 学長は，第 6条の規定により報告があった事件事故について，懲戒を検討する必要

があると認めるとき(ハラスメントにあっては，広島大学ハラスメント等の防止等に関す

る規則(平成 16年 4月 1日規則第 111号)第 6条第 2項の規定に基づき教育研究評議会

(以下「評議会」という。)に付議した事案において，評議会が学生の懲戒が相当と判断

したとき)は，学生懲戒審査会(以下「審査会」という。)を設置するものとする。 

2 審査会は，副学長(学生支援担当)，当該学生が所属する学部等の長及び他の学部等の長

若干人で組織するものとし，事件事故の内容に応じて学長が必要と認める者を加えるこ

とができる。 

3 審査会は，第 6条の報告(次項の規定により追加の調査を行った場合は，当該調査の結果

の報告を含む。)に基づき，学生への懲戒の要否，懲戒の種類及び懲戒の内容について審

査する。この場合において，審査会は，当該学生に対して，口頭又は文書による意見陳

述の機会を与えるものとする。 

4 審査会は，必要に応じて，学部等の長に対して，当該学部等が行った事実関係の調査及

び調査の結果について説明を求め，又は追加の調査を求めることができる。 

5 審査会は，審査の結果を文書で学長に報告するものとする。 

(審査の結果の通知) 

第 9条 学長は，前条第 5項の報告を受けたときは，審査会の審査の結果を当該学生が所属

する学部等の長に通知する。 

(学部等における審議) 

第 10条 学部等の長は，前条の通知があったときは，学生の懲戒について教授会の審議に

付すものとする。この場合において，教授会は，当該学生の懲戒について学長に意見を

述べるものとする。 

(評議会への諮問) 

第 11条 学長は，審査会の審査の結果及び学部等の教授会の意見の双方又はいずれか一方

が学生の懲戒を提案するものであるときは，学生の懲戒について評議会に諮問する。こ
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の場合において，評議会は，当該学生に対して，口頭又は文書による意見陳述の機会を

与えるものとする。 

(懲戒の決定) 

第 12条 学長は，評議会の審議を踏まえ，学生の懲戒について決定する。 

(不正受験の取扱い) 

第 13条 学部等の長は，学生による不正受験が発覚した場合は，学長に通報するととも

に，当該学生の懲戒について教授会の審議に付すものとする。この場合において，教授

会は，当該学生の懲戒について学長に意見を述べるものとする。 

2 学長は，前項の教授会の意見が学生の懲戒を提案するものであるときは，学生の懲戒に

ついて評議会に諮問する。この場合において，評議会は，当該学生に対して，口頭又は

文書による意見陳述の機会を与えるものとする。 

3 学長は，評議会の審議を踏まえ，学生の懲戒について決定する。 

(懲戒の手続) 

第 14条 懲戒処分は，学生に処分通知書(別記様式第 1号)を交付し，又は口頭により通知

して行わなければならない。 

2 処分通知書の交付を行う際に，これを受けるべき学生の所在を知ることができない場合

は，当該学生の最後の住所地を管轄する簡易裁判所に対し民法(明治 29年法律第 89号)

に定める公示の手続を行い，公示された日から 2週間を経過したときに処分通知書の交

付があったものとみなす。 

(懲戒処分の効力) 

第 15条 懲戒処分の効力は，処分通知書を学生に交付したとき，又は口頭により通知した

時点で発生するものとする。 

(停学期間) 

第 16条 停学の期間の計算は，暦に従って計算するものとし，懲戒処分の効力発生日の翌

日から起算する。 

(無期の停学の解除) 

第 17条 無期の停学の解除は，学生が所属する学部等の長からの申出により，学長が評議

会に諮問して行う。 

(停学中の学生指導) 

第 18条 停学中の学生に対する指導は，学生が所属する学部等が行うものとする。 

(停学中の期末試験及び履修登録) 

第 19条 停学の期間中における期末試験の受験及び履修手続の取扱いについては，次の各

号に掲げるとおりとする。 

(1) 停学を開始したターム又は学期の期末試験の受験を認める。ただし，受験資格を満

たしていないときは，この限りでない。 

(2) 停学の期間中の全ての履修登録を認める。 
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(告示) 

第 20条 学長は，学生の懲戒を行ったときは，当該学生及び被害者が特定されるおそれの

ある内容を除き，原則として，事案の概要，懲戒の種類，処分年月日を懲戒告示(別記様

式第 2号)により学内に告示するものとする。 

(証明書類等への記載の禁止) 

第 21条 本学が作成する成績証明書その他の証明書類に，懲戒の有無及び学部等の長の指

導の有無並びにその内容等を記載してはならない。 

2 学生の就職又は進学に際して指導教員その他本学関係者が作成する推薦書類その他の書

類に，懲戒の有無及び学部等の長の指導の有無並びにその内容等を記載してはならな

い。 

(守秘義務) 

第 22条 学生の懲戒に関する事項に関わった職員は，学生の懲戒に関して知り得た情報を

正当な理由なく他に漏らしてはならない。 

(雑則) 

第 23条 この規則に定めるもののほか，この規則の実施に関し必要な事項は，別に定め

る。 

附 則 

1 この規則は，平成 28年 4月 1日から施行する。 

2 広島大学学生懲戒指針(平成 16年 4月 1日学長決裁)及び広島大学学生懲戒指針の運用に

ついて(申合せ)(平成 22年 9月 21日学長決裁)は，廃止する。 

3 この規則の施行前に発生した学生による事件事故に対する懲戒の適用については，なお

従前の例による。 

 

(略) 

 

附 則(令和 6年 4月 1日規則第 76号) 

この規則は，令和 6年 4月 1日から施行する。 

別表(第 5条関係) 

懲戒の処分量定の標準例 
種類 事件事故 処分量定 

犯罪
行為
等 

 殺人，強盗，不同意性交
等，誘拐，放火等の凶悪な
犯罪行為 

退学 

 暴行，傷害，万引きその
他の窃盗，横領，恐喝又は
詐欺行為 

退学，停学又は訓告 
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 麻薬，覚せい剤等の薬物
犯罪行為(栽培，売買，不正
所持又は使用) 

退学又は停学(無期) 

 賭博行為 停学又は訓告 
 性的な迷惑行為(痴漢行
為，のぞき見，盗撮行為
等)，わいせつ行為(公然わ
いせつ，わいせつ物頒布
等)，性暴力行為(不同意わ
いせつ等)又はストーカー行
為 

退学，停学又は訓告。学校(学校教育法(昭和 22年法律
第 26号)第 1条に規定する幼稚園，小学校，中学校，
義務教育学校，高等学校，中等教育学校及び特別支援
学校並びに就学前の子どもに関する教育，保育等の総
合的な提供の推進に関する法律(平成 18年法律第 77
号)第 2条第 7項に規定する幼保連携型認定こども園を
いう。)に在籍する幼児，児童若しくは生徒又は 18歳
未満の者に対して行った場合は，退学又は停学 

 コンピュータ又はネット
ワークの不正利用による犯
罪行為 

退学又は停学 

交通
事故
等 

 飲酒運転若しくは暴走運
転により相手を死亡させ，
又は高度後遺障害等を負わ
せる人身事故を起こした場
合 

退学 

 飲酒運転又は暴走運転に
より人身事故(高度後遺障害
等を負わせる人身事故を除
く。)を起こした場合 

退学又は停学(無期) 

 無免許運転等悪質な交通
法規違反により相手を死亡
させ，又は人身事故を起こ
した場合 

退学又は停学(無期) 

 飲酒運転，暴走運転又は
無免許運転 

停学 

不正
受験 

 替え玉受験等の悪質な不
正行為 

退学又は停学 

 カンニング等の不正行為 停学又は訓告 
 監督者の注意又は指示に
従わなかった場合 

訓告 

研究
活動
上の
不正
行為 

 研究活動におけるねつ
造，改ざん又は盗用 

退学又は停学 

 研究費等の不正使用 停学又は訓告 

ハラ
スメ
ント 

 セクシュアル・ハラスメ
ント行為，アカデミック・
ハラスメント行為，パワ
ー・ハラスメント行為又は
モラル・ハラスメント行為 

退学，停学又は訓告 
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非違
行為
等 

 本学の知的財産を故意に
喪失させる行為 

退学又は停学 

 本学が管理する建造物へ
の不法侵入又はその不正使
用若しくは占拠若しくは損
壊若しくは失火(結果が重大
なものに限る。) 

退学，停学又は訓告 

 本学の構成員に対する暴
力行為，威嚇，拘禁又は拘
束 

退学，停学又は訓告 

 本学の教育研究又は管理
運営を著しく妨げる暴力的
行為 

退学，停学又は訓告 

 本学が管理する器物の損
壊，汚損又は失火(結果が重
大なものに限る。) 

停学又は訓告 

 飲酒を強要し，死に至ら
しめる等重大な事態を生じ
させた場合 

退学又は停学 

 飲酒を強要し，急性アル
コール中毒等の被害を生じ
させた場合 

停学又は訓告 

 20 歳未満の者に対する飲
酒若しくは喫煙を強要又は
助長する行為 

停学又は訓告 

 授業，実習，研修等で知
り得た個人情報の漏えい，
紛失等の不適切な取扱い 

停学又は訓告 

 人を教唆して事件事故を
実行させた場合又は人の事
件事故を幇助した場合 

退学，停学又は訓告 

 その他，本学の信用を著
しく失墜させる行為 

退学，停学又は訓告 

 

別記様式第 1号(第 14条第 1項関係) 

 

   (略) 

 
別記様式第 2号(第 20条関係) 
 

   (略) 
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○広島大学エクセレントスチューデントスカラシップ規則 
(平成 18年 4月 18日規則第 91号) 

広島大学エクセレントスチューデントスカラシップ規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号)第 40条及び広

島大学特別支援教育特別専攻科規則(平成 19年 3月 20日規則第 44号)第 16条第 1項に

おいて準用する広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号)第 39条第 2項の規定並び

に広島大学大学院規則第 56条及び広島大学特別支援教育特別専攻科規則第 24条におい

て準用する広島大学通則第 56条の規定に基づき，広島大学(以下「本学」という。)の大

学院又は専攻科の学生で本学の入学試験の成績若しくは本学における学業成績が特に優

れているもの又は学術研究活動において特に優秀な成果を修めたもの(以下「成績優秀学

生」という。)に対する奨学制度に関し必要な事項を定めるものとする。 

(名称) 

第 2条 成績優秀学生に対する奨学制度の名称は，広島大学エクセレントスチューデントス

カラシップとする。 

(方法) 

第 3条 奨学の方法は，成績優秀学生として決定された年度の後期分の授業料の全額免除と

する。 

(対象者) 

第 4条 授業料の免除対象者は，大学院又は専攻科の学生で，成績優秀学生として決定され

たものとする。 

(候補者の推薦枠) 

第 5条 学長は，広島大学エクセレントスチューデントスカラシップ実施要綱(平成 18年 4

月 3日学長決裁。以下「実施要綱」という。)に定める基準に基づき，研究科，研究科等

連係課程実施基本組織又は専攻科(以下「部局等」という。)ごとに成績優秀学生候補者

の推薦枠を決定し，部局等の長に通知するものとする。 

(候補者の選考) 

第 6条 部局等の長は，成績優秀学生候補者を選考するため，選考委員会を設置する。 

2 部局等の長は，実施要綱に定める選考のガイドラインに基づき選考基準を定め，公表す

るものとする。 

3 部局等の長は，前項の選考基準に基づき成績優秀学生候補者を選考し，学長へ推薦する

ものとする。 

(成績優秀学生の決定) 

第 7条 学長は，部局等の長からの推薦に基づき，成績優秀学生を決定する。 

(表彰) 

第 8条 学長は，成績優秀学生を表彰するものとする。 
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(雑則) 

第 9条 この規則に定めるもののほか，広島大学エクセレントスチューデントスカラシップ

の実施に関し必要な事項は，実施要綱の定めるところによる。 

附 則 

この規則は，平成 18年 4月 18日から施行し，平成 18年 4月 1日から適用する。 

 

   (略) 

 

附 則(令和 5年 4月 1日規則第 110号) 

この規則は，令和 5年 4月 1日から施行する。 
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○広島大学学生生活に関する規則 
(平成 16年 4月 1日規則第 15号) 

広島大学学生生活に関する規則 
(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則 2号)第 56条第 2項
の規定に基づき，広島大学(以下「本学」という。)の学生(以下「学生」とい
う。)が学生生活上守るべき必要な事項について定めるものとする。 
(学生証) 

第 2条 学生は，学生証の交付を受け，常に携帯するものとする。 
2 学生証の取扱いに関し必要な事項は，別に定める。 
(住所届) 

第 3条 学生は，入学後速やかに，本人の住所並びに帰省先住所及び連絡先(以
下「住所等」という。)を所定の様式で所属学部の長に届け出るものとする。
住所等に変更があったときには，速やかにその旨を届け出るものとする。 
(健康診断) 

第 4条 学生は，本学が行う健康診断を受けるものとする。ただし，やむを得な
い理由のため受診することができないときは，所属学部の長に届け出てその
指示を受けるものとする。 
(学生団体の届出) 

第 5条 学生が，単一の学部の学生をもって団体を結成するときは，代表責任者
は，その所属学部の長に所定の学生団体結成届を提出するものとする。 

2 団体の構成員が 2学部以上にわたる団体であるときは，代表責任者は，学長
に所定の学生団体結成届を提出するものとする。 

3 結成された団体の活動が継続する場合は，毎年 5月末日までに，第 1項に基
づく学生団体の代表責任者にあってはその所属学部の長に，前項に基づく学
生団体の代表責任者にあっては学長に，所定の更新届を提出するものとする。 

4 前 3項に規定する届には，次に掲げる事項を記載するものとする。 
(1) 団体の名称 
(2) 団体の目的 
(3) 連絡先 
(4) 代表責任者の氏名 
(5) 所属学部別の構成員数 
(6) 団体の構成員の氏名及び連絡先 
(学生又は学生団体の施設使用) 

第 6条 学生又は学生団体が学内施設(運動場及び道路等を含む。)を使用すると
き(ちらし・ビラ等の文書を配付する場合を含む。)は，責任者は，原則として
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3 日前までに，学部の施設の場合にあっては当該学部の長に，その他の施設の
場合にあっては学長に，所定の施設使用願を提出し，その承認を受けるもの
とする。 

2 前項に規定する施設使用願には，次に掲げる事項を記載するものとする。 
(1) 使用目的 
(2) 日時及び場所 
(3) 責任者の氏名 
(4) 参加人員(学外者の人員を含む。) 
(掲示及び立看板) 

第 7条 前条の規定にかかわらず，学生又は学生団体による学内での掲示物の掲
示又は立看板の掲出については，次に定めるところにより行うものとする。 
(1) 掲示物は，所定の学生用掲示板に掲示すること。 
(2) 立看板は，所定の学生用掲示場に掲出すること。 
(3) 掲示板の掲示物の大きさは 1平方メートル以内，立看板の大きさは 2平
方メートル以内とすること。 

(4) 掲示及び掲出の期間は 3週間以内とし，この期間を経過した掲示物及び
立看板は，撤去すること。 

(行事及び集会) 
第 8条 学生又は学生団体は，学内において行事又は集会を行う場合は，授業，
研究，診療，試験実施等に支障を来すことがないよう十分配慮しなければな
らない。 
(遵守事項) 

第 9条 学生又は学生団体は，法令及び本学の諸規則を遵守するものとし，本学
の秩序又は風紀を乱すことがあってはならない。 
(準用) 

第 10条 この規則の規定は，大学院及び専攻科の学生について準用する。 
2 第 2 条の規定は，研究生(外国人研究生を含む。以下同じ。)，科目等履修生，
短期国際交流学生，特別研究学生，特別聴講学生及び日本語等予備教育生に
ついて準用し，第 3条及び第 4条の規定は，研究生及び科目等履修生について
準用する。 
(雑則) 

第 11条 この規則に定めるもののほか，この規則の実施に関し必要な事項は，
別に定める。 

附 則 
1 この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 
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3 日前までに，学部の施設の場合にあっては当該学部の長に，その他の施設の
場合にあっては学長に，所定の施設使用願を提出し，その承認を受けるもの
とする。 

2 前項に規定する施設使用願には，次に掲げる事項を記載するものとする。 
(1) 使用目的 
(2) 日時及び場所 
(3) 責任者の氏名 
(4) 参加人員(学外者の人員を含む。) 
(掲示及び立看板) 

第 7条 前条の規定にかかわらず，学生又は学生団体による学内での掲示物の掲
示又は立看板の掲出については，次に定めるところにより行うものとする。 
(1) 掲示物は，所定の学生用掲示板に掲示すること。 
(2) 立看板は，所定の学生用掲示場に掲出すること。 
(3) 掲示板の掲示物の大きさは 1平方メートル以内，立看板の大きさは 2平
方メートル以内とすること。 

(4) 掲示及び掲出の期間は 3週間以内とし，この期間を経過した掲示物及び
立看板は，撤去すること。 

(行事及び集会) 
第 8条 学生又は学生団体は，学内において行事又は集会を行う場合は，授業，
研究，診療，試験実施等に支障を来すことがないよう十分配慮しなければな
らない。 
(遵守事項) 

第 9条 学生又は学生団体は，法令及び本学の諸規則を遵守するものとし，本学
の秩序又は風紀を乱すことがあってはならない。 
(準用) 

第 10条 この規則の規定は，大学院及び専攻科の学生について準用する。 
2 第 2 条の規定は，研究生(外国人研究生を含む。以下同じ。)，科目等履修生，
短期国際交流学生，特別研究学生，特別聴講学生及び日本語等予備教育生に
ついて準用し，第 3条及び第 4条の規定は，研究生及び科目等履修生について
準用する。 
(雑則) 

第 11条 この規則に定めるもののほか，この規則の実施に関し必要な事項は，
別に定める。 

附 則 
1 この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

2 この規則の施行の際現に旧広島大学学生生活に関する規程(平成 7年広島大学
規程第 4号。以下「旧規程」という。)により交付されている学生証は，この
規則により交付された学生証とみなす。 

3 この規則の施行の際現に旧規程により届け出されている住所届及び学生団体
は，この規則により届け出された住所届及び学生団体とみなす。 

4 この規則の施行の際現に旧規程により使用の承認を受けている学生又は学生
団体は，この規則により使用の承認を受けた学生又は学生団体とみなす。 

 
   (略) 
 

附 則(令和 2年 7月 21日規則第 189号) 

この規則は，令和 2年 7月 21日から施行する。 
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○広島大学学生証取扱細則 
(平成 16年 4月 1日副学長(教育・学生担当)決裁) 

広島大学学生証取扱細則 

(趣旨) 

第 1条 この細則は，広島大学学生生活に関する規則(平成 16年 4月 1日規則第 15号)第 2

条第 2項の規定に基づき，学生証の取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。 

(交付) 

第 2条 学生は，入学，転学部若しくは転学科をしたとき，又はその有効期間が経過したと

きには，所属の学部，研究科又は研究科等連係課程実施基本組織で，所定の学生証(別記

様式)の交付を受け，常にこれを携帯しなければならない。 

第 3条 学生証には，本学指定の形式による本人の写真を掲載しなければ有効と認めない。 

(有効期間) 

第 4条 学生証の有効期間は，発行の日から学部にあっては広島大学通則(平成 16年 4月 1

日規則第 2号。以下「通則」という。)第 4条に定められた修業年限，研究科及び研究科

等連係課程実施基本組織にあっては広島大学大学院規則(平成 20 年 1 月 15 日規則第 2 号。

以下「大学院規則」という。)第 6条から第 9条までに定められた標準修業年限の末日ま

でとする。 

2 修業年限又は標準修業年限を超えて在学し，前項に規定する有効期間が経過した後に交

付する学生証の有効期間は，次のとおりとする。 

(1) 通則第 22条第 1項又は大学院規則第 32条第 1項の規定に基づき長期にわたる教育

課程の履修を認められている者は，発行の日から当該履修を認められた期間の末日ま

でとする。 

(2) 前号以外の者は，発行の日から 1年間とする。ただし，発行時において休学を許可

されている者にあっては，発行の日から当該許可された休学期間の終了後 1年を経過

する日までとする。 

(提示) 

第 5条 学生証は，本学職員の要求があれば，いつでもこれを提示しなければならない。 

(取扱い) 

第 6条 学生証は，他人に貸与してはならない。 

第 7条 学生証は，学生が学籍を離れたとき，又は有効期間を経過したとき，速やかに発行

者に返さなければならない。 

(再交付) 

第 8条 学生は，学生証を紛失したとき，若しくは著しく損傷したとき，若しくは記載事項

に変更があったとき又は学生証の有効期間を超えて在学しようとするときは，速やかに

再交付を願い出なければならない。 

(準用) 
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第 9条 この細則(第 4条第 2項を除く。)の規定は，研究生，外国人研究生，科目等履修生，

短期国際交流学生，特別研究学生，特別聴講学生及び日本語等予備教育生に準用する。

この場合において，第 2条中「入学，転学部若しくは転学科をしたとき」とあるのは特

別研究学生にあっては「受入れを認められたとき」と，特別聴講学生及び日本語等予備

教育生にあっては「受入れを許可されたとき」と，「所属の学部，研究科又は研究科等

連係課程実施基本組織」とあるのは研究生にあっては「所属の学部，研究科，研究科等

連係課程実施基本組織，原爆放射線医科学研究所，全国共同利用施設又は学内共同教育

研究施設」と，外国人研究生にあっては「所属の学部，研究科，研究科等連係課程実施

基本組織，原爆放射線医科学研究所，国際高等研究所，全国共同利用施設又は学内共同

教育研究施設」と，短期国際交流学生にあっては「所属の学部，研究科，研究科等連係

課程実施基本組織，原爆放射線医科学研究所，病院，国際高等研究所，全国共同利用施

設又は学内共同教育研究施設」と，日本語等予備教育生にあっては「森戸国際高等教育

学院」と，第 4条第 1項中「学部にあっては広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2

号。以下「通則」という。)第 4条に定められた修業年限，研究科及び研究科等連係課程

実施基本組織にあっては広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号。以下「大

学院規則」という。)第 6条から第 9条までに定められた標準修業年限」とあるのは研究

生及び外国人研究生にあっては「許可された研究期間」と，科目等履修生及び特別聴講

学生にあっては「許可された履修期間」と，短期国際交流学生及び特別研究学生にあっ

ては「受入れ期間」と，日本語等予備教育生にあっては「許可された研修期間」と読み

替えるものとする。 

2 前項の規定により，研究生(外国人研究生を含む。)，科目等履修生，短期国際交流学生，

特別研究学生，特別聴講学生及び日本語等予備教育生に対して学生証を交付するときは，

それぞれ研究生，科目等履修生，短期国際交流学生，特別研究学生，特別聴講学生又は

日本語等予備教育生の表示をするものとする。 

(雑則) 

第 10 条 この細則に定めるもののほか，この細則の実施に関し必要な事項は，別に定める。 

附 則 

1 この細則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

2 この細則の施行の際現に旧広島大学学生証取扱細則(昭和 31年 9月 14日制定)に基づき

交付されている学生証の取扱いについては，第 4条の規定にかかわらず，なお従前の例

による。 

 

   (略) 

 

附 則(令和 5年 8月 28日 一部改正) 
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この細則は，令和 5年 8月 28日から施行し，この細則による改正後の広島大学学生証取

扱細則の規定は，令和 5年 4月 1日から適用する。 
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別記様式(第2条関係) 
(表) 

 
(学章)     広 島 大 学 学 生 証 

 
            学生番号 

入学年度       年度 
所  属        

    (写真) 
            氏  名 
            生年月日      年  月  日 
            有効期限      年  月  日 
           上記の者は，本学の学生であることを証明する。 
                  年  月  日 

広島大学長 印 

 
(裏) 

 
注 意 事 項 

1 次の場合において，必要に応じ本証を提示しなければならない。 
  (1)本学の施設等を利用するとき 
  (2)本学の学内外で本学の学生又は職員であることを証明するとき 
2 本証は，他人に貸与し，又は譲渡してはならない。 
3 本証を紛失し，若しくは著しく損傷し，又は本証の記載事項に変更があった場合

は，遅滞なく届け出て，再発行を受けること。なお，紛失(盗難)もしくは著しい損
傷において，その事由が天災その他不可抗力によらない場合の再発行費用は有償と
する。 

4 次のいずれかに該当する場合は，遅滞なく本証を返却しなければならない。 
  (1)学生又は職員がその身分を喪失したとき 
  (2)(1)に掲げる以外のものが本学の施設等の利用資格を喪失したとき 
  (3)本証の有効期限が満了したとき 
5 本証は，認証を行うために必要な情報をICチップに記録しているので，取り扱いに

留意すること。 
6 この注意事項に定めのないことについては，身分証毎に定められた取扱規則等(広島

大学学生証取扱細則，広島大学職員証取扱要項，広島大学利用登録証取扱規則)及び
その他本学の諸規則に定めるところによる。 

 【連絡先】国立大学法人広島大学  
   〒739-8511 広島県東広島市鏡山1-3-2 ℡ 082-422-7111(代表) 
 

 
 
 
 
 
 
 

5.4 
cm 

 

 
 

  
  8.5cm 
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○広島大学障害学生の修学等の支援に関する規則 
(平成 16年 4月 1日規則第 129号) 

広島大学障害学生の修学等の支援に関する規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号)第 56条(広島大学大学

院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号)第 56条及び広島大学特別支援教育特別専攻科規

則(平成 19年 3月 20日規則第 44号)第 24条において準用する場合を含む。)の規定及び

広島大学(以下「本学」という。)が身体等に障害のある者を受け入れ，修学等の支援(以

下「支援」という。)を積極的に行うという理念に基づき，本学において身体等に障害の

ある学生を入学前から卒業に至るまで支援する体制を整備し，その支援を円滑に実施す

るために必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第 2条 この規則において「障害学生」とは，身体障害，知的障害，精神障害(発達障害を

含む。)その他の心身の機能の障害(以下「障害」と総称する。)があり，障害者手帳を有

する者又はそれに準ずる障害があることを示す診断書を有する者で，本人が修学上の支

援を受けることを希望し，かつ，その必要性が認められたものをいう。 

(支援の申出) 

第 3条 支援は，入学前，入学後のいずれの時期においても，障害学生本人から申し出るこ

とができる。 

2 支援の必要性の有無及び支援の範囲については，その都度協議するものとする。 

(支援体制) 

第 4条 支援は，障害学生が志望又は所属する学部，研究科，研究科等連係課程実施基本組

織又は専攻科(以下「所属学部等」という。)が主たる責任を持つものとする。 

2 所属学部等は，教養教育に関しては教育本部と緊密な協力関係を持つなど，相互に積極

的に連携及び協力するものとする。 

3 前 2項の支援を円滑かつ適切に行うため，ダイバーシティ＆インクルージョン推進機構

アクセシビリティセンター会議は，関係部局間の調整を行うものとする。 

(入学試験等に関する相談体制) 

第 5条 学長は，本学の入学試験の受験を希望する身体等に障害のある者に対し，入学試験

の特別措置等の相談及び入学後の修学等に関する相談に応じるための指針を設ける。 

2 前項の指針は，別に定める。 

(試験等に関する特別措置) 

第 6条 学長は，障害学生に対し，試験等において他の学生と同じ基準で評価を受けること

を保証するため，試験等に関して特別措置を講ずる。 

2 前項の特別措置に関し必要な事項は，別に定める。 

(事務) 
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第 7条 支援に関する事務は，学生総合支援センター並びに所属学部等を支援する東広島地

区運営支援部の支援室及び霞地区運営支援部学生支援グループにおいて処理する。 

(雑則) 

第 8条 この規則に定めるもののほか，この規則の実施に関し必要な事項は，別に定める。 

附 則 

この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

 

   (略) 

 

附 則(令和 5年 4月 1日規則第 111号) 

この規則は，令和 5年 4月 1日から施行する。 
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○身体等に障害のある学生に対する試験等における特別措置について(申合せ) 
(平成 16年 4月 1日学長決裁) 

A  理念 
   この特別措置は，広島大学障害学生の修学等の支援に関する規則（平成 16年 4月 1

日規則第 129号）第 6条第 2項の規定に基づき，障害のある学生に対して，試験等の
評価基準は変更しないが，その伝達方法及び回答方法等について，当該学生の障害に
応じて変更を加え，その学生の不利益にならないようにするために定める。 

B  特別措置の対象者 
   広島大学障害学生の修学等の支援に関する規則（平成 16年 4月 1日規則第 129号）

第 3条に定める支援の申し出を行い，当該学生が志望する，若しくは所属する学部，
研究科，研究科等連係課程実施基本組織又は専攻科が試験等における特別措置の必要
性を認めた者 

C  特別措置の内容・方法等 
1  ダイバーシティ＆インクルージョン推進機構アクセシビリティセンター会議は，障
害の有無に関係なく公平な評価を可能とするために大学入学共通テストにおける特別
措置等を基準として，試験の特別措置の内容・方法についてガイドラインを定め学生
及び教職員に公開する。 

2  入学試験における特別措置の内容・方法については，前項に定めるガイドラインを
基準として，当該学生と志望学部，研究科又は専攻科（以下「志望学部等」とい
う。）が協議して決める。 

3  授業の成績・評価に関わる試験における特別措置の内容・方法については，第 1項
に定めるガイドラインを基準として，当該学生及びチューター（指導教員）又はアク
セシビリティセンター会議委員と授業担当教員が協議して決める。 

D  特別措置の申請 
1  入学試験における特別措置を希望する者は，原則として，出願受付開始日の１週間
前までに，点字受験等，準備に時間を要する特別措置を希望する者は，出願受付開始
日の４週間前までに，志望学部等に対して特別措置を申請することとする。 

2  授業の成績・評価に関わる試験における特別措置を希望する者は，特別措置を受け
ようとする試験科目の開設学部，研究科又は専攻科（以下，「開設学部等」とい
う。）に，原則として履修登録確定後から２週間以内に特別措置を申請することとす
る。 

   なお，不測の事態により特別措置の必要が生じた場合には，上述の期間にかかわら
ず速やかに申請する。 

3  入学試験における特別措置の申請を受けた志望学部等は，速やかに当該入試担当者
に連絡する。 

4  授業の成績・評価に関わる試験における特別措置の申請を受けた開設学部等は，速
やかに当該授業の担当教員に連絡する。 

5  特別措置の申請を受けた志望学部等又は開設学部等は，必要に応じて，特別措置の
内容・方法についてダイバーシティ＆インクルージョン推進機構アクセシビリティセ
ンター会議に助言を求めることとする。 

E  特別措置の措置状況報告 
   特別措置の申請があった授業科目を開設する学部等の長は，特別措置の意義・内容

の周知徹底を図るため，各学期ごとに特別措置の措置状況をとりまとめ，ダイバーシ
ティ＆インクルージョン推進機構アクセシビリティセンター長に文書で報告する。 

附 則(平成 17年 11月 1日 一部改正) 
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この申合せは，平成 17年 11月 1日から施行し，この申合せによる改正後の身体等に

障害のある学生に対する試験等における特別措置について(申合せ)は，平成 17年 7月 15

日から適用する。 

 

   (略) 

 

附 則(令和 5年 4月 1日 一部改正) 

この申合せは，令和 5年 4月 1日から施行する。 
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○社会貢献活動に従事したことに関する証明書発行要項 
(平成 16年 4月 1日学長決裁) 

社会貢献活動に従事したことに関する証明書発行要項 
(趣旨) 

第 1 この要項は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号)第 56条(広島
大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号)第 56条及び広島大学特別支
援教育特別専攻科規則(平成 19年 3月 20日規則第 44号)第 24条において準
用する場合を含む。)の規定に基づき，社会貢献活動を行った広島大学の学生
(以下「学生」という。)に対する証明書発行に関し必要な事項を定めるもの
とする。 
(目的) 

第 2 この要項は，ボランティア活動，人命救助，犯罪防止，災害防止等の社会
貢献活動を行った者に対して，証明書を発行することにより，学生が行う自
由な社会貢献活動を支援することを目的とする。 
(証明できる活動) 

第 3 本学の学部，大学院又は専攻科(以下「学部等」という。)に在籍する学生
が，次の各号のいずれかに規定する活動を行った場合は，所属する学部等の
長(以下「所属長」という。)に別記様式第 1号により証明書の発行を願い出
ることができるものとする。 
(1) 身体に障害のある学生への勉学等支援活動 
(2) ピアサポーターによる学生相談支援活動 
(3) 学生個人又は学生を構成員とする団体が行う特定非営利活動促進法(平
成 10年法律第 7号)別表に掲げる活動 

(4) その他前 3号に掲げる活動に準ずる活動 
(所属長の推薦) 

第 4 所属長は，第 3により証明書の発行の願い出があった場合は，その内容を
検討の上，別記様式第 1号により，学長に推薦するものとする。 
(証明書の発行) 

第 5 学長は，所属長の推薦により，別記様式第 2号により証明書を発行するも
のとする。 
(取消し) 

第 6 学生が虚偽の記載を行った場合又は虚偽の記載が明らかな場合は，学長は，
発行時にさかのぼって証明を取り消すものとする。 
(事務) 

第 7 証明書の発行に関する事務は，学生総合支援センターにおいて処理する。 
(準用) 
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○社会貢献活動に従事したことに関する証明書発行要項 
(平成 16年 4月 1日学長決裁) 

社会貢献活動に従事したことに関する証明書発行要項 
(趣旨) 

第 1 この要項は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号)第 56条(広島
大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号)第 56条及び広島大学特別支
援教育特別専攻科規則(平成 19年 3月 20日規則第 44号)第 24条において準
用する場合を含む。)の規定に基づき，社会貢献活動を行った広島大学の学生
(以下「学生」という。)に対する証明書発行に関し必要な事項を定めるもの
とする。 
(目的) 

第 2 この要項は，ボランティア活動，人命救助，犯罪防止，災害防止等の社会
貢献活動を行った者に対して，証明書を発行することにより，学生が行う自
由な社会貢献活動を支援することを目的とする。 
(証明できる活動) 

第 3 本学の学部，大学院又は専攻科(以下「学部等」という。)に在籍する学生
が，次の各号のいずれかに規定する活動を行った場合は，所属する学部等の
長(以下「所属長」という。)に別記様式第 1号により証明書の発行を願い出
ることができるものとする。 
(1) 身体に障害のある学生への勉学等支援活動 
(2) ピアサポーターによる学生相談支援活動 
(3) 学生個人又は学生を構成員とする団体が行う特定非営利活動促進法(平
成 10年法律第 7号)別表に掲げる活動 

(4) その他前 3号に掲げる活動に準ずる活動 
(所属長の推薦) 

第 4 所属長は，第 3により証明書の発行の願い出があった場合は，その内容を
検討の上，別記様式第 1号により，学長に推薦するものとする。 
(証明書の発行) 

第 5 学長は，所属長の推薦により，別記様式第 2号により証明書を発行するも
のとする。 
(取消し) 

第 6 学生が虚偽の記載を行った場合又は虚偽の記載が明らかな場合は，学長は，
発行時にさかのぼって証明を取り消すものとする。 
(事務) 

第 7 証明書の発行に関する事務は，学生総合支援センターにおいて処理する。 
(準用) 

第 8 この要項の規定は，研究生(外国人研究生を含む。)及び科目等履修生に準
用する。 

附 則 
この要項は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

 
   (略) 
 

附 則(令和 5年 7月 18日 一部改正) 
この要項は，令和 5年 7月 18日から施行し，この要項による改正後の社会貢

献活動に従事したことに関する証明書発行要項の規定は，令和 5年 4月 1日か
ら適用する。 
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別記様式第1号(第3，第4関係) 

(用紙 日本産業規格A4) 
 
 

証 明 願 
 

広島大学長    殿 
 

所属学部等          
氏 名 

 
このことについて，下記のとおり社会貢献活動に従事しましたので，証明願います。 

 
記 

 
1 従事した社会貢献活動   (具体的に) 

 
2 従事した期間 

 
3 その他参考となる事項 

 
 
 
上記のとおり推薦しますので，証明書の発行をよろしくお願いします。 

 
     年  月  日 
 

(所属学部等の長)   
                        広島大学     長  
 
 
備考 証明願の提出に当たっては，可能な限り社会貢献活動を証明する書類等を添付して

ください。 
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別記様式第2号(第5関係) 

(用紙 日本産業規格A4) 
 

学章          第     号 
 
 

証 明 書 
 
 

  大学印 
     所 属学部等     

氏 名          
生 年 月 日          

 
上記学生は，次のとおり社会貢献活動に従事したことを証明します。 

 

  

従事した社会貢献活動   

  従 事 し た 期 間   

そ の 他 特 記 事 項   

 
 
     年  月  日 
 

広島大学長       □印 
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○期末試験等における不正行為の取扱いについて 
(平成 16年 4月 1日学長決裁) 

1 期末試験等において不正行為を行った者の当該期の履修科目の取扱いについ
ては，次のとおりとする。 
(1) 教養教育科目の試験において不正行為を行った者は，すべての教養教育
科目の評価を「不可」とする。ただし，教養ゼミを除く。 

(2) 専門教育科目の試験において不正行為を行った者は，すべての専門教育
科目の評価を「不可」とする。 

2 期末試験等において不正行為を行った者は，広島大学学生懲戒規則(平成 28
年 3月 7日規則第 20号)により懲戒処分を行う。 

3 大学院及び専攻科の期末試験等については，1及び 2に準じて取り扱う。 
 
   (略) 
 

附 則(平成 30年 3月 9日 一部改正) 

この改正は，平成 30年 4月 1日から適用する。 
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○期末試験等における不正行為の取扱いについて 
(平成 16年 4月 1日学長決裁) 

1 期末試験等において不正行為を行った者の当該期の履修科目の取扱いについ
ては，次のとおりとする。 
(1) 教養教育科目の試験において不正行為を行った者は，すべての教養教育
科目の評価を「不可」とする。ただし，教養ゼミを除く。 

(2) 専門教育科目の試験において不正行為を行った者は，すべての専門教育
科目の評価を「不可」とする。 

2 期末試験等において不正行為を行った者は，広島大学学生懲戒規則(平成 28
年 3月 7日規則第 20号)により懲戒処分を行う。 

3 大学院及び専攻科の期末試験等については，1及び 2に準じて取り扱う。 
 
   (略) 
 

附 則(平成 30年 3月 9日 一部改正) 

この改正は，平成 30年 4月 1日から適用する。 

○広島大学研究生規則 
(平成 16年 4月 1日規則第 10号) 

広島大学研究生規則 
(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号。以下「通則」
という。)第 52条第 2項及び広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第
2号。以下「大学院規則」という。)第 53条第 2項の規定に基づき，広島大学
(以下「本学」という。)の学部，大学院，附置研究所，全国共同利用施設又は
学内共同教育研究施設(以下「学部等」という。)において 1学期又は 1学年間
特定の事項を研究する研究生に関し必要な事項を定めるものとする。 
(研究の願い出及び検定料) 

第 2条 研究生として学部，附置研究所，全国共同利用施設又は学内共同教育研
究施設に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者とす
る。 
(1) 大学を卒業した者 
(2) 短期大学又は高等専門学校を卒業した者 
(3) 本学において，相当の学力を有し研究生として適当と認めた者 

2 研究生として大学院に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該
当する者とする。 
(1) 大学を卒業した者 
(2) 本学大学院において，相当の学力を有し研究生として適当と認めた者 

第 3条 研究生を志願する者は，学期始めの 1月前までに次に掲げる書類に検定
料 9,800 円を添え，研究を希望する学部等を経て，学長に願い出なければなら
ない。 
(1) 研究生許可願(別記様式) 
(2) 履歴書 
(3) 最終学校の卒業証明書 
(4) 官公署又は会社等に在職している者は，その所属長の承認書 

2 現職教育職員で所轄庁の推薦派遣による者は，前項第 1号及び第 2号の書類
に当該所轄庁の推薦派遣委託書を添付するものとする。ただし，検定料は，
徴収しない。 
(受入れの許可) 

第 4条 研究生の受入れは，当該学部等の教授会(全国共同利用施設及び学内共
同教育研究施設にあっては運営委員会。以下同じ。)の議を経て，学長が許可
する。 
(研究期間及び願い出期限の特例) 
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第 5条 学長は，特別な事情があると認める場合は，第 1条及び第 3条第 1項の
規定にかかわらず，研究期間及び願い出期限の特例を，当該学部等の教授会
の議を経て認めることができる。 
(研究継続) 

第 6条 研究生が研究期間終了後なお引き続き研究を希望するときは，研究終了
日の 15日前までに次に掲げる書類により当該学部等を経て，学長に願い出て
その許可を受けなければならない。この場合において，研究期間については，
第 1条の規定を準用する。 
(1) 研究生研究継続許可願 
(2) 官公署又は会社等に在職している者は，その所属長の承認書 

2 前項の規定による研究継続をする者の検定料及び入学料は，徴収しない。 
(入学料) 

第 7条 入学の許可を受けようとする者は，指定の期日までに入学料 84,600円
を納付しなければならない。ただし，第 3条第 2項の規定による者については，
徴収しない。 
(研究料) 

第 8条 研究生は，1月につき 29,700 円の研究料を，研究期間に応じ 6月分ず
つ(研究期間が 6月未満のときはその期間分)指定の期日までに納付しなければ
ならない。ただし，第 3条第 2項の規定による者については，徴収しない。 

2 指定の期日までに研究料を納付しないときは，掲示等により本人及び父母等
に督促する。 
(指導教員) 

第 9条 当該学部等の長は，研究生に対する指導教員を定めなければならない。 
(費用の負担) 

第 10条 研究に要する費用は，必要に応じ研究生の負担とする。 
(研究許可の取消し) 

第 11条 学長は，研究生が次の各号のいずれかに該当するときは，研究の許可
を取り消すことがある。 
(1) 研究の実があがらないと認められるとき。 
(2) その本分に反する行為があると認められるとき。 
(3) 研究料の納付の義務を怠ったとき。 
(既納の検定料，入学料及び研究料の返還) 

第 12条 既納の検定料，入学料及び研究料は，返還しない。 
(雑則) 

第 13条 この規則に定めるもののほか，研究生に関し必要な事項は，通則又は
大学院規則の規定を準用する。 
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第 5条 学長は，特別な事情があると認める場合は，第 1条及び第 3条第 1項の
規定にかかわらず，研究期間及び願い出期限の特例を，当該学部等の教授会
の議を経て認めることができる。 
(研究継続) 

第 6条 研究生が研究期間終了後なお引き続き研究を希望するときは，研究終了
日の 15日前までに次に掲げる書類により当該学部等を経て，学長に願い出て
その許可を受けなければならない。この場合において，研究期間については，
第 1条の規定を準用する。 
(1) 研究生研究継続許可願 
(2) 官公署又は会社等に在職している者は，その所属長の承認書 

2 前項の規定による研究継続をする者の検定料及び入学料は，徴収しない。 
(入学料) 

第 7条 入学の許可を受けようとする者は，指定の期日までに入学料 84,600円
を納付しなければならない。ただし，第 3条第 2項の規定による者については，
徴収しない。 
(研究料) 

第 8条 研究生は，1月につき 29,700 円の研究料を，研究期間に応じ 6月分ず
つ(研究期間が 6月未満のときはその期間分)指定の期日までに納付しなければ
ならない。ただし，第 3条第 2項の規定による者については，徴収しない。 

2 指定の期日までに研究料を納付しないときは，掲示等により本人及び父母等
に督促する。 
(指導教員) 

第 9条 当該学部等の長は，研究生に対する指導教員を定めなければならない。 
(費用の負担) 

第 10条 研究に要する費用は，必要に応じ研究生の負担とする。 
(研究許可の取消し) 

第 11条 学長は，研究生が次の各号のいずれかに該当するときは，研究の許可
を取り消すことがある。 
(1) 研究の実があがらないと認められるとき。 
(2) その本分に反する行為があると認められるとき。 
(3) 研究料の納付の義務を怠ったとき。 
(既納の検定料，入学料及び研究料の返還) 

第 12条 既納の検定料，入学料及び研究料は，返還しない。 
(雑則) 

第 13条 この規則に定めるもののほか，研究生に関し必要な事項は，通則又は
大学院規則の規定を準用する。 

附 則 
1 この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 
2 この規則の施行の際現に旧広島大学研究生規程(昭和 51年広島大学規程第 1
号)により引き続き研究生として研究を許可されている者は，この規則により
引き続き研究生として研究を許可された者とみなす。 

3 本学大学院博士課程リーダー育成プログラムの履修を認められた者が，履修
を開始するまでの間研究生として学部等に入学を希望し，当該者の受入れを
許可する場合は，第 3条第 1項，第 7条及び第 8条第 1項の規定にかかわらず，
検定料，入学料及び研究料は，徴収しないものとする。 

 
   (略) 
 

附 則(令和 5年 1月 10日規則第 4号) 

この規則は，令和 5年 1月 10日から施行する。 
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別記様式(第3条第1項関係) 
 

年  月  日 

広島大学長    殿 

ふりがな          

氏名            

年  月  日生 

研究生許可願 

貴学研究生として，下記のとおり研究したいので御許可願います。 

記 

最 終 卒 業 学 校   

現 職   

現 在 ま で の 研 究 歴   

研 究 場 所   

研 究 期 間 年  月  日～   年  月  日(  か月) 

指 導 教 員 職 名   氏 名   

研 究 題 目   

備 考   

(注) 「氏名」欄は，必ず本人が自署すること。 
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別記様式(第3条第1項関係) 
 

年  月  日 

広島大学長    殿 

ふりがな          

氏名            

年  月  日生 

研究生許可願 

貴学研究生として，下記のとおり研究したいので御許可願います。 

記 

最 終 卒 業 学 校   

現 職   

現 在 ま で の 研 究 歴   

研 究 場 所   

研 究 期 間 年  月  日～   年  月  日(  か月) 

指 導 教 員 職 名   氏 名   

研 究 題 目   

備 考   

(注) 「氏名」欄は，必ず本人が自署すること。 

 
 

○広島大学外国人研究生規則 
(平成 16年 4月 1日規則第 11号) 

広島大学外国人研究生規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学通則(平成 16年 4月 1日規則第 2号。以下「通則」とい

う。)第 52条第 2項及び広島大学大学院規則(平成 20年 1月 15日規則第 2号。以下「大

学院規則」という。)第 53条第 2項の規定に基づき，広島大学(以下「本学」という。)

の学部，大学院，附置研究所，国際高等研究所，全国共同利用施設又は学内共同教育研

究施設(以下「学部等」という。)において特定の事項を研究する外国人の研究生(国費外

国人留学生制度実施要項(昭和 29年 3月 31日文部大臣裁定)に基づく研究留学生(以下

「研究留学生」という。)を含む。以下「外国人研究生」という。)に関し必要な事項を

定めるものとする。 

(研究の願い出及び検定料) 

第 2条 外国人研究生として学部，附置研究所，国際高等研究所，全国共同利用施設又は学

内共同教育研究施設に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者と

する。 

(1) 外国において，学校教育における 14年の課程を修了した者 

(2) 外国において，学校教育における 12年の課程を修了し，日本の大学又は短期大学

を卒業した者 

(3) 本学において，相当の学力を有し外国人研究生として適当と認めた者 

2 外国人研究生として大学院に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当す

る者とする。 

(1) 外国において，学校教育における 16年の課程を修了した者 

(2) 本学大学院において，相当の学力を有し外国人研究生として適当と認めた者 

第 3条 外国人研究生を志願する者で，日本に居住する者については研究開始日の 30日前

までに，外国に居住する者については研究開始日の原則として 4月前までに，次に掲げ

る書類に検定料 9,800 円を添えて，研究を希望する学部等を経て学長に願い出なければ

ならない。 

(1) 外国人研究生許可願 

(2) 履歴書 

(3) 最終学校の卒業証明書及び成績証明書 

(4) 出身学校の所属学科長以上の長又は指導教員の発行する推薦書 

(5) 住民票の写し，在留資格を記載した住民票記載事項証明書又は在留カードの写し

(日本に居住する者の場合に限る。) 

(6) 旅券の写し(旅券を有しない場合は，外国籍であることを証明する公的書類。外国

に居住する者の場合に限る。) 
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2 外国人研究生として志願する者が，志願する学部若しくは研究科に特別聴講学生として

在学中の場合又は広島大学 3+1プログラムの特別聴講学生として在学中の場合は，前項

の規定にかかわらず，次に掲げる書類により願い出ることができる。 

(1) 外国人研究生許可願 

(2) 履歴書 

(3) 在留カードの写し 

(受入れの許可) 

第 4条 外国人研究生の受入れは，当該学部等の教授会(教授会を置かない学部等にあって

は，これに代わる機関)の議を経て，学長が許可する。 

2 学長は，前項の規定により許可する者のうち外国に居住する者には，あらかじめ承諾書

を交付するものとする。 

(研究期間) 

第 5条 外国人研究生の研究期間は，原則として 1学期又は 1学年間とする。ただし，学長

が特別の事情があると認めた場合は，この限りでない。 

(研究継続) 

第 6条 外国人研究生が研究期間終了後なお引き続き研究を希望するときは，研究終了日の

30日前までに外国人研究生研究継続許可願により当該学部等を経て，学長に願い出てそ

の許可を受けなければならない。この場合において，研究期間については，前条の規定

を準用する。 

2 前項の規定による研究継続をする者の検定料及び入学料は，徴収しない。 

(入学料) 

第 7条 入学の許可を受けようとする者は，指定の期日までに入学料 84,600 円を納付しな

ければならない。 

(研究料) 

第 8条 外国人研究生は，1月につき 29,700 円の研究料を研究期間に応じ 6月分ずつ(研究

期間が 6月未満のときはその期間分)指定の期日までに納付しなければならない。 

2 指定の期日までに納付しないときは，掲示等により本人及び父母等に督促する。 

(指導教員) 

第 9条 当該学部等の長は，外国人研究生に対する指導教員を定めなければならない。 

(費用の負担) 

第 10条 研究，実験及び実習に要する費用は，必要に応じ外国人研究生の負担とする。 

(研究許可の取消し) 

第 11条 学長は，外国人研究生が次の各号のいずれかに該当するときは，研究の許可を取

り消すことがある。 

(1) 研究の実があがらないと認められるとき。 

(2) その本分に反する行為があると認められるとき。 
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2 学長は，研究料納付の義務を怠り督促を受けてもなお納付しない外国人研究生につい

て，本学が当該外国人研究生に対し研究料の請求を行った日(郵送で請求を行った場合は

請求書が到達した日)から起算して 3月以内に納付しないときは，研究の許可を取り消

す。 

第 12条 削除 

(既納の検定料，入学料及び研究料の返還) 

第 13条 既納の検定料，入学料及び研究料は，返還しない。 

(研究留学生等に対する特例) 

第 14条 研究留学生については，第 3条の規定にかかわらず，検定料の納付並びに第 3条

第 3号及び第 5号に掲げる書類の提出を要しない。 

2 本学と外国の大学又は短期大学(大学以外の高等教育機関を含む。)との間で締結した大

学間交流協定，部局間交流協定又はこれらに準ずるもので検定料，入学料及び研究料を

不徴収とする外国人研究生(以下「協定に基づき授業料等が不徴収となる外国人研究生」

という。)については，第 3条の規定にかかわらず，検定料の納付を要しない。 

3 研究留学生及び協定に基づき授業料等が不徴収となる外国人研究生については，第 7条

及び第 8条の規定を適用しない。 

第 14条の 2 次の各号のいずれかに該当する特別聴講学生(広島大学学生交流規則(平成 16

年 4月 1日規則第 7号)第 2条第 2項に規定する特別聴講学生をいう。)が，履修期間終

了後から当該学期末まで，外国人の研究生として学部，附置研究所，国際高等研究所，

全国共同利用施設又は学内共同利用施設に入学を希望し，受入れを許可された場合は，

当該者に係る検定料，入学料及び研究料は，第 3条，第 7条及び第 8条第 1項の規定に

かかわらず，徴収しない。 

(1) 履修期間が終了するまでに本学大学院に入学するために入学試験を受験し，学生と

して本学大学院に入学が認められた者又は試験の結果が出ていない者 

(2) 履修期間終了後から当該学期末までに学生として本学大学院に入学するために入学

試験を受験する者 

(3) 履修期間を終了した次学期から外国人の研究生として本学大学院に入学する者(研

究期間終了後，本学大学院に学生として入学を希望する者に限る。) 

2 前項の外国人の研究生が次のいずれかに該当するに至ったときは，研究の許可を取り消

す。 

(1) 本学大学院の入学出願手続又は研究の願い出を期日までに行わなかったとき。 

(2) 本学大学院の入学試験を受験しなかったとき。 

(3) 本学大学院の入学試験の結果が不合格となったとき。 

(4) 本学大学院への入学手続を期日までに行わなかったとき。 

3 前項の規定にかかわらず，同項第 3号に該当するに至った者が次学期から外国人の研究

生として大学院に入学を希望するときは，研究許可の取消しは行わない。 
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(雑則) 

第 15条 この規則に定めるもののほか，外国人研究生に関し必要な事項は，通則又は大学

院規則の規定を準用する。 

附 則 

1 この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

2 この規則の施行の際現に旧広島大学外国人研究生規程(昭和 47年広島大学規程第 5号)に

より外国人研究生として受入れを許可されている者は，この規則により外国人研究生と

して受入れを許可された者とみなす。 

3 本学大学院博士課程リーダー育成プログラムの履修を認められた者が，履修を開始する

までの間外国人研究生として学部等に入学を希望し，当該者の受入れを許可する場合

は，第 3条，第 7条及び第 8条第 1項の規定にかかわらず，検定料，入学料及び研究料

は，徴収しないものとする。 

 

(略) 

 

附 則(令和 6年 6月 18日規則第 47号) 

この規則は，令和 6年 6月 18日から施行する。 
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○広島大学におけるハラスメント等の防止等に関する規則 
(平成 16年 4月 1日規則第 111号) 

広島大学におけるハラスメント等の防止等に関する規則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，広島大学学則(平成 16年 4月 1日規則第 1号)第 28条の規定に基づ

き，広島大学(以下「大学」という。)におけるハラスメント等が職員，学生，生徒，児

童及び園児並びにその関係者(以下「構成員」という。)の人権を侵害し，又は就学，就

労，教育若しくは研究(以下「就学・就労」という。)の権利等を侵害するものであると

いう認識にたち，大学においてその発生を防止するとともに，事後，適切に対応するた

め，ハラスメント等の防止に関し必要な事項を定めるものとする。 

(定義等) 

第 2条 この規則において「ハラスメント」とは，セクシュアル・ハラスメント，パワー・

ハラスメント，妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント及びそのほかのハラスメ

ントをいう。 

2 この規則において「セクシュアル・ハラスメント」とは，一定の就学・就労上の関係に

ある大学の構成員が，相手の意に反する性的な性質の不適切な言動を行い，これによっ

て相手が，精神的な面を含めて，学業や職務遂行に関連して一定の不利益・損害を被る

か，若しくは学業や職務に関連して一定の支障が生じること，又は就学・就労のための

環境を悪化させることをいう。 

3 この規則において「パワー・ハラスメント」とは，一定の就学・就労上の関係にある大

学の構成員が，優越的な関係を背景とした業務上必要かつ相当な範囲を超えた言動を行

い，これによって相手が，精神的な面を含めて，学業や職務遂行に関連して一定の不利

益・損害を被るか，若しくは学業や職務に関連して一定の支障が生じること，又はその

ようなおそれがあることをいう。 

4 この規則において「妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント」とは，一定の就

学・就労上の関係にある大学の構成員が，妊娠・出産に関する言動又は妊娠・出産，育

児・介護に関する制度若しくは措置の利用に関する言動を行い，これによって相手が，

精神的な面を含めて，学業や職務遂行に関連して一定の不利益・損害を被るか，若しく

は学業や職務に関連して一定の支障が生じること，又はそのようなおそれがあることを

いう。 

5 この規則において「そのほかのハラスメント」とは，セクシュアル・ハラスメント，パ

ワー・ハラスメント及び妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントにはあたらない

が，一定の就学・就労上の関係にある大学の構成員が，不適切な言動を行い，これによ

って相手が，精神的な面を含めて，学業や職務遂行に関連して一定の不利益・損害を被

るか，若しくは学業や職務に関連して一定の支障が生じること，又はそのようなおそれ

があることをいう。 
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6 ハラスメントの行為者とされた者の言動が次の各号のいずれかに該当する場合は，ハラ

スメントがあると認めるものとする。 

(1) ハラスメントの行為者とされた者が第 2項から前項までの行為を行うとの意図を有

していたと認められるとき。 

(2) 当該言動が明らかに社会的相当性を欠くと認められるとき。 

7 この規則において「性暴力等」とは，次の各号に掲げるものをいう。 

(1) 教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律(令和 3年法律第 57号)

第 2条第 3項各号及び教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する基本的な

指針(令和 4年 3月 18日文部科学大臣決定)に定める児童生徒性暴力等と同等の行為を

行うこと。 

(2) 第 2項に定めるセクシュアル・ハラスメントのうち，刑法(明治 40年法律第 45号)

その他の法令に定める犯罪行為に該当する行為を行うこと。 

8 この規則において「ハラスメント等」とは，ハラスメント及び性暴力等をいう。 

(防止及び啓発) 

第 3条 大学は，職員及び学生等に対し，ハラスメント等の発生を防止するための啓発に努

める。 

(相談体制) 

第 4条 大学におけるハラスメント等に関する相談への対応は，広島大学ハラスメント相談

室(以下「相談室」という。)が行う。 

2 相談室は，前項の相談に際し，ハラスメント等の被害を受けたとする者(以下「被害を受

けたとする者」という。)のプライバシーを保護し，人権を侵害しないよう十分に配慮す

るものとする。 

(調査体制) 

第 5条 学長は，ハラスメント等の事実関係を調査するため，及び必要な措置を講じるた

め，当該の事案ごとに広島大学ハラスメント調査会(以下「調査会」という。)を設置す

る。 

2 前項の調査会に関し必要な事項は，別に定める。 

3 調査会は，被害を受けたとする者，ハラスメント等の行為者とされた者(以下「行為者と

された者」という。)及びそのほかの関係者から公正な事情聴取を行い，調査結果を速や

かに学長に報告する。 

4 前項の事情聴取においては，事情聴取対象者の人権やプライバシーの保護には十分に配

慮するものとする。 

5 調査会は，調査の過程で，被害を受けたとする者の緊急避難措置，被害を受けたとする

者と行為者とされた者との間の調整又は被害を受けたとする者若しくは行為者とされた

者の配属又は所属する部局等での調査や調整等の勧告等の必要を認めたときは，これを

行う。 
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6 前項の勧告に基づき，部局等に調査会を置くことができる。 

(調査結果の告知及び不服申立て) 

第 6条 学長は，調査会からの調査結果の報告を受け，被害を受けたとする者及び行為者と

された者に対して，速やかに書面により調査結果を告知するものとする。 

2 前項の告知を受けた者は，当該告知内容について不服がある場合は，告知を受けた日の

翌日から 2週間以内に，書面により学長に不服を申し立てることができるものとする。

ただし，当該事案に関して，広島大学職員懲戒規則(平成 16年 4月 1日規則第 97号)に

基づく懲戒に係る審査を受ける者は，不服を申し立てることはできない。 

3 学長は，前項本文の不服申立てがあった場合は，不服を申し立てた者に対して，申立て

内容の検討結果について書面により通知するものとする。 

4 前項の通知内容に対する不服申立ては，認めない。 

(措置の決定及び実施) 

第 7条 学長は，調査会からの調査結果の報告を受け，被害を受けたとする者の不利益の回

復，環境の改善及び行為者とされた者に対する指導等の必要な措置を決定し，実施す

る。 

2 学長は，前項の決定に当たり，さらに審議が必要と認められる事項については，教育研

究評議会に付議する。 

(不利益取扱いの禁止) 

第 8条 大学は，ハラスメント等に関する相談，当該相談への対応に対する協力その他ハラ

スメント等に関して正当な対応をした職員及び学生等に対し，そのことを理由として，

不利益な取扱いをしてはならない。 

(雑則) 

第 9条 この規則に定めるもののほか，ハラスメント等の防止及び事後の対応に関し必要な

事項は，別に定める。 

附 則 

1 この規則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 

2 旧広島大学ハラスメントの防止等に関する規程(平成 11年広島大学規程第 12号。以下

「旧規程」という。)により置かれたハラスメント相談員及び同専門相談員が行ったハラ

スメントに関する相談業務等の行為は，この規則により置かれたハラスメント相談員及

び同専門相談員が行ったものとみなす。 

3 旧規程により設置されたハラスメント調査会については，この規則に基づき設置された

ものとみなす。 

 

(略) 

附 則(令和 6年 3月 26日規則第 70号) 

この規則は，令和 6年 4月 1日から施行する。 
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○広島大学東広島キャンパスの構内交通に関する細則 
(平成 16年 4月 1日副学長(財務担当)決裁) 

広島大学東広島キャンパスの構内交通に関する細則 
(趣旨) 

第 1条 この細則は，広島大学構内駐車場利用規則(平成 16年 4月 1日規則第 1
15号)第 9条の規定に基づき，広島大学東広島キャンパス構内(以下「構内」
という。)における自動車及び二輪車(以下「車両」という。)の交通規制に関
し必要な事項を定めるものとする。 
(定義) 

第 2条 この細則において「自動車」とは，道路交通法(昭和 35年法律第 105
号)に規定する自動車(自動二輪車を除く。)をいい，「二輪車」とは，同法に
規定する自動二輪車及び原動機付自転車をいう。 
(入構制限) 

第 3条 構内に自動車により入構しようとする者は，理事(財務・総務担当)(以
下「理事」という。)の許可を受けなければならない。 

2 入構の許可を受けた者は，広島大学(以下「本学」という。)が発行する職員
証，学生証，利用登録証又は構内駐車証(以下「構内駐車証等」という。)を所
持していなければならない。 
(構内駐車証等の交付申請資格) 

第 4条 前条第 2項に定める構内駐車証等の交付申請資格者は，次に掲げる者と
する。 
(1) 東広島キャンパスに通勤する職員(障害者手帳の交付を受けている者を除
く。)で自動車による通勤届出があり，かつ，自動車任意保険のうち「対人
賠償保険」(以下「任意保険」という。)の契約を締結をしている者又はそ
の保険の被保険者となっている者。ただし，次に該当する者は除く。 
イ 下見職員宿舎又はががら職員宿舎に居住している者 
ロ 県道馬木八本松線，県道吉川西条線，市道下見御薗宇線及び構内境界
線に囲まれた地域に居住している者 

(2) 東広島キャンパスに通学する学生(研究生等を含む。以下同じ。ただし，
この号において，障害者手帳の交付を受けている者を除く。)で任意保険の
契約を締結している者又はその保険の被保険者となっている者で，副学長
(学生支援担当)が定める安全教育(以下「安全教育」という。)を受講してい
るもの(構内駐車証等の交付までに受講する者を含む。)。ただし，次に該
当する者は除く。 
イ 学部学生の 1年次生及び 2年次生 
ロ 池の上学生宿舎又は国際交流会館に居住している者 
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○広島大学東広島キャンパスの構内交通に関する細則 
(平成 16年 4月 1日副学長(財務担当)決裁) 

広島大学東広島キャンパスの構内交通に関する細則 
(趣旨) 

第 1条 この細則は，広島大学構内駐車場利用規則(平成 16年 4月 1日規則第 1
15号)第 9条の規定に基づき，広島大学東広島キャンパス構内(以下「構内」
という。)における自動車及び二輪車(以下「車両」という。)の交通規制に関
し必要な事項を定めるものとする。 
(定義) 

第 2条 この細則において「自動車」とは，道路交通法(昭和 35年法律第 105
号)に規定する自動車(自動二輪車を除く。)をいい，「二輪車」とは，同法に
規定する自動二輪車及び原動機付自転車をいう。 
(入構制限) 

第 3条 構内に自動車により入構しようとする者は，理事(財務・総務担当)(以
下「理事」という。)の許可を受けなければならない。 

2 入構の許可を受けた者は，広島大学(以下「本学」という。)が発行する職員
証，学生証，利用登録証又は構内駐車証(以下「構内駐車証等」という。)を所
持していなければならない。 
(構内駐車証等の交付申請資格) 

第 4条 前条第 2項に定める構内駐車証等の交付申請資格者は，次に掲げる者と
する。 
(1) 東広島キャンパスに通勤する職員(障害者手帳の交付を受けている者を除
く。)で自動車による通勤届出があり，かつ，自動車任意保険のうち「対人
賠償保険」(以下「任意保険」という。)の契約を締結をしている者又はそ
の保険の被保険者となっている者。ただし，次に該当する者は除く。 
イ 下見職員宿舎又はががら職員宿舎に居住している者 
ロ 県道馬木八本松線，県道吉川西条線，市道下見御薗宇線及び構内境界
線に囲まれた地域に居住している者 

(2) 東広島キャンパスに通学する学生(研究生等を含む。以下同じ。ただし，
この号において，障害者手帳の交付を受けている者を除く。)で任意保険の
契約を締結している者又はその保険の被保険者となっている者で，副学長
(学生支援担当)が定める安全教育(以下「安全教育」という。)を受講してい
るもの(構内駐車証等の交付までに受講する者を含む。)。ただし，次に該
当する者は除く。 
イ 学部学生の 1年次生及び 2年次生 
ロ 池の上学生宿舎又は国際交流会館に居住している者 

ハ 県道馬木八本松線，県道吉川西条線，市道下見御薗宇線及び構内境界
線に囲まれた地域に居住している者 

(3) 商用等のため構内を訪れる業者 
(4) 東広島キャンパスに通勤する職員又は通学する学生のうち障害者手帳の
交付を受けている者で，次に該当するもの。 
イ 職員にあっては，任意保険の契約を締結している者又はその保険の被
保険者となっている者 

ロ 学生にあっては，任意保険の契約を締結している者又はその保険の被
保険者となっている者で，安全教育を受講しているもの 

(5) 本学における教育，研究又は診療等のため学外から構内を訪れる者 
(6) その他教育研究の遂行のため特に必要があると理事が認めた者 
(構内駐車証等の申請が可能な期間等) 

第 5条 次の各号に掲げる者が構内駐車証等の交付を申請できる期間は，当該各
号に掲げる期間とする。 
(1) 前条第 1号から第 3号までに該当する者 理事が定める期間 
(2) 前条第 4号から第 6号までに該当する者 随時 

2 構内駐車証等の種類及び交付申請手続の方法等は，別紙第 1 のとおりとする。 
3 前条の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当する者から自動車によ
る構内への入構の申し出があった場合は，理事は，当該各号に規定する期間
を限度として，当該申し出た者に構内駐車証等を貸し出すことができる。 
(1) 業務上自動車を使用する必要があると認められる者 1週間 
(2) 本学構内での営繕工事等により自動車による入構が必要な者 1月 
(3) 疾病等により自動車を使用する必要があると認められる者 3月 

4 前条の規定にかかわらず，次の各号に掲げる者が自動車により臨時に入構す
る必要がある場合は，当該各号に定めるところにより入構させることができ
る。 
(1) 本学の職員又は学生 職員証又は学生証を提示の上，臨時構内駐車証を
交付する。 

(2) 外来者 用務先を申し出の上，臨時構内駐車証を交付する。 
(経費等) 

第 6条 自動車による入構及び駐車整理業務に要する経費については，自動車に
よる入構の許可を受けた者(以下「利用者」という。)の負担とし，その負担金
(以下「利用者負担金」という。)は，自動車による入構及び駐車整理業務に要
する最低限度の費用相当額とする。 

2 前項の規定にかかわらず，本学は，午後 9時から翌日午前 6時までの入構及
び駐車整理業務等に要する経費及び構内の安全管理に必要な経費を負担する。 
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3 第 1項に規定する利用者負担金の額は次の表のとおりとし，日割り計算は行
わないものとする。 

区分 金額 
1  第 4条第 1号から第 3号までのいずれか又は第 6号に該当する
者 

 

  (1) 駐車場を利用する期間 1年 6，000
円 

  (2) 駐車場を利用する期間半年 3，000
円 

2  第 4条第 4号又は第 5号に該当する者 無料 
4 特別の事情により前項の表第 1項第 1号及び第 2号に規定する期間の構内駐
車証等を申請できない者であって，理事が認めたものは，駐車場を利用する
期間に応じた構内駐車証等を申請することができるものとする。この場合に
おける利用者負担金の額は，駐車場を利用する月数に 500 円を乗じた額とする。 

5 利用者負担金は，本学が指定する金融機関の口座への振込，給与からの控除
又は現金による納付のいずれかの方法により納付するものとする。 

6 次の各号のいずれかに該当する場合で，利用者から所定の様式により，納付
した利用者負担金の返還の請求があったときは，当該各号に規定する額を当
該利用者に返還するものとする。 
(1) 構内駐車証等の交付までに，申請者が当該申請を取下げた場合 納付し
た額 

(2) 第 4条及び第 5条第 1項第 1号に規定する構内駐車証等の交付に係る要
件を満たしていないことにより不交付となった場合 納付した額 

(3) 構内駐車証等の交付後に構内に自動車により入構する必要がなくなった
ため，利用者が，当該構内駐車証等をその有効期限内において未使用のま
ま本学に返却した場合 納付した額 

(4) 錯誤による納付があった場合 第 3項に規定する利用者負担金の額を超
えて納付した額 

(5) 職員が東広島キャンパスから本学の他の地区等に異動又は他の機関に転
出した場合 入構を中止する日が属する月の翌月から構内駐車証等の有効
期限の末日が属する月までの月数に 500円を乗じた額 

(6) 学生が休学又は卒業した場合 入構を中止する日が属する月の翌月から
構内駐車証等の有効期限の末日が属する月までの月数に 500円を乗じた額 

(7) その他理事が認めた場合 納付した額又は入構を中止する日が属する月
の翌月から構内駐車証等の有効期限の末日が属する月までの月数に 500円
を乗じた額 

(構内駐車証等の貸与等の禁止) 
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3 第 1項に規定する利用者負担金の額は次の表のとおりとし，日割り計算は行
わないものとする。 

区分 金額 
1  第 4条第 1号から第 3号までのいずれか又は第 6号に該当する
者 

 

  (1) 駐車場を利用する期間 1年 6，000
円 

  (2) 駐車場を利用する期間半年 3，000
円 

2  第 4条第 4号又は第 5号に該当する者 無料 
4 特別の事情により前項の表第 1項第 1号及び第 2号に規定する期間の構内駐
車証等を申請できない者であって，理事が認めたものは，駐車場を利用する
期間に応じた構内駐車証等を申請することができるものとする。この場合に
おける利用者負担金の額は，駐車場を利用する月数に 500 円を乗じた額とする。 

5 利用者負担金は，本学が指定する金融機関の口座への振込，給与からの控除
又は現金による納付のいずれかの方法により納付するものとする。 

6 次の各号のいずれかに該当する場合で，利用者から所定の様式により，納付
した利用者負担金の返還の請求があったときは，当該各号に規定する額を当
該利用者に返還するものとする。 
(1) 構内駐車証等の交付までに，申請者が当該申請を取下げた場合 納付し
た額 

(2) 第 4条及び第 5条第 1項第 1号に規定する構内駐車証等の交付に係る要
件を満たしていないことにより不交付となった場合 納付した額 

(3) 構内駐車証等の交付後に構内に自動車により入構する必要がなくなった
ため，利用者が，当該構内駐車証等をその有効期限内において未使用のま
ま本学に返却した場合 納付した額 

(4) 錯誤による納付があった場合 第 3項に規定する利用者負担金の額を超
えて納付した額 

(5) 職員が東広島キャンパスから本学の他の地区等に異動又は他の機関に転
出した場合 入構を中止する日が属する月の翌月から構内駐車証等の有効
期限の末日が属する月までの月数に 500円を乗じた額 

(6) 学生が休学又は卒業した場合 入構を中止する日が属する月の翌月から
構内駐車証等の有効期限の末日が属する月までの月数に 500円を乗じた額 

(7) その他理事が認めた場合 納付した額又は入構を中止する日が属する月
の翌月から構内駐車証等の有効期限の末日が属する月までの月数に 500円
を乗じた額 

(構内駐車証等の貸与等の禁止) 

第 7条 構内駐車証等の交付又は貸与を受けた者は，構内駐車証等を他人に貸与
し，若しくは譲渡し，又は構内駐車証等の記載事項を変更してはならない。 
(構内駐車証等の有効期限等) 

第 8条 構内駐車証等の有効期間は，4月 1日から翌年 3月 31日までの間を限
度とする。ただし，臨時構内駐車証にあっては当日限りとする。 
(ゲートの運用) 

第 9条 自動車により入出構できるゲート及び時間等については，別紙第 2のと
おりとする。 
(遵守事項) 

第 10条 構内において車両を運転する者は，次に掲げる事項を遵守しなければ
ならない。 
(1) 歩行者の安全を第一とし，構内に設置した道路標識及び道路標示に従っ
て運転すること。 

(2) 構内駐車証の交付を受けている場合は，運転席前面に置くこと。 
(3) 構内では，時速 20キロメートル以内を厳守し，騒音には特に注意するこ
と。 

(4) 駐車場又は駐輪場以外の場所に駐車又は駐輪しないこと。 
(5) 外来者用駐車場には，外来者以外駐車しないこと。 
(6) 身障者用駐車場には，身障者以外駐車しないこと。 
(指導及び取締り) 

第 11条 構内の車両の交通指導及び取締りは，理事が指定する者(以下「交通指
導員」という。)が行うものとする。 
(違反者に対する措置) 

第 12条 車両を運転して入構した者が，この規定に違反した場合は，次に掲げ
る措置を採ることができる。 
(1) 違反車両については，告知書を当該車両に掲示した上，車両番号を記録
する。 

(2) 違反回数が 3回以上の者については，以後車両による入構を禁止する。
ただし，構内駐車証等を偽造させる等悪質な者については，直ちに車両に
よる入構を禁止する。 

(放置車両に対する措置) 
第 13条 長期間にわたり構内に放置された車両については，1月間警告措置を
採った上，撤去するものとする。ただし，撤去に要した費用は，当該放置車
両所有者の負担とする。 
(事故処理等) 

第 14条 この細則に定めるもののほか，構内における車両の通行方法及び事故
処理等については，関係法令の定めるところによる。 
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2 駐車場その他構内における車両の盗難等の事故については，本学は一切責任
を負わない。 
(臨時の規制) 

第 15条 緊急事態が発生した場合又は本学の行事等を行う場合は，この細則に
かかわらず，臨時の構内交通規制等を行うことができる。 
(雑則) 

第 16条 この細則に定めるもののほか，東広島キャンパスの構内交通に関し必
要な事項は，理事が定める。 

附 則 
1 この細則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 
2 この細則の施行の際現に旧広島大学東広島キャンパスの構内交通に関する要
項(平成 11年 3月 9日全部改正)に基づいて許可されている者は，この細則に
基づき許可された者とみなす。 

 
  (略) 
 

附 則(令和 4年 8月 19日 一部改正) 

この細則は，令和 4年 8月 19日から施行し，この細則による改正後の広島大
学東広島キャンパスの構内交通に関する細則の規定は，令和 4年 4月 1日から適
用する。 
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2 駐車場その他構内における車両の盗難等の事故については，本学は一切責任
を負わない。 
(臨時の規制) 

第 15条 緊急事態が発生した場合又は本学の行事等を行う場合は，この細則に
かかわらず，臨時の構内交通規制等を行うことができる。 
(雑則) 

第 16条 この細則に定めるもののほか，東広島キャンパスの構内交通に関し必
要な事項は，理事が定める。 

附 則 
1 この細則は，平成 16年 4月 1日から施行する。 
2 この細則の施行の際現に旧広島大学東広島キャンパスの構内交通に関する要
項(平成 11年 3月 9日全部改正)に基づいて許可されている者は，この細則に
基づき許可された者とみなす。 

 
  (略) 
 

附 則(令和 4年 8月 19日 一部改正) 

この細則は，令和 4年 8月 19日から施行し，この細則による改正後の広島大
学東広島キャンパスの構内交通に関する細則の規定は，令和 4年 4月 1日から適
用する。 
 
  

別紙第1(第5条第2項関係) 

 

区
分 申請者 構内駐車証等の種類 申請の受付期間 

申請書の受付及び
交付担当(以下「受
付担当」という。) 

交付申請書等 

自
動
車 

職員 
(第4条第1号に該当する者) 

職員証又は学生証 理事が定める期間 財務・総務室 財務
部会計グ ループ 

理事が定める様
式 
 

学生 
(第4条第2号に該当する者) 

商用等のため構内を訪れる業者(第
4条第3号に該当する者) 

利用登録証 構内駐車証等交
付申請書(別記様
式第1号) 

職員 
学生 
(第4条第4号に該当する者) 
 

職員証又は学生証 随時 理事が定める様
式 

教育，研究又は診療等のため学外か
ら構内を訪れる者 
(第 4条第 5号に該当する者) 
 

構内駐車証(別記様式
第 2号) 
 

職員 
学生 
(第4条第6号に該当する者) 

職員証又は学生証 

職員 
学生 
外来者 

臨時構内駐車証(別記
様式第 3号) 

第1ゲート及び第3
ゲート 

 

構内駐車証等の交付又は貸与を受
けた者 

 構内駐車証等を紛失
した時 

当初交付又は貸与
を受けた際の受付
担当 

紛失届 
(別記様式第4号) 
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別紙第2 ゲートの運用等(第9条関係) 
1 ゲートの配置 

 

2 ゲートの運用 
(1) 平日 

・ 終日規制を行う。 
 
ただし，許可を受けていない職員，学生で特別な事情により自動車で入構する必要がある場合は，身分証明
書等を提示のうえ，18：00以降ゲート①(18：00～6：00)を利用することができる。また、16:30以降ゲート④
（16:30～21:00）を開放する。 
 

 (2) 土・日・祝日(年末・年始含む)及び休業期間 
・ 昼間(6：00～21：00)の規制は行わない。 

 
別記様式第1号  （略） 
別記様式第2号  （略） 
別記様式第3号  （略） 
別記様式第4号  （略） 
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○学業に関する評価の取扱いについて 

平成 18 年 4 月 1 日 
副学長(教育・研究担当)決裁  

  
Ⅰ 学部学生の学業に関する評価について  

1. 授業科目の成績評価及び到達度の評価について  
(1) 授業科目の成績評価  

次のいずれか又は併用によるものとする。  
① 秀，優，良，可及び不可の 5 段階評価とする。なお，不可については，その評価
が出席回数不足，期末試験未受験等の理由による場合，学生に対して欠席と通知す
ることができる。 

  5 段階評価の基準は以下のとおりとする。  
評価 評点 

(100 点満点) 
評価指標 合否 

秀 90 点以上 シラバスで計画された学修目標を十分に達成
し，特に優れた成果を収めている。 

合格 

優 80～89 点 シラバスで計画された学修目標を十分に達成
し，優れた成果を収めている。 

合格 

良 70～79 点 シラバスで計画された学修目標を達成し，良好
な成果を収めている。 

合格 

可 60～69 点 シラバスで計画された学修目標を達成してい
る。 

合格 

不可 60 点未満 シラバスで計画された学修目標を達成していな
い。 

不合格

② 0～100 点の点数評価とする。   
60 点未満は不合格とする。  

③ ただし，特別な理由により，5 段階評価により難い場合のみ合格又は不合格の合
否評価とする。 

④ ③の特別な理由については，プログラム担当教員会等で判断する。 
 

(2) 到達度の評価  
教育プログラムが詳述書で定めた学習の成果の評価項目と評価基準に基づき，到達

度の評価は，「極めて優秀」，「優秀」及び「良好」の 3 段階評価とする。  
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2. 平均評価点(GPA：Grade Point Average)について  
本学共通の平均評価点(GPA：Grade Point Average)の算出方法等については，以下

の方法によるものとする。  
[計算式]  

平均評価点  秀の単位数 4 優の単位数 3 良の単位数 2 可の単位数 1 100  

 総登録単位数 4 

(1) 平均評価点は，小数点第 3 位以下を切り捨てるものとする。  
(2) 各学期（直前の期）及び通年（入学後から直前の期）で計算するものとする。  
(3) 5 段階評価が付されている授業科目を計算の対象とする。   

   
Ⅱ 大学院学生及び専攻科学生の学業に関する評価について  

授業科目の成績評価を行い，その評価は，次のいずれかによるものとする。  
1. 秀，優，良，可及び不可の 5 段階評価とする。なお，不可については，その評価が出
席回数不足，期末試験未受験等の理由による場合，学生に対して欠席と通知することが
できる。 

  5 段階評価の基準は以下のとおりとする。 

評価 評点 
(100 点満点) 

評価指標 合否 

秀 90 点以上 シラバスで計画された学修目標を十分に達成し，
特に優れた成果を収めている。 

合格 

優 80～89 点 シラバスで計画された学修目標を十分に達成し，
優れた成果を収めている。 

合格 

良 70～79 点 シラバスで計画された学修目標を達成し，良好な
成果を収めている。 

合格 

可 60～69 点 シラバスで計画された学修目標を達成している。 合格 
不可 60 点未満 シラバスで計画された学修目標を達成していな

い。 
不合格

2. ただし，特別な理由により，5 段階評価により難い場合のみ合格又は不合格の合否評
価とする。  

3. 2.の特別な理由については，プログラム担当教員会等で判断する。 
 
Ⅲ 認定科目について  

1. 入学前に他大学等で行った学修又は修得した単位（外国語検定試験等及び編入学した
場合を含む。）を本学における授業科目の履修とみなし，単位認定する場合，成績評価
は付さない。  
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2. 入学後に他大学等で行った学修又は修得した単位（外国語検定試験等を含む。）を本
学における授業科目の履修とみなし，単位認定する場合，原則として成績評価は付さな
い。ただし，協定等により成績評価を付す相応の根拠がある場合に限り，学部等の判断
により成績評価を付すことができる。  

3. 入学前に本学で修得した単位（科目等履修生として修得した単位を含む。）を単位認
定する場合は，学部等の判断により成績評価を付すことができる。  

4. 成績評価を付さない授業科目の評価欄は，認定と表示する。  
   
Ⅳ 適用について  

1. この取扱いは，令和 2 年度から適用する。  
2. 令和元年 10 月 1 日以前に入学した学生の学業に関する評価の取扱いについては，Ⅰ

1.(1)の③，④及びⅡの 3.の取扱いを除き，なお従前の例による。  
  
 

(注)（平成 22 年 3 月 16 日 一部改正）  
この改正は，平成 22 年 4 月 1 日から適用する。  
  

(注)（平成 23 年 3 月 10 日 一部改正）  
この改正は，平成 23 年 4 月 1 日から適用する。  
   

(注)（平成 27 年 1 月 7 日 一部改正） 
この改正は，平成 27 年 4 月 1 日から適用する。 
  

(注)（令和 2 年 5 月 26 日 一部改正） 
この改正は，令和 2 年 4 月 1 日から適用する。  
 
  (注)（令和 5 年 5 月 23 日一部改正） 
この改正は，令和 5 年 5 月 23 日から適用する。 
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成成績績評評価価にに対対すするる異異議議申申立立制制度度ににつついいてて  

 
本学では，厳正な成績評価に努めていますが，学生への説明責任を果たすことを通じて，成績評価の厳正さを高めるた

め，成績評価に対する異議申立制度を設けています。申立てを行う場合は，次の手順に従ってください。ただし，理由・根
拠が不十分な申立てには対応できませんので注意してください。 
 
１１．． 申申立立手手続続  
 別紙の「成績評価に対する異議申立書」に必要事項を記入し，学業成績証明書を添付の上，該当科目の開講学部・研究科
等の担当事務窓口（以下の「４．担当事務窓口一覧」を参照）に異議申立てを行ってください。 
 
２２．． 申申立立期期間間  
 各学部・研究科等が定める当該科目の正式な成績発表日から次のタームの履修登録期間終了日までを原則とします。 
 
３３．． 申申立立へへのの回回答答  
 原則 My もみじの掲示板で回答しますので，確認を怠らないようにしてください。なお，申立日から 2週間以内に回答がな
い場合は，担当事務にご連絡ください。 
 
４４．． 担担当当事事務務窓窓口口一一覧覧  
(1)  教養教育科目： 

・教育推進グループ【総合科学部事務棟１F】 
・霞地区運営支援部学生支援グループ（学生生活・教養担当）  

※法学部法学科昼間コース・医学部・歯学部・薬学部の学生に限る。 
・東千田地区支援室（学生支援担当） 
 ※法学部法学科夜間主コース・経済学部経済学科夜間主コースの学生に限る。 

(2)  大学院共通科目：教育推進グループ【総合科学部事務棟１F】 
(3)  専門教育科目 

該当科目の開講学部／研究科／学位プログラム等 担当事務窓口 
総合科学部 総合科学系支援室（学士課程担当） 
文学部 人文社会科学系支援室（文学事務室）（学士課程担当） 
教育学部／特別支援教育特別専攻科 教育学系総括支援室（学士課程担当） 
法学部（昼間コース／夜間主コース） 東千田地区支援室（法学部昼間コース担当・法学部夜間主コース担当）  
経済学部（昼間コース） 人文社会科学系支援室（経済学部担当） 
経済学部（夜間主コース） 東千田地区支援室（経済学部夜間主コース担当） 
理学部 理学系支援室（学士課程担当） 
医学部 ※2／歯学部／薬学部／医系科学研究科 霞地区学生支援グループ（医学部担当・歯学部担当・薬学部担当・大学院担当） 
工学部／情報科学部 工学系総括支援室（工学部担当・情報科学部担当） 
生物生産学部 生物学系総括支援室（学士課程担当） 

人間社会科学研究科 

人文学プログラム 人文社会科学系支援室（文学事務室）（大学院課程担当） 
法学・政治学プログラム 東千田地区支援室（法学・政治学プログラム担当） 
経済学プログラム 人文社会科学系支援室（経済学プログラム担当） 
ソーシャルデータサイエンスプログラム 
マネジメントプログラム 東千田地区支援室（夜間大学院担当） 

国際平和共生プログラム 
国際経済開発プログラム 
国際教育開発プログラム 

国際協力学系支援室 

人間総合科学プログラム 総合科学系支援室（大学院課程担当） 
心理学プログラム 
教師教育デザイン学プログラム 
教育データサイエンスプログラム  
教育学プログラム 
日本語教育学プログラム  
教職開発プログラム 

教育学系総括支援室（大学院課程担当） 

実務法学プログラム ※2 東千田地区支援室（法科大学院担当） 
広島大学・グラーツ大学国際連携サステイナビリティ学専攻 国際協力学系支援室 

先進理工系科学研究科 

数学プログラム 
物理学プログラム 
地球惑星システム学プログラム 
化学プログラム 

理学系支援室（大学院課程担当） 

量子物質科学プログラム 理学系支援室（先端）（学生支援担当） 
理工学融合プログラム 総合科学系支援室（大学院課程担当） 
情報科学プログラム 
応用化学プログラム  
化学工学プログラム  
電気システム制御プログラム 
機械工学プログラム 
輸送・環境システムプログラム 
建築学プログラム 
社会基盤環境工学プログラム 
スマートイノベーションプログラム 

工学系総括支援室（大学院課程担当） 

広島大学・ライプツィヒ大学国際連携サステイナビリティ学専攻  国際協力学系支援室 

統合生命科学研究科  

生物工学プログラム 理学系支援室（先端）（学生支援担当） 
食品生命科学プログラム 
生物資源科学プログラム 生物学系総括支援室（大学院課程担当） 

生命環境総合科学プログラム 総合科学系支援室（大学院課程担当） 
基礎生物学プログラム 
数理生命科学プログラム 
生命医科学プログラム 

理学系支援室（大学院課程担当） 

スマートソサイエティ実践科学研究院 国際協力学系支援室 
森戸国際高等教育学院／IDEC 国際連携機構 留学交流グループ【学生プラザ３F／２F】 
上記に該当しない専門教育科目 ※1 教育推進グループ【学生プラザ３F】 

※1 特定プログラムなど，森戸国際高等教育学院及び IDEC 国際連携機構以外のセンター等が開講する専門教育科目を示す。 
※2 別途申立制度を定めている学部・研究科等を示す。                                      
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成績評価に対する異議申立書 
 
 

申立日：     年  月  日 
 

所属学部・研究科等名称  

学生番号  

氏名  

 
以下の授業科目の成績評価について異議申立てを行います。 

開講年度  講義コード  

開講学部・研究科等  

授業科目名  

授業担当教員名  

現在の成績評価   

申立内容・理由 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 本申立書と併せて学業成績証明書を提出すること。 
※ 回答は，原則 My もみじの個人掲示により連絡する。 
※ 申立日から２週間以内に回答がない場合は，該当の担当事務窓口に連絡すること。 

別紙 
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○気象警報の発表，公共交通機関の運休，事件・事故又は弾道ミサイル発射等の場合におけ
る授業等の取扱いについて 

平成 24 年 2 月 13 日
理事(教育担当)決裁 

 
気象警報の発表，公共交通機関の運休，事件・事故又は弾道ミサイル発射等の場合における授業(期末試

験等を含む。)の取扱いについては，次のとおりとする。 

 
第 1 授業を一斉休講(授業日における授業(土曜日開講のものを除く。)の休講をいう。)とする際の

取扱い 

 
1 理事(教育・平和担当)(以下「理事」という。)の判断を必要としない一斉休講 

(1) 広島地方気象台から，特別警報が広島市中区，広島市南区又は東広島市のいずれかに対して
発表された場合は，その市に所在するキャンパスのすべての授業を一斉休講とする。 

ただし，東広島市に対して波浪又は高潮の特別警報のみが発表された場合は，一斉休講は行
わない。 

(2) 広島県に弾道ミサイルが落下した場合，全キャンパスのすべての授業を一斉休講とする。 

 
2 理事の判断を必要とする一斉休講 

次の場合で，各キャンパスにおける授業を実施することが困難であると理事が判断したときは， 
当該キャンパスの当日の授業を一斉休講とする。なお，霞キャンパス(東千田キャンパス)において
(1)から(4)までの場合により一斉休講とするときは，東千田キャンパス(霞キャンパス)においても
同様に一斉休講とする。 

一斉休講とする授業時限の範囲とその判断時刻の目安は 3.のとおりとする。 
(1) 広島地方気象台から，大雨，洪水，大雪，暴風又は暴風雪のいずれかの警報が，広島市中

区，広島市南区又は東広島市のいずれかに対して発表された場合 
(2) 台風の接近等により，あらかじめ広島市中区，広島市南区又は東広島市のいずれかに対し

て，大雨，洪水，大雪，暴風又は暴風雪のいずれかの警報の発表が予想される場合 

(3) JR 山陽本線等の公共交通機関が，事故，大雨等の災害又はストライキ等で運休する場合 
(4) 弾道ミサイルや破壊された弾道ミサイルの破片が広島県を含む地域に落下する恐れがある

など，学生・職員の安全確保の必要がある場合 

(5) 学生・職員が，大学へ通学・通勤することが困難な状況が発生した場合 
(6) その他，事件・事故等が発生し，構内への立ち入りが規制された場合 

 
3 一斉休講する授業時限の範囲と判断時刻の目安 

一斉休講とする授業時限の範囲 判断時刻 
8:45 から 12:10 までに開始される授業 06:45 頃まで 

12:50 から 17:05 までに開始される授業 10:50 頃まで 
17:30 から 19:40 までに開始される授業 16:00 頃まで 
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4 一斉休講時における授業実施の特例 
一斉休講時において授業を実施できる特例は，次のとおりとする。 
(1) インターンシップや野外実習，ボランティア活動等一斉休講措置としたキャンパス内で開

講されない授業で，受講生の安全が確実に確保されていると開設部局の長等が判断した場合
は，当該授業を実施できる。 

(2) 双方向システムによる授業で，配信先のキャンパスのみが一斉休講である場合は，配信先
キャンパスでの受講生に対して当日配付資料の配付，レポート提出等により当日の授業を補
完し，受講者間で教育内容に差が生じないと開設部局の長等が判断した場合に，配信元の授
業を実施できる。 

(3) オンラインによる授業で，以下のいずれかに該当する場合は，開設部局の長等の判断によ
り当該授業を実施できる。なお，授業担当教員は，受講者の不利益とならないよう，授業実
施について必要な連絡を行うものとする。 

・同時双方向型の授業で，受講者全員が自宅等で受講可能なことが予め確認できる場合 
・オンデマンド型の授業の場合 

 
 
5 一斉休講の解除 

理事は，気象警報の解除，キャンパス内の安全確保，公共交通機関の運転再開等により授業の
実施が可能であると判断したときは，一斉休講を解除し，授業等を再開する日及び授業時限を決
定する。 

 
第 2 第 1 以外の取扱い 

 
第 1 の取扱いに基づき，開設部局等の長は授業を休講とするかどうか判断することとし，決定

した措置等については，速やかに理事へ報告するものとする。 

 
第 3 その他 

 
第 2 にかかわらず，理事が授業を実施することが困難であると判断した場合は，休講措置を講

じることができるものとする。 

 
第 4 適用 

 
この取扱いは，令和 6 年 1 月 23 日から適用する。 
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e-mail @hiroshima-u.ac.jp  





氏名 職位 電話番号 メールアドレス 他プログラム兼務

秋　庸裕 教授 先端研
荒川　賢治 教授 先端研
岡村　好子 教授 先端研
河本　正次 教授 先端研
黒田　章夫 教授 先端研
中島田　豊 教授 先端研
廣田　隆一 教授 先端研
水沼　正樹 教授 先端研
青井　議輝 准教授 先端研
池田　丈 准教授 先端研
上野　勝 准教授 先端研 生命医科学
加藤　節 准教授 先端研
北村　憲司 准教授
久米　一規 准教授 先端研 生命医科学
田島　誉久 准教授 先端研
中ノ　三弥子 准教授 先端研
藤江　誠 准教授 先端研
舟橋　久景 准教授 先端研
石田　丈典 講師 先端研
小川　貴史 助教 先端研
緋田　安希子 助教 先端研
湯川　格史 助教 先端研 生命医科学
渡邉　研志 助教 先端研
赤尾　健 客員教授

磯谷　敦子 客員教授

岩下　和裕 客員教授

藤井　達也 客員教授

加藤　淳也 客員准教授

産業技術総合研究所
産業技術総合研究所

自然科学研究支援開発センター
遺伝子実験棟３ 研究室

酒類総合研究所
酒類総合研究所

部屋番号

酒類総合研究所
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氏名 職位 電話番号 メールアドレス 他プログラム兼務

上野　聡 教授 生物
川井　清司 教授 生物
島田　昌之 教授 生物 生物資源科学
島本　整 教授 生物
鈴木　卓弥 教授 生物
長命　洋佑 教授 生物
中江　進 教授 生物

中山　達哉 教授 生物
西堀　正英 教授 生物
西村　慎一 教授 生物
羽倉　義雄 教授 生物
船戸　耕一 教授 生物
細野　賢治 教授 生物
堀内　浩幸 教授 生物
矢中　規之 教授 生物
大村　尚 准教授 総科
冲中　泰 准教授 生物
　
　 准教授 生物

国吉　久人 准教授 生物
小泉　晴比古 准教授 生物
田中　若奈 准教授 生物
平山　真 講師 生物
藤川　愉吉 講師 生物
池田　敦子 助教 生物
生谷　尚士 助教 生物

　
　 助教 生物

河合　賢太郎 助教 生物 生物資源科学Ｐ
TRAN ANH DUC 助教 生物
DINA MUSTIKA RINI 助教
冨永　淳 助教 生物
藤井　創太郎 助教 生物
松崎　芽衣 助教 生物
山本　祥也 助教 生物
奥田　将生 客員教授

正木　和夫 客員教授

部屋番号

酒類総合研究所
酒類総合研究所
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氏名 職位 電話番号 メールアドレス 他プログラム兼務

磯部　直樹 教授 生物
上田　晃弘 教授 生物
海野　徹也 教授 生物
小櫃　剛人 教授 生物
小池　一彦 教授 生物
坂井　陽一 教授 生物
島田　昌之 教授 生物 食品生命科学
杉野　利久 教授 生物

教授 先進理工系科学研究科
理工学融合

冨永　るみ 教授 生物
冨山　毅 教授 生物
米澤　隆弘 教授 生物
和崎　淳 教授 総科 生命環境総合科学
和田　茂樹 教授 生物
浅岡　聡 准教授 生物
梅原　崇 准教授 生物

加藤　亜記 准教授

河上　眞一 准教授 生物
黒川　勇三 准教授
斉藤　英俊 准教授 生物
鈴木　直樹 准教授
長岡　俊徳 准教授 生物
中村　隼明 准教授 生物
新居　隆浩 准教授 生物
橋本　俊也 准教授 生物
吉田　将之 准教授 生物 生命医科学
若林　香織 准教授 生物
稲生　雄大 助教 生物
呉　佳齊 助教
河合　賢太郎 助教 生物 食品生命科学
NGUYEN VAN QUAN 助教 生物
妹尾　あいら 助教
豊田　賢治 助教 生物

研究棟

酪農エコシステム技術開発センター
（農場）

部屋番号

瀬戸内CN国際共同研究センター
（竹原）

酪農エコシステム技術開発センター
（農場）

酪農エコシステム技術開発センター
（農場）

氏名 職位 電話番号 メールアドレス 他プログラム兼務

上野　聡 教授 生物
川井　清司 教授 生物
島田　昌之 教授 生物 生物資源科学
島本　整 教授 生物
鈴木　卓弥 教授 生物
長命　洋佑 教授 生物
中江　進 教授 生物

中山　達哉 教授 生物
西堀　正英 教授 生物
西村　慎一 教授 生物
羽倉　義雄 教授 生物
船戸　耕一 教授 生物
細野　賢治 教授 生物
堀内　浩幸 教授 生物
矢中　規之 教授 生物
大村　尚 准教授 総科
冲中　泰 准教授 生物
　
　 准教授 生物

国吉　久人 准教授 生物
小泉　晴比古 准教授 生物
田中　若奈 准教授 生物
平山　真 講師 生物
藤川　愉吉 講師 生物
池田　敦子 助教 生物
生谷　尚士 助教 生物

　
　 助教 生物

河合　賢太郎 助教 生物 生物資源科学Ｐ
TRAN ANH DUC 助教 生物
DINA MUSTIKA RINI 助教
冨永　淳 助教 生物
藤井　創太郎 助教 生物
松崎　芽衣 助教 生物
山本　祥也 助教 生物
奥田　将生 客員教授

正木　和夫 客員教授

部屋番号

酒類総合研究所
酒類総合研究所
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氏名 職位 電話番号 メールアドレス 他プログラム兼務

石田　敦彦 教授 総科 生命医科学

石原　康宏 教授 総科 生命医科学
ヴィレヌーヴ　真澄美 教授 総科 先進理工系科学研究科

理工学融合

浮穴　和義 教授 総科 生命医科学
久我　ゆかり 教授 総科
佐藤　明子 教授 総科
竹田　一彦 教授 総科 先進理工系科学研究科

理工学融合

中坪　孝之 教授 総科
山田　俊弘 教授 総科
和崎　淳 教授 総科 生物資源科学Ｐ
岩本　洋子 准教授 総科
小林　勇喜 准教授 総科
齋藤　光代 准教授 総科 先進理工系科学研究科

理工学融合

土谷　彰男 准教授 総科
中林　雅 准教授 総科 先進理工系科学研究科

理工学融合

根平　達夫 准教授 総科 先進理工系科学研究科
理工学融合

彦坂　暁 准教授 総科
渡邊　千穂 准教授 総科
戸田　求 講師 総科
勝山　千恵 助教 総科
中川　直樹 助教 総科
濱本　明恵 助教 総科
平野　哲男 助教 総科
山田　大綱 特任助教 総科

部屋番号
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理理学学部部棟棟をを改改修修ししてていいるるたためめ、、部部屋屋番番号号、、電電話話番番号号はは、、変変更更のの可可能能性性ががあありりまますす。。

氏名 職位 電話番号 メールアドレス 他プログラム兼務

今村　拓也 教授 理学 生命医科学
荻野　肇 教授 生命医科学
菊池　裕 教授 理学 生命医科学
草場　信 教授
千原　崇裕 教授 理学 生命医科学
林　利憲 教授 生命医科学
平川　有宇樹 教授 理学
井川　武 准教授 生命医科学
植木　龍也 准教授
奥村　美紗子 准教授 理学 生命医科学
嶋村　正樹 准教授 理学
鈴木　厚 准教授
鈴木　誠 准教授 生命医科学
田川　訓史 准教授
坪田　博美 准教授
濱生　こずえ 准教授 理学 生命医科学
深澤　壽太郎 准教授 理学
守口　和基 講師 理学
有本　飛鳥 助教
岡本　和子 助教 生命医科学
高橋　治子 助教 理学 生命医科学
田澤　一朗 助教
豊倉　浩一 助教
中島　圭介 助教
信澤　岳 助教
花田　秀樹 助教
本田　瑞季 助教 理学 生命医科学
森下　文浩 助教 理学

両生類研究センター
附属植物遺伝子保管実験施設

両生類研究センター
附属植物遺伝子保管実験施設

両生類研究センター

附属臨海実験所

両生類研究センター

附属臨海実験所

両生類研究センター

附属臨海実験所
附属宮島自然植物実験所

両生類研究センター

両生類研究センター

部屋番号

両生類研究センター

附属植物遺伝子保管実験施設

両生類研究センター

氏名 職位 電話番号 メールアドレス 他プログラム兼務

石田　敦彦 教授 総科 生命医科学

石原　康宏 教授 総科 生命医科学
ヴィレヌーヴ　真澄美 教授 総科 先進理工系科学研究科

理工学融合

浮穴　和義 教授 総科 生命医科学
久我　ゆかり 教授 総科
佐藤　明子 教授 総科
竹田　一彦 教授 総科 先進理工系科学研究科

理工学融合

中坪　孝之 教授 総科
山田　俊弘 教授 総科
和崎　淳 教授 総科 生物資源科学Ｐ
岩本　洋子 准教授 総科
小林　勇喜 准教授 総科
齋藤　光代 准教授 総科 先進理工系科学研究科

理工学融合

土谷　彰男 准教授 総科
中林　雅 准教授 総科 先進理工系科学研究科

理工学融合

根平　達夫 准教授 総科 先進理工系科学研究科
理工学融合

彦坂　暁 准教授 総科
渡邊　千穂 准教授 総科
戸田　求 講師 総科
勝山　千恵 助教 総科
中川　直樹 助教 総科
濱本　明恵 助教 総科
平野　哲男 助教 総科
山田　大綱 特任助教 総科

部屋番号
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理理学学部部棟棟をを改改修修ししてていいるるたためめ、、部部屋屋番番号号、、電電話話番番号号はは、、変変更更のの可可能能性性ががあありりまますす。。

氏名 職位 電話番号 メールアドレス 他プログラム兼務

飯間　信 教授 総科
泉　俊輔 教授 理学

教授 理学 生命医科学
坂本　敦 教授 理学
中田　聡 教授 理学
藤本　仰一 教授 理学
坊農　秀雅 教授 生命医科学
山本　卓 教授 生命医科学
粟津　暁紀 准教授 理学
大西　勇 准教授 理学
片柳　克夫 准教授 理学
斉藤　稔 准教授 理学
坂本　尚昭 准教授 理学 生命医科学
島田　裕士 准教授 理学
杉　　拓磨 准教授 生命医科学
藤原　好恒 准教授 理学
芦田　嘉之 助教 理学
大前　英司 助教 理学
　下出　紗弓 助教 （ ） 　 数理生命科学
高橋　美佐 助教 理学

助教 理学 生命医科学
助教 理学

細羽　康介 助教 生命医科学
松尾　宗征 助教 理学

安田　恭大 助教 理学 生命医科学
本田　直樹 特任教授

柴田　達夫 客員教授 理化学研究所

部屋番号

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ拠点リーダー室

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ
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理理学学部部棟棟をを改改修修ししてていいるるたためめ、、部部屋屋番番号号、、電電話話番番号号はは、、変変更更のの可可能能性性ががあありりまますす。。

氏名 職位 電話番号 メールアドレス 他プログラム兼務

石田　敦彦 教授 総科 生命環境総合科学
石原　康宏 教授 総科 生命環境総合科学
今村　拓也 教授 理学 基礎生物学
浮穴　和義 教授 総科 生命環境総合科学

教授 理学 数理生命科学
荻野　肇 教授 基礎生物学
菊池　裕 教授 理学 基礎生物学
千原　崇裕 教授 理学 基礎生物学
林　利憲 教授 基礎生物学
坊農　秀雅 教授 数理生命科学
山本　卓 教授 数理生命科学
井川　武 准教授 基礎生物学
上野　勝 准教授 先端研 生物工学
奥村　美紗子 准教授 理学 基礎生物学
久米　一規 准教授 先端研 生物工学
坂本　尚昭 准教授 理学 数理生命科学
杉　　拓磨 准教授 数理生命科学
濱生　こずえ 准教授 理学 基礎生物学
吉田　将之 准教授 生物 生物資源科学
渡邊　千穂 准教授 総科
岡本　和子 助教 基礎生物学

　下出　紗弓 助教 （ ） 　 数理生命科学
鈴木　誠 助教 基礎生物学
高橋　治子 助教 理学 基礎生物学
富原　壮真 助教 理学 数理生命科学
中根　達人 助教 理学
細羽　康介 助教 数理生命科学
本田　瑞季 助教 理学 基礎生物学
安田　恭大 助教 理学 数理生命科学
湯川　格史 助教 先端研 生物工学
渡邉　朋信 客員教授

畠山　慶一 客員教授

*「先端研」：先端物質科学研究科棟
*「生物」：生物生産学部棟
*「総科」：総合科学部棟
*「理学」：理学部棟

両生類研究センター
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ

両生類研究センター

静岡がんセンター研究
所

理化学研究所

 ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ

部屋番号

両生類研究センター

両生類研究センター

両生類研究センター

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ拠点リーダー室

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ

理理学学部部棟棟をを改改修修ししてていいるるたためめ、、部部屋屋番番号号、、電電話話番番号号はは、、変変更更のの可可能能性性ががあありりまますす。。

氏名 職位 電話番号 メールアドレス 他プログラム兼務

飯間　信 教授 総科
泉　俊輔 教授 理学

教授 理学 生命医科学
坂本　敦 教授 理学
中田　聡 教授 理学
藤本　仰一 教授 理学
坊農　秀雅 教授 生命医科学
山本　卓 教授 生命医科学
粟津　暁紀 准教授 理学
大西　勇 准教授 理学
片柳　克夫 准教授 理学
斉藤　稔 准教授 理学
坂本　尚昭 准教授 理学 生命医科学
島田　裕士 准教授 理学
杉　　拓磨 准教授 生命医科学
藤原　好恒 准教授 理学
芦田　嘉之 助教 理学
大前　英司 助教 理学
　下出　紗弓 助教 （ ） 　 数理生命科学
高橋　美佐 助教 理学

助教 理学 生命医科学
助教 理学

細羽　康介 助教 生命医科学
松尾　宗征 助教 理学

安田　恭大 助教 理学 生命医科学
本田　直樹 特任教授

柴田　達夫 客員教授 理化学研究所

部屋番号

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ拠点リーダー室

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ

― 209―



 

  

 

 
739-8530 3 1  

TEL:082-424-7009 
E-mail:sentan-gaku-sien@office.hiroshima-u.ac.jp  

  
739-8528 4 4  

TEL:082-424-7908 
E-mail:sei-daigakuin-sien@office.hiroshima-u.ac.jp   

 

 
739-8521 7 1  

TEL:082-424-6316 
E-mail:souka-gaku-sien@ office.hiroshima-u.ac.jp 

 

 
739-8526 3 1  

TEL:082-424-7309 
E-mail:ri-gaku-sien@ office.hiroshima-u.ac.jp 
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